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キーワード：南アフリカ コイサン復興運動 土地政策 改正土地権返還法（2014 年） 

 

  

本稿の目的は、コイサン向け土地政策の立案・協議過程に関する考察を通じて、1990 年代

後半に南アフリカのカラード・コミュニティの間で生じたコイサン復興運動が主張する土地

要求の内容とそれに対する政府の政策的対応について明らかにすることである。つい最近ま

で、コイサンの土地要求が重要な政策課題として取り上げられることはなかったが、2013年

2 月のズマ大統領による施政方針演説をきっかけにこの状況は大きく変化した。農村開発・

土地改革省（DRDLR）とコイサンの代表者との間で「1913 年を期限とする土地返還の例外」

について協議をするための場が新設され、2014 年 4 月には DRDLR が具体的な政策提案を行

うことになった。本稿では、この提案が果たしてコイサン復興運動の要求を満たすものなの

かどうか、この提案の実行にはどのような課題が存在するのかについて論じる。 

http://d-arch.ide.go.jp/idedp/ZAF/ZAF201400_102.pdf
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はじめに 
 

2014 年 7 月、ズマ（J. Zuma）大統領が改正土地権返還法（2014 年）に署名した後の『ケープ

タイムズ』紙一面には、「ついにサン、コイの土地申請が可能に」という見出しが躍った［Cape Times, 

2 July 2014］。だが、この見出しは誤った情報を伝えていた。改正法の目的は土地返還の申請を 2019

年 6 月末までの 5 年間にわたって再開することにあり、1913 年以後の土地剥奪を対象とする点は

変更されなかったからである。つまり、コイとサンの子孫は、ほかの人々と同様、1913 年原住民

土地法以降に土地を奪われた場合には土地返還を申請できるが、それ以前の土地剥奪については

申請できない。これは、複数のコイサン1活動家が求めていた、1913 年以前の土地剥奪を対象とす

るように土地返還事業の扱う期間を拡大するのとは異なる。とはいえ、ンクウィンティ（G. Nkwinti）

農村開発・土地改革担当相は、同法に関する記者会見において、コイサンへの言及も忘れなかっ

た。 

 

申請期間を再開するにあたり、この過程から排除され続けているコミュニティが存在するこ

とに留意している。……コイとサンのコミュニティである。彼らの苦境を忘れたわけではな

い。彼らの懸念に対応するために、1913 年原住民土地法を期限とする返還事業の例外に関す

る政策について現在、立案中であることを保証する［DRDLR 2014a］。 

 

2013 年 2 月の施政方針演説においてズマ大統領は、1998 年末に締め切られた土地返還申請の再

開と、現行では対象外であるコイサンの申請に対応するため 1913 年期限の例外について検討する

つもりであることを表明した［Zuma 2013］。同年 5 月に改正土地権返還法案（2013 年）が発表さ

れると、申請再開の是非をめぐる議論が活性化する一方で2、同法案により 1913 年以前に土地を

剥奪されたコイサンに対しても申請が認められるのではないか、との誤解と期待がマスコミ、政

治家、コイサン活動家を問わずさまざまな人々の間に広がった。だが、実際には 2 つの政策プロ

セスは別個のものである。誤解の原因は、部分的にはこの問題について、多くの注目が集まって

いるにもかかわらず、コイサンによる土地要求がどのようなものであり、それが現在の南アフリ

カにおいてどう実現可能なのかがいずれも不明瞭であることによる。さらには、農村開発・土地

改革省（Department of Rural Development and Land Reform: DRDLR）が開始したコイサン団体やグ

ループ3との政策協議過程に関する情報が不足していることも原因であろう。そこで本稿では、

                                                        
1  歴史的にはコイ（コイコイ）とサンは別個の集団として現れるが、現在の南アフリカにおいては、コイサン

（Khoisan, Khoi-San）という用語がこれら 2 つの集団を指す集合名詞として一般に使用されており、固有名詞を

除き、本稿でも基本的にこの語を用いる。なお、最近では現代ナマ語の正字法に従いコエサン（Khoesan, Khoe-San）
と表記される場合もある。 

2  土地返還申請の再開については多くの学識者が慎重な意見を表明し、土地 NGO の間では意見が割れた。改正法

案をめぐるさまざまな意見については、著者による「海外研究員レポート 南アフリカ、土地返還申請の受付

再開へ（2014 年 3 月）」（http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Download/Overseas_report/1403_satochizuko.html）を

参照されたい。 
3  後に述べるように、南アフリカにおけるコイサン復興運動の担い手は、ある程度組織的な構造を有する団体か

ら、数名程度の個人ないし親族からなるグループまで、多岐にわたっている。 

http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Download/Overseas_report/1403_satochizuko.html
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2013 年初頭以降のコイサン向け土地政策の立案・協議過程とその政治的背景を考察することを通

じて、1990 年代後半に南アフリカで生じたコイサン復興運動が主張する土地要求の内容とそれに

対する政府の対応について明らかにしたい。なお、本稿が依拠するコイサン復興運動に関する知

見の多くは、2013 年 7 月～2014 年 9 月に西ケープ州を拠点とするコイサン活動家に対して行った

インタビューおよびいくつかの会合への出席を通じて得られたものである。 

 

 

１．コイサン復興運動の現在――西ケープ州ケープタウンを中心に―― 
 

歴史家も人類学者も、20 世紀後半の南アフリカにはもはやコイとサンは独立した集団として存

在しなくなった、と論じてきた［Elphick 1985, xviii; Barnard 1992, 27-28］。だが、1994 年の民主化

後、アパルトヘイト期にカラードとして分類された人々の間で、南アフリカの先住民としてのコ

イ、サン、あるいはコイサンを名乗る人々4が出現した。民主化後のコイサン・アイデンティティ

の発動には 2 つの側面があり、その第一は、これが、アパルトヘイトの終焉により自らのアイデ

ンティティを自由に模索することが可能となったことを背景に生じた、ルーツと帰属意識を求め

る個人的な自己探求の道である、ということである。その一方で第二に、これは個人レベルにと

どまる現象ではなく、コイサンの法的な認定を含むさまざまな要求の実現を政府に対して働きか

けるコイサン復興運動でもある。コイサン復興運動は、雇用均等法（1998 年）や伝統的指導者枠

組み法（2003 年）といった人種やエスニシティをよりどころとする政策の実施を背景に 21 世紀

に入って拡大した［佐藤 2014］。 

南アフリカにおけるコイサン復興運動の拠点のひとつが、人口の約半分をカラードが占める西

ケープ州であり、同州ではケープタウンを中心とする都市部の旧カラード居住区に住む人々が運

動の中心を担っている。都市化した彼らの生活や服装は周囲となんら変わるところがなく、外見

上ではある人がコイサンかどうかを判断することはできない。2000 年代半ば以降、コイ、サン、

あるいはコイサンを自称する人々やグループの数が飛躍的に増加し、南アフリカ社会のなかでの

認知度が高まったものの、コイサンの数を特定することは不可能であり、コイサン復興運動の全

体像を得ることも簡単ではない。カラードはすべてコイサンであるとコイサン活動家は主張する

が、実際にはカラードのなかでコイサンを名乗る人々は一部にすぎない。グリクア全国会議

（Griqua National Conference: GNC）5のように、長期にわたるリーダーの記録と組織的な構造を有し

ている団体がある一方で、数名程度の個人ないし親族からなるグループもある。ウェブサイトを

有する団体もあるが、更新がほとんど行われていない場合が多く、情報の発信や共有、議論の手

                                                        
4  コイサン・コミュニティと指導者の地位を認定するための協議が、政府とコイサンの代表者の間で過去 15 年に

わたり続けられてきたが、現時点では、コイサンは南アフリカにおいて文化的属性を有する集団としては法的

に認められておらず、コイサンの定義も存在しない。そのため、現時点では、コイサンとはあくまで自称、と

いうことになる。ただし、政策協議の一環として 1999 年に政府が実施した調査により、南アフリカには 5 つの

主たるコイサン集団――グリクア、コラナ、ナマ、ケープコイ、サン――が存在することが特定されている［DTA 
2011］。 

5  グリクアは、20 世紀初頭からグリクアとして認定されることを要求してきた集団であり、主に西ケープ州、北

ケープ州、クワズールー・ナタール州に居住する。グリクアの人々の間にはいくつかの代表団体が存在し、GNC
はそのひとつである。 
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段としてはフェイスブックやワッツアップ（WhatsApp）6のグループチャットが主に活用されてい

る。それでも、コイサンの代表を名乗る活動家や団体が存在し、中央政府と州政府はこれらの人々

と政策的な協議を行っている。 

西ケープ州、とりわけケープタウンで積極的に活動しているコイサンのグループおよび団体は、

大きく 3 つのカテゴリーに分けることができる。第一が、あるコイ集団ないしコイの下位集団の

首長（チーフ）ないし王を名乗る人々とその仲間からなるグループである。首長のなかには、歴

史的に有力な家系の子孫であることを証明可能な人々もいるとされるものの、その多くは自称で

あり、歴史的な裏づけを持たない。自称コイ首長ないしコイサン首長急増の背景にはおそらく、

伝統的指導者枠組み法（2003 年）などを通じて、政府から伝統的指導者として認定されることに

より得られうる利益が増加したことが関係している。コイサン復興運動の担い手のなかでは互い

に王や首長と呼び合い、首長であることを示すためのヘッドバンドやハリネズミの針を頭に巻き、

動物の毛皮を模した布を羽織って政府との会合に出席する人々もいる。西ケープ州の首長は男性

が多いが、東ケープ州では女性のコイ首長も存在する。 

第二のカテゴリーは、先住民としての権利の主張と文化の復興のために行動する活動家の団体

である。たとえば南アフリカ先住民復活研究所（Institute for the Restoration of the Aborigines of South 

Africa: IRASA）7は、コイサンの先住民としての地位の認定と土地に対する先住民権の回復の提唱

をメインに活動している。他方、コエ・サン・アクティブ啓発グループ（Khoe and San Active 

Awareness Group: KSAAG）8やコイサン王国（Khoisan Kingdom）9のような団体は、コイサン言語、

遺産、儀式の回復・保護・促進といった文化的活動に力を入れている。 

第三のカテゴリーは、ドレッドロックという特有の髪型で周囲との違いが容易に確認できるラ

スタファリアンで、少なくとも西ケープ州では、さまざまなコイサンの会合で存在感を発揮して

いる。彼らのなかには、コイサンはそもそも、ラスタの母国であるエチオピア起源であると主張

する人すらいる10。ラスタとコイサンの親和性は、虐げられたコイサンの歴史と南アフリカ社会の

なかで異端者扱いされるラスタの状況を重ね合わせていることに加えて［Tolsi 2011］、薬草の使

用や自然との調和といった標榜する生活スタイルの近接性が関係しているようである。だが、コ

イサン活動家のなかには、ラスタをコイサンとして認めない人々や、違法薬物であるマリファナ

を日常的に使用するラスタの習慣を批判する人々もいる。 

上記の 3 つのカテゴリーは必ずしも相互に対立・競合関係にあるわけではなく、個々の団体や

グループを超えた協力や連合体を結成しようとする試みも複数存在する。会合の場での発言力や

政府との交渉において行動力を発揮する有力なリーダー間のコミュニケーションやネットワーク

も密接である。だが、コイサンのリーダーないし首長として相応しいのは誰か、政府との交渉を

する権利を持つのは誰かをめぐって権力闘争が存在し、団体やグループの分裂も見られる。その

ため、現状のコイサン復興運動は、一丸となって政府との交渉に臨めるような状況にはない。 

                                                        
6  スマートフォンで使用する無料アプリで、リアルタイムでメッセージや画像、音声のやり取りができるほか、

グループを作り、グループ内でこれらの情報を共有することが可能である。 
7  http://aboriginalkhoisan.org/ 2014 年 7 月 28 日アクセス。 
8  http://ksaag.wordpress.com/ 2014 年 7 月 28 日アクセス。 
9  http://www.khoisan.net/ 2014 年 7 月 28 日アクセス。 
10 コイサン活動家インタビュー、2013 年 10 月 5 日、於ホートベイ（Hout Bay）。 

http://aboriginalkhoisan.org/
http://ksaag.wordpress.com/
http://www.khoisan.net/
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２．コイサン復興運動の土地要求 
 

次に、コイサン復興運動の土地要求の内容を見てみよう。改正土地権返還法案（2013 年）の公

聴会など公の場で複数の活動家によりたびたび表明されてきたのは、コイサンは南アフリカ全体

ないし国境を越えた南部アフリカ地域全体の土地に対する権利を有する、という主張である。特

定の土地の返還ではなく、抽象的ともいえる南アフリカの土地全体に対する権利の主張は、ケー

プタウンのあるコイサン活動家の言葉によく表現されている。 

 

ここに来たものは誰であれ、どこから来たにせよ、われわれ〔コイサン〕に出会った。われ

われがこの地の本来の住人である。われわれは自分たちの土地と言語が認められることを望

む。土地を持つことができれば、文化的奴隷状態を終わらせることができる。ヨーロッパ人

がここに来る前は、われわれは主権を持つ人民であった（Basil Coetzee, quoted in Besten［2009, 

147］）。 

 

だが、コイサンは歴史的な土地の完全なる回復、コイサン・ホームランドないしコイサン国家

の建設を要求しているのではない。彼はこう続ける。「すべての移民が国を離れるべきだと言って

いるのではない。土地は十分にある」［Besten 2009, 147］。実際、前回の土地返還申請期限（1998

年末）までに、広大な土地の返還を求めて、返還申請を提出したコイサン活動家もいる。北ケー

プ州のあるコイサン活動家は、「北ケープ、西ケープ、東ケープ（〔旧〕ケープ〔植民地・州〕全

体）」の土地返還を求めたが、彼の申請はすべて土地権返還法（1994 年）の対象外であるとして

却下された11。 

南アフリカはコイサンの土地であるという主張は、具体的には何を意味するのであろうか。こ

の質問に対して、ケープタウンのあるコイサン活動家は、北西州のロイヤル・バフォケン（Royal 

Bafokeng）コミュニティの例を挙げた。バフォケンは、鉱物資源から得られる収入のおかげで、

南アフリカでもっとも裕福なコミュニティとしてしばしば言及される。この活動家は、コイサン

の土地、すなわち南アフリカ全土で営まれる商業農場を含むさまざまなビジネス活動から得られ

うる使用料（ロイヤリティ）の見込みについて熱く語った12。このことは、コイサンの土地に対す

る要求が象徴的な意味のみならず、経済的資源へのアクセスという意味を持っていることを表し

ている。 

南アフリカ全体がコイサンのものであるとする見解は、コイとサンを南アフリカの最初の先住

民（first indigenous）として憲法に明記せよとする要求と密接に結びついている。この主張は、バ

ントゥ系アフリカ人が来る前にコイサンがこの地に住んでいたという史実に基づいており、かれ

らの要求には中央・州・地方のすべてのレベルの政府においてコイサンの代表権を認めることが

含まれている［Le Fleur 2001］。コイとサンがバントゥ系アフリカ人の到来以前に現在の南アフリ

カ国土に居住していたという史実は、考古学者や歴史家の研究、南アフリカ全土に散らばるロッ
                                                        

11 北ケープ州土地返還委員会からの電子メールでの回答（2013 年 10～12 月）。 
12 コイサン活動家インタビュー、2013 年 7 月 30 日、於ホートベイ（Hout Bay）。 
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ク・アートなどに裏づけられており、疑義をはさむ余地はない。だが、今日、コイサンを自称す

る人々が、歴史上のコイとサンの子孫であると主張し、その先住民としての地位に基づいて政治

への参加と経済的パイの分け前を求める際には、何を根拠にそうするのかが問われざるを得ない。

とりわけ、都市に住むコイサンの生活スタイルはほかの人々と大差がなく、今日、南アフリカの

ほとんどのコイサンは言語を含む文化的制度を保持していない13。 

ケープタウンのコイサン活動家の土地要求は、歴史的な結びつきを持つ特定の土地に対するも

のではなく、南アフリカ全土や旧ケープ植民地・州、あるいはケープタウンの大部分のような、

広大な土地に対して主張されることが多い。だが、改正土地権返還法案（2013 年）をめぐる議論

が活性化すると、ケープタウン市内においても、ディストリクト・シックス（District Six）地区14

やオード・モーレン・エコ・ビレッジ（Oude Molen eco-village）といった特定の土地に対して、「祖

先の土地」ないし「祖先の住居（クラール）」であると主張し、占拠するコイのグループが出現し

た［Cape Times, 18 June 2013, 2 June 2014］。いずれも短期間に終了したこれらの土地占拠は、政府

やディストリクト・シックス地区の土地返還申請人との衝突をもたらしたのみならず、コイサン

活動家のなかからも批判の声が挙がった［Cape Times, 25 June 2013］。 

 

 

３．コイサン向け土地政策の立案・協議過程 
 

上記では、コイサン復興運動とその土地要求について叙述した。本稿の後半部では、コイサン

の要求に対して政府がどう応じようとしているのかを考察する。 

 

（1）1997 年土地政策白書と 1913 年期限の根拠 

まず、遡って土地返還の申請ができる期限を 1913 年とした根拠について振り返ってみよう。コ

イサンによる土地返還申請を認める際の最大の障害として、現在挙げられるのが南アフリカ憲法

の規定である。同憲法は、南アフリカにおける土地返還について、原住民土地法が成立した 1913

年 6 月 19 日以降に人種差別的な法律ないし慣行の結果として土地を剥奪された事例のみを扱う、

と明確に述べている［DLA 1997, 8］。多くのコイサンは、1913 年よりはるか以前に土地を剥奪さ

れたため、コイサンによる土地返還申請は、1994 年土地権返還法の対象外となった。これに関し

て、多くの形態の土地剥奪が 1913 年以前に起こったため、遡って土地返還の申請ができる期限を

                                                        
13 先住民の地位を主張するにあたり、コイサン活動家は「1989 年の先住民及び種族民条約（第 169 号）」にしばし

ば言及する。南アフリカが未批准のこの条約は、先住民を、「独立国における人民で、征服、植民又は現在の国

境の確定の時に当該国が地理的に属する地域に居住していた住民の子孫であるため先住民とみなされ、かつ、

法律上の地位のいかんを問わず、自己の社会的、経済的、文化的及び政治的制度の一部又は全部を保持してい

るもの」と定義している。この定義によれば、南アフリカではコイサンのみならずアフリカ人も先住民という

ことになるだろう。条約の日本語訳は国際労働機関ホームページを参照したが、英文の indigenous には「原住民」

ではなく「先住民」の訳語を用いた（http://www.ilo.org/tokyo/standards/list-of-conventions/WCMS_238067/lang--ja/ 
index.htm 2014 年 11 月 13 日アクセス）。 

14 同地区は、アパルトヘイト期の集団地域法により白人地区とされたため、1960 年代に白人以外の居住者が強制

的に立ち退かされ、住人の多くがケープフラッツ（Cape Flats）地区へと移住させられた。民主化後、多くの家

族が土地権返還法に基づき土地返還を申請したが、さまざまな理由で返還事業はあまり進んでいない［Beyers 
2010］。 

http://www.ilo.org/tokyo/standards/list-of-conventions/WCMS_238067/lang--ja/index.htm
http://www.ilo.org/tokyo/standards/list-of-conventions/WCMS_238067/lang--ja/index.htm
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1913 年とするのは恣意的である、と批判する論者もいる［Cavanagh 2013, 104-109］。だが、1913

年が期限として選ばれたのには少なくとも以下の 3 つの理由があったことを思い出す必要がある。 

第一に、国民党政府とアフリカ民族会議（African National Congress: ANC）が将来の政治体制に

ついて交渉を重ねていた 1990 年代初頭の、アパルトヘイト撤廃後の土地改革の見通しと方法に関

する議論について記憶をめぐらせるならば、当時は 3 つの選択肢があった。それらは、①ヤン・

ファンリーべック（J. van Riebeeck）率いるオランダ東インド会社がケープタウンへの入植を開始

した 1652 年、②原住民土地法が制定された 1913 年、③国民党が政権を掌握しアパルトヘイト政

策を開始した 1948 年、である。これら 3 つの選択肢のなかから 1913 年が選ばれた。その理由と

しては、1948 年では過去の不正義を是正する規模があまりにも限定的なものとなり、逆に 1652

年では、過去の土地剥奪と植民地主義をもっとも徹底的に是正することができるものの、土地剥

奪の詳細を証明し、土地返還の対象となる人々を精査する作業がはるかに困難なものとなる、と

いうことが挙げられる。1913 年は便利な中間点であり、交渉に基づく政治的解決のなかで達成さ

れた妥協のひとつの例であった。 

第二に、現在の土地返還の対象範囲と方法は、政治的交渉のもとでの妥協によってのみ定めら

れたわけではなかった。1990 年代初頭、民主化後の土地改革についての議論が始まったとき、研

究者、援助関係者、将来の政策担当者の間では、何らかの土地改革が必要であるという点では合

意が存在した。しかしながら、どのような種類の土地改革か、という点については一致していな

かった。ANC は、1955 年に採択された自由憲章のなかの「土地は耕す人々の間で分かち合うべき

である」という原則について語るばかりで、具体的な提案は持ち合わせていなかった。こうした

状況において、1913 年の原住民土地法制定以前に土地を購入・所有していながら、その後土地を

奪われた、あるいは長い間、土地剥奪の脅威にさらされてきた人々の間で、土地の返還を求める

運動が生まれた。「白い」南アフリカのなかで黒人が所有する土地として、アパルトヘイト政府に

より「ブラック・スポット」と名づけられたこのような土地に住む人々、ならびにかつてブラッ

ク・スポットに住んでいた人々は、強制移住の執行停止を求めたのみならず、奪われた土地の返

還を要求した。彼らの多くは農村地帯に居住していたが、都市に事務所を持つ土地 NGO の支援を

受けて横の連帯を築き、全国土地委員会を通じて全国的な運動体としてまとまりを形成しつつあ

った。署名や請願活動、覚え書きの締結、デモ行進、デクラーク（F.W. de Klerk）大統領との直接

交渉などを通じて、土地 NGO とその支援を受けた農村コミュニティは、将来的な土地改革政策の

形成に直接的な影響を及ぼしていた。南アフリカの土地返還政策には、ブラック・スポット住民

の経験と要求が色濃く反映されていたのである［Sato 2006］。 

第三に、南アフリカの土地返還事業が、土地のもっとも正統な所有者は誰かを決めることを意

図していたわけではないことを強調する必要がある。1997 年土地政策白書は、それが事実上不可

能であるばかりか、「破壊的な民族政治や人種政治を目覚めさせ、長引かせる」ことになる、と論

じる。なぜならば、「南アフリカの土地の大部分が、サン、コイ、コーサ、ムフェング、トレッカ

ー〔ボーア〕、英国人といった人々により次々と連続的に占有されてきたため、重層的で競合する

返還申請にさらされるだろう」からである［DLA 1997, 77-78］。土地返還事業はまた、先住民権に

基づく「祖先の土地の申請」に対応することを意図したものでもなかった。このような申請を考
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慮するならば、どのような根拠に基づき、正統な子孫をいかに特定するかという問題に直面する。

多くの人々にとってこの作業は、「パンドラの箱を開ける」［Leggasick 2013］ようなものである。 

とはいえ、1997 年白書においては、1913 年以前の土地剥奪を是正する可能性が完全に排除され

ていたわけではない。白書によれば、「1913 年以前の土地剥奪に起因する歴史的申請は、大臣の

裁量権によって対応するべきである。そのような申請に対しては土地再分配や開発事業において

優先権が与えられうる」［DLA 1997, 78］。つまり、1913 年以前の土地剥奪は、個別事例ごとに対

応が検討されることになっていた。だがこれまでのところ、この目的のために大臣の裁量権が発

動されたことはないようである。 

 

（2）全国コイサン対話と土地政策提案 

1997 年白書から 2013 年初頭の施政方針演説まで、コイサンの土地要求に対して DRDLR が何ら

かの対応を検討した様子はない。だが、演説直後の 2013 年 4 月、DRDLR は、「コイとサンの子孫

による土地申請に対応するために……1913 年 6 月 19 日期限の例外」［DRDLR 2013a］について議

論することを目的に、北ケープ州キンバリーに全国からコイサンの代表者を集めて政策協議会議

を開催した。同会議の開催理由についてンクウィンティ大臣はこう述べている。 

 

コイとサンのコミュニティが辺境部にあり続ける一方で、彼らの仲間である残りの南アフリ

カ人が国民形成と国民和解で中心的な位置を占めるならば、国民の結束は表面的なものに過

ぎないということが、大統領と政府にとって明らかになった［DRDLR 2013b］。 

 

大臣は、1994 年以降もコイサンが周辺化された立場にあり続けることを認め、自ら率いる

DRDLR がこの問題に取り組む決意にあることを表明したのである。 

だが同時に政府は、コイサンの土地問題を先住民権の観点から捉えようとする意図は持ってい

なかった。キンバリーの政策協議会議において、コイサン・コミュニティおよび指導者の認定に

関する伝統業務省（Department of Traditional Affairs: DTA）の交渉過程についてプレゼンを行った

ンチェワ（T. Ntsewa）弁護士の発言に、この点がはっきりと表れている。 

 

初めに述べておきたいのは、私が対応しているのが、いわゆる先住民コミュニティないしフ

ァースト・ネーションではないということである。なぜならば、これまでのところ、このこ

とは確立されておらず、南アフリカのどのコミュニティも、ほかのアフリカ人コミュニティ

よりも自分たちがより先住民であると主張できるからである［Ntsewa 2013］。 

 

キンバリー会議に出席したコイサンの代表者のなかには、この見解を拒否するものも多く、同

会議の一部として開かれた複数の分科会の場では、コイサンを南アフリカの先住民として認定す

べきであるとの主張が繰り返し表明された。とはいえ、このキンバリー会議がコイサンの土地問

題をめぐる今日の政策協議の始まりとなり、翌 5 月には、州ごとにコイサン代表者が再び集めら

れ、各州の代表として 5 人が選出された。彼らは、全国コエサン・レファレンス・グループ（National 
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Khoe and San Reference Group: NAREG）を結成し、DRDLR による政策提案の立案を補助する役割

を担うことになった。NAREG 議長には西ケープ州在住のナマの指導者、ジョン・ヴィットボー

イ（J. Witbooi）が選ばれた。 

NAREG と DRDLR の間の政策協議過程については資料が公表されていないが、最終的に 2014

年 4 月、DRDLR は「全国コエ・サン対話 2」（キンバリーII とも称される）と題する会議をキン

バリーで開催し、全国から集められたおよそ 500 人のコイサンの代表者に対して、2 つの政策案

を提示した。第一に、1913 年以前に土地を奪われたコイとサンの子孫のために DRDLR が土地を

獲得することができるように、土地再分配に関する法律を改正する。このことは、コイサンの土

地要求に関して、申請の有効性を証明するために厳密な歴史調査が必要な土地返還事業ではなく、

再分配事業を通じて対応するということを DRDLR が提案したことを意味する。この方法では憲

法改正は不要である。第二に、墓標や埋葬地などの文化遺産サイトや歴史的ランドマークの所有

権を人々が得られるように、文化遺産法を改正する。第二の提案はコイサンに限らず、すべての

南アフリカ人向けであり、対象地を文化遺産サイトやランドマークとして認定した上で人々に再

分配することにより実行する、と DRDLR は説明した［DRDLR 2014b］。 

 

（3）提案の政治的背景と評価 

南アフリカの土地政策をめぐるこれまでの議論においては、コイサンが特に言及されたり、コ

イサン向けに特別な対応が必要である、といった認識がほぼ皆無であったことを考えると、なぜ

2013 年になって突然、コイサンに焦点が向けられたのかという疑問が生じる。しかも厳密には、

法改正や新たな政策を打ち出さずとも、大臣の裁量権により 1913 年以前の土地剥奪の事例に対応

することが可能である。全般的な背景として、特に 2000 年代半ば以降、コイサン復興運動が拡大

してきたことはすでに述べたが、ほかにもいくつかの要因が指摘できる。第一は、政府とコイサ

ンの代表者の間で 1999 年から行われてきた、コイサン・コミュニティと指導者に対して法的な認

定を与える法案（伝統業務法案）に関する協議が最終局面にあることである。第二に、原住民土

地法 100 周年にあたる 2013 年には土地政策の目玉が必要であることから、コイサン向け土地政策

という新たな政策が、返還申請の再開とともにその役割を果たすことになった。これら 2 つの政

策案は、前年の 2012 年末に開かれた ANC の第 53 回党大会において、原住民土地法 100 周年の一

環として実施すべきことが決議されており［ANC 2012, 26］、コイサン復興運動の拠点のひとつで

ある西ケープ州が ANC の支持基盤が最も弱い州であることを考えると、2014 年選挙を見据えた

選挙対策の面もあったと思われる。第三に、副大統領時代の 2001 年、南アフリカで初めて開かれ

た全国的なコイサン会議の場でズマは開会演説を行っており［Zuma 2001］、コイサン復興運動の

要求に直接触れる機会があったことも、今回、コイサンに焦点が当てられた理由のひとつであっ

たと言えるだろう15。 

                                                        
15 ンクウィンティ大臣によれば、2009 年にズマ大統領から土地改革・農村開発担当相の拝命を受けた際に大統領

から 2 つの課題を与えられた。それらは、1998 年の返還申請提出期限を見逃してしまった人々と事業の対象外

となっている人々の両方に対して対策を講じること、であった（2013 年 12 月 1 日、西ケープ州ウェリントンで

行われたナマ・フェスティバルでのンクウィンティ大臣の演説から）。つまり、大統領就任当初から、ズマはこ

れらの政策を考えていたようである。 
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以上のような背景をふまえた上で、キンバリーII で提示された 2 つの政策案について、コイサ

ン復興運動の土地要求を満足させるものかどうかと問うならば、その答えはイエスでありノーで

ある。すでに述べたように、コイサン集団のなかには、旧ケープ植民地全土あるいは南アフリカ

全土がコイサンのものとなるべきである、と主張するものもあれば、北ケープ州を中心に特定の

土地に対する所有権を主張するグループもある。この政策提案は、前者のタイプの土地要求やコ

イサン活動家による土地に対する先住民権要求を満足させることはできないが、後者のタイプの

土地要求には十分に対応することができる。これら 2 つの提案の関係性にはあいまいさが残って

はいるものの、DRDLR がコイサンの土地要求への対応を文化遺産サイトと歴史的ランドマークの

みに限定しなかったことは注目に値する。この提案は、1913 年以前の土地剥奪に関する文書記録

がもっとも多く残っている北ケープ州のグリクアによる土地要求に対処することができるだけで

はない［Cronje 2006］。歴史的に特定可能な土地剥奪の記録を持たないけれども、現在の政治体制

から取り残されたと感じているコイサンの人々の土地需要にも、この提案は応えることができる。 

この提案は土地返還事業にさらなる困難をもたらし、その実行を遅らせるものだろうか。答え

はイエスである。土地改革の対象範囲を拡大するためのいかなる試みも、DRDLR が、現在取り組

まなければならない数以上の競合する返還申請や土地再分配プロジェクトを増加する可能性を持

っていることは否めない。だが、土地権返還法と憲法の両方を改正してコイサンの土地要求に対

応することに比べれば、困難は少ないだろう。現行の提案では、特定の集団による特定の土地に

対する歴史的な所有権の正統性を証明するための厳密な歴史調査や家系図調査は不要だからであ

る。過去 350 年間にわたって先祖の家系図を調査し、歴史的な所有者の子孫であることを証明す

ることなどほぼ不可能だろう。加えて、DRDLR がコイサン向け土地政策を「1913 年期限の例外」

として位置づけてきたことにも注意が必要である。言うまでもなく、南アフリカにおいて 1913 年

以前に土地を奪われたのはコイサンだけではない。1913 年以前に奪われた土地に対する返還申請

をコイサンに認めるならば、ほかの人々にも同様の権利を認めざるを得ないだろう。 

この提案が正式な政策となり実施されることになった場合、最大の課題となるのは、コイサン

をいかに定義するかということである。この点について DRDLR は、伝統業務法案（2013 年）に

より設立される予定の「コイとサン問題に関する助言委員会」に言及する。この委員会は、「コイ

とサンのコミュニティの認定について助言し、確認する」のみならず、「コイとサンの子孫に対す

る土地配分と利用の促進、およびコイとサンの文化遺産サイトと歴史的ランドマークの配分と使

用の促進において DRDLR に助言する」［DRDLR 2014b］役割を担うことになっている。誰がコイ

かサンかを判断し、彼らがどの土地を得るのかを決定する際に、この助言委員会は莫大な権限を

持つことになる。今後のコイサン向け土地政策の立案・実施にとってきわめて重要な役割を果た

すことになる同法案はまもなく国会での審議にかけられるだろうと予想されているものの、その

将来は不確定であり、稿を改めて論じることにしたい。 
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おわりに 
 

本稿では、民主化後に誕生したコイサン復興運動の現在と土地要求を検討した上で、それに対

する政府の対応を考察した。つい最近まで、コイサンの土地要求が重要な政策課題として取り上

げられることはなかったが、2013 年 2 月のズマ大統領による施政方針演説をきっかけにこの状況

は大きく変化した。DRDLR は北ケープ州キンバリーに全国のコイサン団体やグループの代表者を

集めて 2 度にわたり政策協議会議を開催し、コイサン向け土地政策の内容を具体化させてきた。

2014 年 4 月の「全国コエ・サン対話 2」では、2 つの政策提案が発表された。これらの提案は、

既存の土地返還事業の枠組みを大きく変更させるものではなく、1913 年期限は維持され、コイサ

ンによる土地への先住民権は認められなかった。 

政府は、1913 年以前の土地返還申請を一般化することにはことさら慎重である。というのも、

このことは全国的な土地所有権の地図を描きなおす契機となる可能性を秘めているからである。

土地返還事業ではなく、土地再分配事業を通じてコイサンの土地要求に対応するという実践的な

方法を採用することにより、過去の歴史的な土地の所有ないし占有に関する厳密な歴史調査は不

要である。だがその一方で、民族的なアイデンティティに基づく特定の集団を選び出し、土地を

配分するためには、その集団を定義する必要がある。コイ、サン、コイサンとは誰かを定義する

この過程もまた一筋縄ではいかない、困難なものとなるだろう。 
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アフリカの乾燥・半乾燥地域では近年、干ばつや集中豪雨といった自然災害の発生頻度が

高くなっている。そのため、30 年以上にわたって食料援助に頼ってきた干ばつ対策の限界が

指摘され、この地域に暮らす牧畜民の食料安全保障の確立が重要課題となった。本稿は、北

ケニアのレンディーレ社会における食料確保をめぐる地域セーフティネットの分析をとお

して牧畜社会の食料安全保障を考察した。その結果、牧畜民は唯一の生計維持手段である家

畜飼養を高い移動性をもつ放牧キャンプで行なう一方、町の商人との信頼関係にもとづくつ

け買いで農産物を確保し、さらに集落における相互扶助を重視した食料分配によって食料の

安定確保を実現していることが明らかになった。自然災害に対応できる食料安全保障を確立

するためには、このような地域セーフティネットに災害の予防・対応能力をもたせ、地域全

体の食料生産・流通・利用を強化していくことが重要である。 

http://d-arch.ide.go.jp/idedp/ZAF/ZAF201500_102.pdf
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はじめに 
 

アフリカの乾燥・半乾燥地域は近年、グローバルな気候変動にともなう異常気象の影響を受け、

干ばつや集中豪雨といった自然災害の発生頻度が高くなっている［IPCC 2007; Collier, Conway and 

Venables 2008］。2010〜12 年に発生した東アフリカ大干ばつは、被災者数が 1200 万人、被災地域

がソマリア南部からケニア東部と北部、そしてエチオピア南部と東部に広がった［OCHA and 

Paddy Allen 2011］。国連はこの地域に約 30 年ぶりに飢饉が発生したと発表し、国連世界食糧計画

（World Food Programme: WFP）や米国国際開発庁（United States Agency for International Development: 

USAID）などの国際援助機関による緊急食料援助が行なわれた［USAID 2011］。大干ばつをきっ

かけに、この地域に過去 30 年以上にわたって食料援助に頼ってきた干ばつ対策の限界が指摘され

た。また、被災者の大半が牧畜民であるため、従来の生計戦略の見直しと食料安全保障の確立が

求められた［Oxfam 2011; IGAD 2013; Krätli et al. 2013］。 

これらの議論の多くは生業牧畜における食料生産の不確実（不安定）性に注目して、自然災害

の増加による牧畜社会の脆弱性の増大を強調している。しかし、そもそも牧畜は食料生産におい

て自己完結的な生業形態ではない。牧畜民の多くは家畜から得られる畜産物だけでなく、農産物

も多く利用している。とくに乾燥地域に暮らす牧畜民は自ら農業を行なわないため、地域の食料

流通システムをとおして主食となる農産物を得ている［佐藤 2002; African Union 2010］。そのため、

牧畜社会の食料安全保障を考えるとき、牧畜民を含む地域全体の食料生産・流通・利用システム

を理解することが重要である。 

そこで本稿では、ケニア北部のレンディーレ社会の事例をとおして、牧畜民の食料確保をめぐ

る地域セーフティネットの実態を明らかにし、牧畜を主生業とする地域の特性に則した食料安全

保障のあり方を考察する。以下では、まず牧畜民の現状を、この地域における自然災害の増加と

食料配給をはじめとする開発援助の影響をふまえて概観する。つぎに町・集落・放牧キャンプの

あいだにおける食料生産・流通・利用に注目して、牧畜民をとりまく食料確保のセーフティネッ

トを明らかにする。そして増加する自然災害に対応できる食料安全保障の確立に向けて、このよ

うなセーフティネットがもつ意義とその活用について考える。 

 

 

１．自然災害の増加と食料援助の影響 
 

ケニアの中部から北部にかけて広がる乾燥・半乾燥地域では、サンブル、レンディーレ、ガブ

ラ、ボラナ、トゥルカナなど多くの牧畜民が暮らしている。レンディーレは年間降水量が 200 ミ

リメートル程度のカイスト砂漠（Kaisut Desert）を本拠地とし、ラクダと小家畜（ヤギとヒツジ）、

そして少数のウシを飼養する専業牧畜民で、人口は 6 万 437 人である［Oparanya 2010］（図 1）。

カイスト砂漠は 1 年のうち、3〜5 月が大雨季、6〜11 月が大乾季、11 月末〜12 月が小雨季、1〜2

月が小乾季である。しかし雨季のあいだも雨が広域に降ることは少ない。植生は灌木草原と半砂

漠草原が面積の 8 割以上を占める。変動が激しい降雨、乏しい牧草、そして限られた水
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図 1 レンディーレが暮らすケニア中北部の乾燥地域 

 
（出所）筆者作成。 
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場はこの地域の牧畜生業を制限する大きな要因である。 

近年、自然災害の発生頻度と強度がともに増加し、人びとの生活をさらに脅かしている。たと

えば 2005〜06 年に発生した干ばつによって、レンディーレは重要な現金収入源として期待してい

るウシの多くを失った。そして 2007 年 7 月の大乾季に降った集中豪雨による川の増水と気温低下

は小家畜に大きなダメージを与えた。筆者が調査を行なった約 15 年間に計 4 回の干ばつ（2000

〜01 年、2005〜06 年、2008〜09 年、2010〜12 年）が発生しており、1997 年と 2007 年は大乾季

に集中豪雨に見舞われた。 

レンディーレは独自の暦をもっており、その年の出来事で年の名前をつける慣習がある。それ

をたどると、2000 年以前では、1939 年、1949 年、1958 年、1968 年、1970〜71 年、1978 年、1984

〜85 年、1988 年、1990〜92 年、1996 年に干ばつが起きた記録があった。干ばつの発生頻度は、

1970 年以前は約 10 年に 1 回、その後は 10 年に 2 回、そして 2000 年以降は 4 回と増加している。

このような増加について、調査地では、「おじいさんは干ばつが 10 年に一度起きたといい、お父

さんは 5 年に一度起きたという。しかし今では 2、3 年に一度起きている」と広く伝えられている。 

レンディーレによると、干ばつの被害を受けたヤギ・ヒツジの群れは元のサイズに回復するま

で 3〜5 年が必要で、ウシの群れは 10 年かかるといわれている。干ばつが短いサイクルで繰り返

すと、植生が十分に回復できず、ダメージを受けた家畜の回復も遅れる［Ellis 1995］。そして家畜

に依存する人々の生活はより困難になる。2010〜12 年の東アフリカ大干ばつによる被害は過去 60

年で最悪なものと報道されているが、単発的な自然災害というよりも、2005〜06 年、2008〜09 年

の干ばつのさらなる悪循環と考えるべきであろう。 

一方この地域では 1970 年代から、干ばつ対策として食料援助が行なわれた。まずキリスト教の

布教・慈善団体による食料配給がはじまりで、1980 年代にはさまざまな国際機関が開発援助プロ

ジェクトの一環として食料援助を実施した［Fratkin 1998］。1990 年代後半から現在までは、干ば

つが起きるたびに WFP の主導で救援食料（relief food）の配給が行なわれてきた［WFP 2000］。 

30 年以上にわたる食料援助や開発援助プロジェクトがこの地域にもたらした大きな変化は、町

の発展と牧畜民集落の定住化である。1970 年代の調査によるとレンディーレは高い移動性をもつ

集落と放牧キャンプをもち、ラクダとヤギ・ヒツジに依存した遊牧生活を営んでいた［Sato 1980］。

1980 年代に開発援助プロジェクトの拠点として町が整備され、小学校や診療所などの施設がつく

られ、干ばつ時の救援食料も町を拠点に配給されるようになった［Fratkin 1998］。配給にもれなく

参加でき、食料を自力で集落まで運ぶためには、町から近い場所に集落をつくったほうが有利で

ある。現在、レンディーレの集落は幹線道路沿いのライサミス、ロゴロゴなどの町周辺、そして

半砂漠草原にあるコルとカルギ、イラウト、グルニなどの町周辺に集中している（図 1）。そのう

ちコル町の周辺は人口がもっとも多く、2009 年のセンサスによるとレンディーレ総人口の 3 割を

占める約 2 万人が住んでいた。町には行政機関のオフィスや学校など公共施設のほか、食料や日

用品を販売する売店や、開発援助機関の事務所や、携帯電話の受信基地など多くの施設が集まっ

ている。 

しかし町の周辺は放牧できる場所が限られているため、人びとは集落とは別に放牧キャンプを

つくっている。放牧キャンプは家畜種ごと（ラクダ・ウシ・小家畜）につくられ、季節や降雨、
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牧草と水場の状況に合わせてひんぱんに移動する［孫 2012］。このような定住的な集落と移動性

をもつ放牧キャンプの居住形態は、レンディーレだけではなく、今日の北部ケニアの牧畜民に共

通する特徴である。では、人びとは定住集落や放牧キャンプにおいてどのように食料を確保して

いるのだろうか。 

 

 

２．食料確保の地域セーフティネット 
 

（1）食料の生産・流通・利用のネットワーク 

現在のレンディーレの生活空間は、町、集落、ラクダ・ウシ・小家畜の放牧キャンプからなる。

図 2 はそのなかにおける食料生産・流通・利用の関係を示している。 

図 2 レンディーレの生活空間と食料確保のネットワーク 

 
（出所）筆者作成。  

レンディーレの集落は基本的に同じクランかサブクランの成員が集まってつくられる。コル地

区には計 41 の集落があり、4374 世帯が居住し、平均 1 集落あたり 107 世帯である。筆者が調査

した集落では既婚女性と幼児（7 歳以下）の 9 割以上、既婚男性の 6 割が集落に住んでいる。集

落の各世帯は通常 5〜6 頭の搾乳用小家畜しかもっていない。1 日の搾乳量は多いときでも 500 ミ

リリットル程度で、幼児に飲ませたり、嗜好品のミルクティーをつくったりするのに使われる。

一方、主食は町から購入する農産物（トウモロコシ粉と粒、少量の米と豆類）や、救援食料を利

用する。集落の人びとは現金収入源がないため、食料を購入する際、町の売店でつけ買いするか、

都市部へ出稼ぎに行っている親族に送金してもらうか、あるいは放牧キャンプにいる自分の家畜
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を牧夫に売却させて送金してもらう。食事は基本的に各世帯単位で行なうが、食料が不足してい

るときは住民同士で助け合うことがよくある。集落でミルクや肉などの畜産物を利用できるのは、

キャンプの家畜が 1 年に数回の儀礼に参加するために戻されたときだけである。一方、人びとは

雨季のあいだに家族全員で放牧キャンプに滞在したり、放牧キャンプが集落の近くを通過すると

きにキャンプをひんぱんに行き来したりすることによって畜産物にアクセスしている。 

レンディーレは乾燥につよいラクダをもっとも高く評価している。ラクダ放牧キャンプは同じ

集落のラクダを集めてつくられ、同じクラン出身の青年たちによって管理される。キャンプの平

均サイズはラクダ 10 群れ（約 500 頭）と牧夫 20〜30 人である。キャンプの食料のすべてを畜産

物で賄う。雨季には水分をたくさん含んだ植物を食べるのでラクダの泌乳量が多く、牧夫はミル

クだけで充分な食事ができる。一方、乾季にはラクダの頸静脈から血を採取し、ミルクと混ぜて

つくる混血乳が利用される。ラクダ放牧キャンプでは群れのサイズに関係なく、得られた畜産物

がすべて 1 カ所に集められ、牧夫全員に平等に分配される。 

ウシ放牧キャンプも同じ集落のウシを集めてつくることが好まれる。しかしウシを積極的に増

やすようになったのは近年のことである［孫 2004］。そのためウシを所有していない世帯が多く、

キャンプの規模はラクダより小さい。放牧管理を担当するのは青年か少年である。ウシは雨季の

あいだ泌乳量が多いが、乾季にはほとんどミルクが出ないときもある。そのため、キャンプの人

びとは雨季のあいだは畜産物を主食とし、乾季には町から購入するトウモロコシなどを利用する。

キャンプには食料を運ぶためのロバが 1〜2 頭用意されている。ウシの売却は持ち主の許可が必要

で、放牧管理を担当する青年だけで決めることができない。キャンプに食料が不足すると、青年

はウシ所有者に食料を送ってもらうように要求する。 

小家畜は成長が早く個体数が多いため、どの世帯も自分の群れをもっている。キャンプは同じ

集落出身の数世帯が集まってつくる。小家畜の放牧管理は既婚男性かその子供である。雨季には

家族全員でキャンプに滞在することもある。キャンプの食事は年間をとおして農産物とミルクで

ある。家畜群の移動中で町の近くをとおるとき、持ち主が家畜マーケットで小家畜を売却し 1〜2

週間分の食料を購入する。そのときお金の一部を集落に残された家族に送ることもある。マーケ

ットで売却できなかった場合、売店の商人と直接交渉して家畜と食料を交換することもある。一

方、救援食料の配給があるとき、集落の人びとがもらった食料の一部を小家畜キャンプに送るこ

ともある。 

このようにレンディーレは、町・集落・放牧キャンプで構成するネットワークのなかで畜産物

と農産物の生産・流通・利用を行なっている。そのうち、畜産物につよく依存し食料自給率がも

っとも高いのはラクダ放牧キャンプである。一方、農産物への依存度が高く、食料自給率がもっ

とも低いのは集落である。集落には年寄りや子供が多く住んでおり、食料の安全保障からみても

っとも脆弱である。 

 

（2）農産物の安定確保を支える「つけ買い」 

レンディーレの主な現金収入源は家畜の売却である。干ばつで家畜が遠方に避難したり、家畜

マーケットへのアクセスが悪かったり、あるいは家畜の健康状況がよくなかったりする場合もあ
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り、人びとは常に現金収入があるわけではない。とくに集落に住む人びとは現金をほとんどもっ

ていない。それにもかかわらず主食の農産物を確保できるのは、町の売店で「つけ買い」できる

からである。 

「つけ買い」とは、売店の帳簿に名前、購入品目、購入日を記入するだけで、その場でお金を払

わなくても買い物ができるしくみである。つけができる期間は通常 1〜3 カ月間で、返済は購入金

額の合計額で、利息はつかない。町の商人は「つけ」のことを英語の「credit」と呼ぶが、集落の

人びとは一般的に「書く」という意味の「chiira」という表現をつかう。それは、売店で品物を注

文した後、店員が数量や金額を帳簿に記入するためである。一方、つけの内容やその返済に関す

る話し合いのときは、「モグ（mog）」という言葉がよくつかわれる 

「モグ」は、もともとレンディーレ社会固有の家畜をめぐる貸し借り関係のひとつで、オス家畜

（ラクダ・ヤギ・ヒツジ・ロバ）が対象である。借り手は所有家畜を略奪によって失ったとき、食

料に困ったとき、子供が生まれてお祝いのために家畜を屠殺したいときなど、具体的な理由から

「モグ」を申し出る。それに対して貸し手は、借り手との社会関係や社会的弱者に対する救済など

の立場から「モグ」に応じる。この貸し借りをめぐる交渉は通常 3 日から 1 週間かかる。交渉が

いったん成立すれば、借り手は必要に応じて借りたオス家畜を屠殺したり、売却したりすること

ができ、貸し手に返済を求められるまで返す必要がない。「モグ」は当事者の信用関係にもとづく

もので、保証人や担保がない。しかし、借り手がたくさんの家畜を借りて返済できなくなること

を防ぐために、一生に 6 回しか「モグ」で借りることができないという制限がある。また、「モグ

は期限切れしない（mog mususuhtoo）」という語りがあるように、この貸し借りは人々の記憶に残

り、数世代に続く。とくに、干ばつなどによって自分の家畜を失った貸し手やその子孫が、かつ

ての「モグ」の借り手やその子孫に対して返済を求めることができるとされる。一方、売店での

つけ買いの返済が「モグ」と呼ばれるのは、家畜の「モグ」と同じように返済が完了するまで貸

し借り関係が解消できないことを強調しているからだと思われる。 

食料などのつけ買いがはじめられたのは 1990 年代とされる。コル町で二世代にわたって卸売り

と小売りをしている商人の話によると、この商人の父がコルに店を開いた 1980 年代初めは定住集

落がなく、人びとは遠方からロバを連れて買い物に来て、一度に 1〜2 カ月分の食料や日用品を購

入していたという。1984〜85年の大干ばつに対する食料援助をきっかけに町周辺に集落が増えた。

そして、1992 年にマルサビット山周辺で起きた民族対立と家畜の略奪によって、多くのレンディ

ーレがコル町周辺に移住してきた。 

町へのアクセスが容易になると、以前のように一度に大量に買い物することがなくなり、2〜3

日分だけの食料を買って帰る人が増えた。その理由のひとつは、レンディーレの「ねだり」とい

う慣習と関係している。レンディーレは日常生活において、食料品をはじめとして、嗜好品や日

用品を近隣からねだることがよくある。家に食料がたくさんあれば、ねだられることも増える。

ねだりを断る言い訳として「もっていない（mahabo）」という言葉はよく使われる。しかし、た

くさんもっているにもかかわらず、もっていないと断ることは社会的に好まれない行為である。

そのため、家の備蓄を少なくし、買い物する頻度を増やしていると考えられる。同じ店にひんぱ

んに買い物に来ると、商人とも知り合いになる。そして一時的に現金がなくても、先に食料を渡
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して後日に清算してもらうことができるようになった。はじめは資金をもつ卸売商人の店だけが

信用できる人につけ買いさせたが、その人の親戚や同じ集落の人びとも頼みに来た。集落には現

金をもっていない人が多いため、この方法がすぐ広まったという。 

つけ買いは顧客と商人の信頼関係がなければ成立しない。集落の人びとは、つけ買いが断られ

ると食料が入手できなくなる。そのため商人に清算を要求されると、家畜を売却して現金で払う

か、家畜を商人に直接渡した。しかし、すべての人がつけを順調に返済しているわけではない。

商人によると、最初の頃は卸売商人の店しかつけ買いできなかったため、つけが拒否されること

を恐れて、人びとは請求どおりに返済を行なった。しかしほとんどの売店でつけ買いができる今

では、高額なつけがたまって一軒の売店につけを断られると別の店を探す人もいる。そのため、

店同士で顧客について情報交換することもある。高額なつけの返済を拒む人に対する最終手段と

して、警察に通報することができる。しかし、話し合いで問題を解決するのがレンディーレ社会

の慣習であるため、警察に通報すると店自体が嫌われる。 

商人はつけが高額になって返済してもらえなくなるリスクを避けるため、顧客の出身や家計に

関する情報を集め、それぞれの顧客の家計状況に応じて 1〜3 カ月の期間で返済を要求する。毎月

返済できるのは、出稼者がいて送金がある世帯だけである。牧畜を営む世帯では家畜を売却しな

ければ現金がないため、返済時期が不確定である。人びとは集落と放牧キャンプのあいだを行き

来しているので、集落だけではなくキャンプの食料も一緒につけ買いする。そのため、毎月のつ

け買い金額は 5000〜1 万ケニアシリングのあいだで変動する。ある程度つけがたまると、商人は

村人にその額を知らせて返済について話し合う。全額が返済できなくても、一部が返済されれば、

次のつけができるようになっている。また、お金の管理がまだあまり得意ではない新婚女性など

に対して、商人が毎月のつけ買い額を決めてあげることもある。 

商人にとってつけ買いの一番のメリットは、多くの顧客を確保できることである。いったんつ

け買い関係ができると、集落の人々は数年にわたって同じ店で買い物しつづける。多くの固定客

をもつ商人は、常に食料の在庫を確保する必要がある。店に食料がなくなると、人びとはほかの

店を探すため、以前のつけを返済してもらえない心配がある。また、急な値上げなども嫌われる

ので、食料価格の安定にも気を配らなければならない。ケニアでは農産物価格の上昇が激しいた

め、トラックをもつ卸売商人は農産物価格が安いエチオピアまで食料を調達に行くこともある。 

このように、商人はこの地域における食料の安定供給と流通の担い手であり、つけ買いは現金

収入がない牧畜民にとって食料を確保するための重要な手段といえる。 

 

（3）災害時の食料確保を支える集落の相互扶助 

では干ばつなどの自然災害が発生したときに、町・集落・キャンプからなる食料生産・流通・

利用のネットワークがどのように機能するのか。2010〜12 年の大干ばつ時におけるレンディーレ

の対応からみてみよう。 

2010 年末の小雨期には雨にめぐまれなかったため、レンディーレはカイスト砂漠中央の半砂漠

草原にいる小家畜とウシ群を幹線道路の南東部の疎林草原に移動させた。そこは幹線道路沿いの

町に近いため、家畜マーケットや食料などの売店にアクセスしやすかった。そして 2011 年 3〜5
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月の大雨季に入っても雨が降らなかったため、人びとは家畜を連れてさらに南下した。最終的に

はイシオロ州のワソ・ニョロ川の北岸に到達し、そこで干ばつをしのいだ。その場所は集落があ

るコル地区から南東 200 キロメートル以上離れ、小家畜を連れて移動する場合は 10 日間かかる。

人びとはイシオロの家畜マーケットで家畜を売却して食料を購入した。またワソ・ニョロ川の岸

辺にヤシの木がたくさんあるので、ヤシの実など野生植物を採集して食べた。乾燥につよいラク

ダも集落から南東約 80 キロメートルを離れたライサミス地区に移動した。この干ばつをしのぐた

めに、人びとは 1 年以上集落に帰ることができなかった。それでも避難のタイミングが早かった

ため、2005〜06 年の干ばつよりも家畜が受けたダメージは少なかった。 

一方集落に残された人びとは、コル町でつけ買いして食料を得るとともに、救援食料を受けて

いた。2011 年の 1 年間、WFP が 1 カ月半おきに食料配給を行なった。配給の内容はメイズ、米、

豆類などの主食と、調理用油、そして栄養不良の子供向けの Unimix と呼ばれる栄養食であった。

配給は WFP の委託をうけたケニア赤十字が担当した。配給対象は集落全員ではなく、WFP の基

準にもとづいて認定された脆弱世帯（vulnerable household）だけであった。これは食料のばらまき

を防ぎ、本当に必要な人に食料を与えるためである。赤十字のスタッフと各集落の長老代表者に

よって組織された救援委員会（Relief Committee）が対象世帯の認定を担当した。実際には年寄り

と幼児、そして寡婦など社会的弱者がいる世帯が認定された。救援食料を積んだトラックが来る

と、担当スタッフが脆弱世帯の名簿に沿って配給を行なった。年寄りと幼児など受け取りに来れ

ない場合、その親族が代理で受け取った。 

しかし、人びとは集落に帰ると、受け取った食料を 1 カ所に集め、その総量に応じて集落にい

る全員に再分配を行なった。このことについて人びとは次のように説明している。干ばつのあい

だに放牧キャンプが遠くへ行ってしまったため、どこの家も家畜がいなくて、みんな助け合って

暮らしている。年寄りや寡婦（いわゆる脆弱世帯）ほどまわりの人たちに助けられている。もし

彼（彼女）らがもらった食料を自分の家だけで消費するなら、食料がなくなって困ったとき、ま

わりの誰も助けないだろう。このように集落の人びとは、救援食料の配給における不均衡によっ

て相互扶助の社会関係が崩れないように自ら再調整したのである。 

以上のように、レンディーレがこの大干ばつを乗り切れた要因として、まず家畜キャンプがも

つ高い移動性によって早いタイミングで避難しはじめたことと、避難場所が確保できたことから、

唯一の財産である家畜が守られたことが挙げられる。つぎに家畜が遠く離れて畜産物にアクセス

できなくなった集落の人びとは、町の売店でつけ買いできたことと救援食料が配給されたことに

よって、継続的に食料を入手できた。さらに相互扶助の関係にもとづく分配によって集落全員が

食料を確保できたことは重要であった。 

 

 

３．牧畜社会の食料安全保障 
 

2010〜12 年の大干ばつに対して、被害を受けた東アフリカ諸国の政府とこの地域の開発援助に

携わってきた国際機関は、「アフリカの角地域の危機サミット（The Summit on the Horn of Africa 
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Crisis）」をはじめ、さまざまな形で災害の教訓と対策について議論を重ねた［EAC and IGAD 2011］。

そうした議論のなかで、予測を上回る広い範囲での被災と救援食料の不足が災害を深刻化させた

といった批判があった［Save the Children and Oxfam 2012］。また、従来の開発援助プロジェクトで

は食料援助が大きな割合を占める一方、災害の予防と対応活動が限定されているとの指摘もあっ

た［USAID 2012］。そして今後の方向性としては、食料援助を中心とした災害対策から脱却し、

地域における食料安全保障の確立とともに、住民の対応力を高め、増加する自然災害に対応でき

る社会を構築することが強調された［EAC and IGAD 2011; IGAD 2013］。しかしこのような目標に

向けて具体的にどのような方策があるのかは示されていない。そこで、これまで述べたレンディ

ーレ社会の食料確保の特徴を食料安全保障の概念と照らし合わせて、牧畜社会に則した食料安全

保障のあり方を考察する。 

国連世界食糧農業機関（FAO）は「食料安全保障」の定義において、すべての人が「満足な量」

と「安全で栄養がある」食料に「物理的・経済的にアクセスできる」ことを強調した［FAO 1996］。

この概念から食料安全保障がもつ 3 つの要素、すなわち食料の量と栄養確保、物理的なアクセス

の確保、そして経済的なアクセス（食料の分配）の確保が読み取れる。一方、世界レベルの食料

生産からみて食料の量的確保がもはや問題ではなくなったため、食料政策の重点は平時における

食料確保よりも危機が発生した際の食料へのアクセスと社会的弱者の保護へシフトした［FAO 

2002］。東アフリカ乾燥地域を対象に 1990 年代後半から WFP の主導で行なわれた干ばつに対する

緊急食料援助も、このような国際社会の流れに沿ったものといえる。しかし食料援助が繰り返さ

れると、それに対する依存が高くなり、地域住民の経済的自律性や防災対策がおろそかになりか

ねない。牧畜社会における食料安全保障の確立を目指すには、まず食料の量的確保、アクセス、

そして分配の 3 つの要素から、食料確保の特徴を理解する必要がある。 

家畜飼養が唯一の生計維持手段である牧畜民にとって食料の量的確保は、家畜から得られる畜

産物、町の売店から購入する農産物、そして救援食料がある。畜産物は栄養価が高いが、生産量

は家畜の個体数と牧草・水・自然災害といった要因に大きく左右される。そしてその安定確保は

放牧キャンプに委ねられている。一方、農産物の量的確保は流通の担い手である町の商人に依存

している。これらの食料へのアクセスは、町・集落・放牧キャンプのあいだにおける人・家畜・

食料・現金の移動をとおして実現している。定住集落の人びとは、集落と放牧キャンプのあいだ

をひんぱんに行き来することによって畜産物にアクセスするとともに、町の商人との信頼関係に

もとづくつけ買いで安定的に農産物を入手している。一方、放牧キャンプの人びとは、集落から

農産物を送ってもらったり、家畜の売却で得た現金で町から直接購入したりしている。食料の分

配に注目すると、ラクダ放牧キャンプにおける畜産物の平等分配や、救援食料の再分配に代表さ

れるような相互扶助的な社会関係が重視されていることがわかる。 

では食料援助に頼らない食料安全保障を目指すにはどのようなことが可能か。まず食料の量と

栄養の確保について、食料不足に備えて平常時における町の売店の食料備蓄能力を高めること、

そして交通手段を改善し、放牧キャンプと集落のあいだにおける畜産物の流通を促進することが

挙げられる。つぎに食料のアクセスに関しては、定住化が進み牧畜集落がつけ買いにつよく依存

している現状から、災害時に一時的な返済ができなくても食料のつけ買いが続けられるような担
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保や保険制度の開発と導入が有効だと考えられる。さらに救援食料の配給をはじめとする開発援

助においては、社会の平等原理を重視した相互扶助関係を再評価し、それを生かした組織づくり

や活動が必要であろう。このように平常時において、牧畜民の食料確保をめぐる地域セーフティ

ネットに災害に対する予防・対応能力をもたせることによって、地域全体の食料生産・流通・利

用を強化していくことが重要である。 

 

 

おわりに 
 

本稿は牧畜民の食料安全保障の確立に向けて、彼らの食料確保をめぐる地域セーフティネット

の役割の分析に重点を置いた。一方、このようなセーフティネットを構築する社会的・文化的な

要因について深く議論できなかった。たとえば、町商人の多くはソマリ人であるにもかかわらず、

民族をまたがる分節出自関係［Schlee 1989］を利用してレンディーレの特定のクランに帰属し、

レンディーレとの信頼関係を強化している。このような人びとの行動原理は地域セーフティネッ

トを維持する上で重要であり、今後掘り下げていきたい。また北部ケニアは現在、幹線道路の建

設が急速に進んでいる。道路沿いの町にある家畜マーケットはかつてない賑わいをみせ、人・家

畜・モノの流れがますます増えている。こうした変化によって、本稿で示した牧畜民の食料生産・

流通・利用のネットワークがどう変わるのか、そして新たな地域セーフティネットがどのように

構築されるのか、注目していきたい。 
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はじめに 

 

2015年 3月 28〜29日、ナイジェリアでは 1999年の民政移管後 4度目となる大統領と国民議会

の選挙が行われた。大統領選挙では、最大野党である全進歩会議（All Progressives Congress: APC）

のムハンマド・ブハリ（Muhammadu Buhari）候補が 53％の得票率を達成し、与党である人民民主

党（Peoples Democratic Party: PDP）の現職大統領グッドラック・ジョナサン（Goodluck Jonathan）

候補（得票率 44％）を破り当選した。合わせて行われた上下両院の国民議会選挙においても、APC

は上院 60議席（議員定数 109）、下院 225議席（議員定数 360）を獲得したのに対して、PDPは上

院 49議席、下院 125議席を獲得するにとどまった。この結果、16年間に渡り与党の座にいた PDP

から APCへの政権交代が、民政移管後初めて実現することとなった。本稿ではジョナサンの支持

率低迷、及びブハリの支持率拡大の背景を分析した上で、次期大統領ブハリが今後直面する課題

について解説する1。 

 

 

1. ジョナサンによる「敗北宣言」の意義 

 

前回 2011年の国政選挙では、敗北したブハリ（北部出身2・イスラーム教）の支持者が主にキリ

                                                        
1  本稿ではナイジェリア新聞各紙、特に Vanguard、Punch、Sahara Reporters、The Guardianと BBCの報道を参

照した。 
2  ナイジェリアは 36の州と連邦首都准州から成るが、植民地期から現在に至るまで、地域・民族・宗教の相違

に応じた地理的な区分が政治的に問題となった。例えばヨルバ人の多い南西部、イボ人の多い南東部、ハウサ
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スト教徒を襲撃し、800人以上の死者を出した。この暴動はブハリが北部のイスラーム教徒の若者

を煽動したとされ、今回の選挙においてもこうした混乱や騒動が危惧された。しかし結果として

は、確かに多くのトラブルがあったが、その規模は小さかった。例えば独立国家選挙管理委員会

（Independent National Electoral Commission: INEC）により今回の選挙から導入された指紋認証付

の永久選挙カード（Permanent Voter Card）の登録と発行が大幅に遅れたために、有権者登録を行え

なかった人びとが多くいた。さらに INECは当初 2月 14日を投票日としていたが、北東部地域の

3州（ヨベ州、ボルノ州、アダマワ州）では、ボコハラムによるテロ攻撃の激化のため安全上の問

題が解決されないとして、投票日を 3 月 28 日に延期した3。選挙直後にも南東部地域のリバース

州で、APC支持者が選挙の不正を告発し、選挙のやり直しを求めるデモが発生した。 

しかし今回の選挙では各国政府から賞賛されているように、現職のジョナサン大統領が INEC

の最終の集計結果を待たずして自身の敗北を認め、ブハリ候補の勝利を直接電話で祝福した。そ

してジョナサン支持者もまたこの行動を支持し、選挙結果が公開されて以降も大きな混乱や騒動

が起こることは無かった。多くのメディア報道では、「勝者総取り」が起こり易い制度下にあり、

かつ長きに渡る南北対立があるナイジェリアで、上述のようなトラブルが散見されたものの、基

本的には「平和」に政権交代が実現したのは、ジョナサンの「敗北宣言」と支持者へのリーダー

シップが主要な要因であったと分析している4。ブハリを含む過去の多くの政治家が、民族・宗教・

地域の差異を利用（悪用）し、人びとを煽動することで争乱を引き起こしてきたのと異なり、選

挙結果を素早く受け入れ敗北を認めたジョナサンは評価されてしかるべきであろう。 

 

 

2. 地域・民族・宗教バランスの考慮と支持基盤の変化 

 

上述したように、ナイジェリアの国内政治においては、地域や宗教の差異がしばしば政治的に

問題となり、またそれがしばしば利用されてきた。この観点からジョナサン支持率低迷の背景状

況を検討した場合、南部出身のジョナサンは以下のような経緯が故に、とりわけ北部の支持が得

られ難かったのではないかと考えられる。そもそもナイジェリアでは 1999年の民政移管後、大統

領が南北から交互に選出される地域輪番制をよしとする暗黙の了解があった。そして、これまで

与党であり、全国各地に比較的広範な支持基盤を持っていた PDPは、その綱領に、南東部、南南

部、南西部、北東部、北央部、北西部の 6 つの地域から、南北交代で次期大統領候補を選出する

                                                        
＝フラニ人の多い北部という区分、あるいはキリスト教徒の多い南部、イスラーム教徒の多い北部という区分

がある。これらの区分を踏まえ民政移管後は、南東部、南南部、南西部、北東部、北央部、北西部の 6つの地

域区分が用いられることが多い。本稿において南部と言及した場合は南東部、南南部、南西部地域を指し、北

部と言及した場合は北東部、北央部、北西部地域を指す。 
3  さらに 3月 28日の投票では、投票所で永久選挙カードを端末で読み込むことができないというトラブルが全

国各地で多発した。その結果、一部の投票所において選挙開始時間が大幅に遅れ、また、その一部で 29日ま

で選挙が延期された。 
4  このことだけが政権交代を「平和」に行うことができた理由ではない。例えば選挙実施前に、大統領候補者が

争いを助長しないことを共同で公約した。またケリー米国国務長官が 1月末にナイジェリアを訪れ、ジョナサ

ン、ブハリ両候補者に直接会い、争いの無い「平和」な選挙を呼びかけた。また市民もやはり「平和」な選挙

を求めるデモ行進を度々行ったことは見逃せない。「平和」な政権交代が実現したのはなぜかという問いは、

ジョナサンの今後の動向も注視しながら分析されるべき重要な課題である。 
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こととしていた。しかし実際のところ、1999年～2006年は南西部地域出身のヨルバ人であるオル

シェグン・オバサンジョ（Olusegun Obasanjo）が 2期 8年もの間大統領を務めた。その次に北西

部地域出身でハウサ＝フラニ人のウマル・ヤラドゥア（Umaru Yar’Adua）が大統領に就任したが、

彼は 2009 年に重病に伏し、2010 年に死亡した。これに伴い当時副大統領であった南南部地域出

身でイジョ人のジョナサンが大統領代行に就任し、さらに 2011年の大統領選挙にも出馬し勝利し

たことで、2015年までで通算約 6年間大統領を歴任した。つまり民政移管後 2年間を北部出身者

が、14年間を南部出身者が大統領を務めていたことになる。さらに 2011年の選挙前後には、PDP

の北部出身の政治家がジョナサンに反対し、相次いで離党を表明して野党に加わった。以上のよ

うな状況を踏まえれば、2015年にジョナサンが再選を目指そうにも、北部の支持を取りつけるこ

とは困難だったともいえる。 

他方、北西部出身でハウサ＝フラニ人のブハリが属する APCは、主要 3政党を中心とする野党

が PDPに対抗するために連合して 2013年に設立された政党である。彼らは連合することで、2011

年の国政選挙の時と異なり、全国規模でのより広範な支持基盤を確保できるようになった。実際

のところブハリは 2015年の選挙において、副大統領候補を南西部地域出身のヨルバ人であるイェ

ミ・オシンバジョ（Yemi Osinbajo）とすることで、人口の多い南西部地域のヨルバ人を中心とす

る人びとからも APC の支持を得られ易いよう配慮した5。結果としてブハリは北部と南西部地域

の多くの州で勝利を収めた。地域的なバランスを考慮した政治の実践という観点から見た場合、

ブハリの方に分があったのは確かであろう。 

 

 

3. 山積する政策課題 

 

ジョナサン敗北の背景には加えて貧困解消や格差の是正、教育や医療に関する―特に女性や子

どもへの―福祉サービスの提供、インフラ整備（特に電気）、安全保障（特にボコハラム）対策、

汚職蔓延の阻止などの山積する政策課題に対して有効な手立てが取られなかったことが挙げられ

る。とりわけ最重要課題の 1 つであるボコハラム対策については、選挙期間を通じて、南部出身

のジョナサンよりも、北部出身のブハリの方がより優れた対処が可能だとする期待感は大いに高

まっていた。 

また、他にもメディアを賑わせた課題として汚職をめぐる問題がある。もちろんナイジェリア

における汚職はジョナサンだけではなく長きに渡る問題だが、ジョナサンの場合に支持率低迷に

繋がったと思われる汚職事件は以下の 2 つであろう。1 点目はナイジェリア国営石油公社により

2012 年 1 月～2013 年 7 月の間に国庫に送金されるはずであった約 200 億ドルの資金が行方不明

になったことである。これは 2014 年 2 月、ナイジェリア中央銀行総裁であったラミド・サヌシ

（Lamido Sanusi）による指摘で発覚した。この指摘が故にサヌシはジョナサンに総裁を解任させ

られ、その結果ジョナサン政権に対する、特に投資家の反発を買った。2点目は 2010〜12年頃に

                                                        
5  南西部地域に関しては、選挙直前になって PDPの有力政治家であるオバサンジョが、突如ジョナサンを支持

しないとして離党を表明したことも、南西部の多くの州が APC支持となった要素である。 
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おける石油補助金のうち 60億ドルが横領されたことである。これは 2012年 4月の下院調査委員

会による指摘で発覚し、特に一般の人びとの反感を買った。というのも同年 1 月に財務大臣のン

ゴジ・オコンジョ・イウェアラ（Ngozi Okonjo-Iweala）6主導の下で石油補助金の大規模な引き下

げが行われ、ガソリン価格が高騰し、全国規模での大規模なゼネストが起こったのである。人び

とは、自身の生活に直結するガソリン価格を上げる前に、そもそも政治家の汚職対策をする方が

先ではないかという不満を抱えることとなった。 

 

  

おわりに：ブハリ次期大統領が抱える課題 

 

以上の政治的課題は、これから政権を運営するブハリにとっても今後対処すべき課題である。

なかでも特筆すべき問題は、今回の大統領選挙において、南東部地域の各州では全てジョナサン

が勝利したという点である。そもそもジョナサンは南南部地域出身であり、また PDPは南東部地

域に強い支持基盤を持っていた。それに対してブハリは北部出身であり、またオシンバジョは南

西部地域出身である。このことから、今回の選挙でブハリが勝利した場合、南東部地域の人びと

が、これまで以上にナイジェリア国内政治から見放されることを恐れたと考えられる。過去を振

り返ってみても、1967～70年のビアフラ戦争以降、ブハリが軍事政権のトップにいた 1983〜85年

を含め、南東部地域の人びとは連邦政府に冷遇され、特に石油採掘地域の人びとは今もなお深刻

な環境汚染と貧困に苦しんでいる。一部の人びとは武装蜂起も含め政府に抗戦してきたが、北部

出身のヤラドゥア大統領時には武装勢力に対する弾圧が行われ、そこでは数多くの一般の市民が

巻き込まれた。ブハリはそもそも 2002年以降、イスラーム教徒はイスラームの候補者に投票すべ

きであると述べ、民族・宗教・地域の差異を政治的に利用する傾向がかなり強い。今回の選挙に

おいて南東部地域の人びとから明らかな不支持が表明されたことに対して、ブハリがいかに政治

的な配慮に努めるのか、注視する必要がある。 

加えてジョナサンが積み残した厖大な政策課題に対する取り組みも重要である。先述したボコ

ハラム対策に加えて、2014 年末から続く原油価格の下落への対処を含む経済対策は重要である。

これについては、イウェアラ財務大臣が 2004年から余剰原油口座を創設していたことで今のとこ

ろ助けられている。しかしこれに加えて通貨ナイラ（Naira）下落やインフレも起こっている。こ

うした問題に対して、軍事政権のトップの座にいた 1983〜85年の間に「失敗」と評される経済政

策を行ったブハリが、いかなる対策を実行し得るのか。GDP アフリカ第 1 位のナイジェリアが、

国内の凄まじい経済格差を是正させながら、いかに経済的な発展を遂げることができるのか、国

内外からの注目が集まる重要な課題である。 

 

（たまい・たかし／立命館大学生存学研究センター） 

                                                        
6  サヌシとイウェアラはいずれもジョナサン政権の経済政策を支えた重要人物である。サヌシは北西部地域出身

のハウサ＝フラニ人であり、中央銀行総裁を退いた後、ムハンマド・サヌシ 2世としてカノのエミールに即位

している。イウェアラは南南部地域出身のイボ人であり、ハーバード大学で修士号を、マサチューセッツ工科

大学で博士号を取得したほか、世界銀行の専務理事と副総裁を務めた異色の経歴を持つ。 
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現代アフリカ経済論 

 

 

 

 

 

 

 

北川 勝彦・高橋 基樹 編著 

京都 ミネルヴァ書房 2014年 x+395p. 

 

 本書は同じ編著者によって 10年前に出された『アフリカ経済論』の続編だが、大半の執筆者が

入れ替わっており、内容も一新している。 

 序章でアフリカの地理・自然、言語・民族・宗教の分布といった基本情報が示されたあと、第

Ⅰ部「アフリカ経済と世界史」ではまず、近代以前のアフリカの歴史（第 1 章）、植民地支配の特

徴と独立後の経済に与えた影響（第 2章）、独立後の政治体制と経済政策の変遷（第 3章）が地域

による違いも含めて解説されている。そのうえで第 4 章では、アフリカ経済の現状に関するさま

ざまな統計データとともに、産業構成（成長部門の鉱業への偏り）や輸出（単一の一次産品輸出

への依存）といった経済の「質」の面での特徴や課題を示している。 

 第Ⅱ部「経済のグローバル化とアフリカ」は、グローバル経済とアフリカとの関わりを、貿易

（第 5 章）、企業と直接投資（第 6 章）、金融（第 7 章）、地域経済統合（第 8 章）の各側面から、

理論的背景も含めて解説している。企業活動や貿易・投資に関する記述の厚さは旧版の『アフリ

カ経済論』と比べて最も違いを感じる部分であり、これは近年のアフリカにおける企業活動の活

発化や、対アフリカ支援の重点が援助から貿易・投資へとシフトしていることの反映といえるで

あろう。 

 第Ⅲ部「社会の変容とアフリカ経済」では、アフリカ経済と内外の社会的・政治的変動との関

係がテーマとなっている。具体的には、人口増加、教育・保健、武力紛争といった「人間の安全保

障」に関わる要因（第 9章）、人口の 40％がイスラーム教徒であるアフリカ大陸におけるイスラー

ム経済の重要性（第 10 章）、1990年代の民主化開始以降のアフリカ諸国の政治（第 11章）、そし

てアフリカ経済に大きな影響を与えてきた開発援助の変遷（第 12章）が議論されている。終章で

は、本書全体の内容がコンパクトにまとめられている。全体的にマクロに俯瞰する記述が多いな

か、各章末のコラムが人々の生活の息吹を伝えている。 

 本書は、世界史のなかのアフリカの位置づけから出発し、植民地時代・独立後の政治経済、そ

して経済成長や民主化といった近年の動向までバランスよく概説した、アフリカの政治経済を学

ぶうえで格好の入門書・教科書である。アフリカに関心をもつ学生のみならず、広く一般に読ま

れることを期待したい。 

牧野 久美子（まきの・くみこ／アジア経済研究所） 
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Ethnic Divisions and Production in Firms 

 

 

 

 

 

 

 

Jonas Hjort 

The Quarterly Journal of Economics, Vol.129, No.4, 2014, pp.1899-1946. 

 

人々は民族の違いをどのように意識し行動に反映させるのか。本論文はその一側面を鮮やかに

切り取っている。観察の対象はケニアのバラ農園で働く労働者 900 人あまり。3 人でチームを組

み、上流の 1 人が花束の材料となる花を集めて下流の 2 人に流すという工程に注目し、チームの

民族構成が生産に与える影響を分析している。下流の労働者は出来高払いなので、上流の労働者

が花の供給量を変化させれば下流の 2 人の賃金を操作することができる。上流の労働者は下流の

労働者が自分と同じ民族かどうかによって供給する花の量を変えるのか、またその違いは紛争の

発生によって変化するのかを推定している。 

 民族意識が経済活動に与える影響をミクロレベルでみた先行研究はあるが、それらは村や自助

グループといった組織の意思決定における影響をみており、組織の幹部の意向が強く影響されて

いる可能性がある。他方、本論文では上流の労働者の意思決定を対象としているが、上流・下流

の配置はランダムに決められているので、花束生産工程で働くすべての労働者の平均的な傾向を

明らかにしている。つまり、政治的な影響力を持たない一般的な人々の、日常的で些細な意思決

定における民族意識の影響が分析されている点で、先行研究と決定的に異なっている。 

 民族が同質なチームに比べて、異質なチームは生産量が平均 4～8％低くなっていた。また、下

流の労働者のうち 1 人だけが上流の労働者と民族が異なる場合に、彼女の生産量は民族が同質な

チームと比較して 18％も少なく、逆に、同じ民族の労働者の生産量は 7％多くなっていた。この

傾向は 2007年末以降の紛争期間にはさらに強くなり、紛争発生後 9か月が経過しても効果は持続

していた。また、賃金をチーム全体の生産量による出来高払いに変更し、下流の労働者の賃金に

差が生まれないようにすると、下流の労働者間にみられた民族帰属による生産量の差は解消され

た。上流の労働者による操作が明らかにされている。 

 本論文は、一般の人々も自民族の同僚を日常的に優先していることを示した。もちろん、ケニ

アやバラ農園の労働者といった観察対象を超えて同様の傾向があることを示したわけではないが、

特異な例であるとも思われない。ミクロ計量分析は研究対象地域の理解に貢献していないと批判

されることが多いが、本研究には大きな貢献があると感じる。評者は、若者が上流工程を担当す

る時には供給操作が少ないという結果に、若干の希望を感じる。 

福西 隆弘（ふくにし・たかひろ／アジア経済研究所） 
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フランスの西アフリカ出身移住女性の日常的実践 

――「社会・文化的仲介」による 

「自立」と「連帯」の位相―― 

 

 

 

 

 

園部 裕子 著 

東京 明石書店 2014年 448p. 

 

 本書には、フランスのパリで暮らす西アフリカ出身移住女性の日常世界が、著者による長期の

参与観察と聞き取り調査をもとに描かれている。女性たちの多くは、1970年代後半～1990年代に

家族統合（呼び寄せ）ビザで渡仏し、貧困や失業といった社会問題が顕著で移民の多い市内北東

部に住む。女性たちが仕事に就いている場合、多くはビルやホテルの清掃係である。 

フランスの移民労働者や移民社会に関する書籍は数多くある。だが本書には、従来の研究とは

異なる特色がある。まず、移民がフランスで円滑に日常生活を送るために、「橋渡し」の役割を担

う「社会的・文化的仲介者」と呼ばれる人びとの活動に焦点を当てた点。次に、仲介者のもとに

集まる西アフリカ出身女性たちと著者がボランティア兼調査者としての関係性を築きながら、著

者自身の立場性を意識的に顧みつつ、男性とは明確に異なる女性たちの日常を描いた点である。 

 本書に登場する仲介者は就学歴のある西アフリカ出身移住女性で、出身社会ではエリートに属

する。その主な活動は、識字能力を持たない、あるいはそれが限られている西アフリカ出身移住

女性の代わりに、滞在資格の申請や更新、国籍取得、低家賃住宅への入居申請などの行政手続き

に必要な書類を作成したり、書類の提出に付き添うことである。自らも生活上の困難を抱えなが

ら、同郷の人びとのために奔走する仲介者の姿には胸を打たれる。 

家族統合で渡仏した西アフリカ出身女性たちが、言葉の壁、度重なる制度変更、習慣や文化の

違いに起因する困難に直面しつつも、支援を求め、制度の裏をかいて、フランス社会のなかで根

を張り生きる姿を描いた本書であるが、同時に印象的なのは移民の社会編入や仲介者の活動を助

ける多くの市民団体の存在である。そこには移民自身が結成した市民団体も多数含まれる。主と

して単身男性労働者を受け入れた時代から家族統合を経て、移民の定住が進んだフランス（ない

しパリ）には成熟した移民社会や移民支援の仕組みがあるようだ。そのようななかで、今日、ア

フリカから命がけの航海を経て到来する新たな移民や庇護申請者は、既存のアフリカ出身移住者

社会にどのように組み込まれていくのだろうか――今後の著者の研究にも注目していきたい。 

佐藤 千鶴子（さとう・ちづこ／アジア経済研究所） 
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西アフリカ・サヘルの砂漠化に挑む 

――ごみ活用による緑化と飢餓克服、紛争予防―― 

 

 

 

 

 

 

大山 修一 著 

京都 昭和堂 2015年 315 p. 

 

 サハラ砂漠南縁の東西に広がるサヘル地域の国々は、人口増加と砂漠化による貧困や飢餓が大

きな問題になっている。本書は、サヘル地域に属するニジェール共和国南部の農村に、15年にわ

たり住み込んで行った綿密な調査をまとめたものである。 

 全体の構成としては、まずニジェールの風土や民族、砂漠化が引き起こす干ばつや飢餓などの

問題を概観し（第 1章、第 2章）、続いて、農耕民ハウサの価値観や雨季と乾季の暮らし、牧畜民

フルベ、トゥアレグとの共生関係などを説明する（第 3章～第 6章）。そして、農村の土地荒廃改

善のための「ごみ」を活用した住民たちの取り組みと、著者自身による都市ごみを用いた緑化の

試みを検証し、土地荒廃が引き起こす農耕民と牧畜民との紛争を予防する策や、人口増加と都市

化の進展がもたらす問題への対応のあり方を示唆する（第 7章～第 11章）。 

 本書で興味深かったことは、農村住民による「ごみ」を活用した土壌改良である。調査地の農

村では 10 年間で住民数が約 1.8 倍（人口増加率は年率 6.0％）と大きく増加、村周辺の農地が不

足し、連作による土地荒廃も発生している。荒廃地修復のため住民たちが採っている対策は二つ

ある。一つは、牧畜民と契約を結び、夜に家畜を畑で野営させ、その間に家畜が落とす糞で土壌

に養分を補うこと。もう一つは、生活ごみを「肥やし」として土壌にまくことである。中には都

市からごみを運んで散布する者もいる。著者も住民たちと協同で、都市ごみを搬入し緑地化を行

う圃場実験で成果を出している。ごみに含まれる野菜くずや糠、料理の食べ残しなどが土壌に有

機物を補うほかに、ビニール袋やぼろ布、鍋や皿など、一見、環境に悪影響のありそうなものも、

飛んでくる砂を受け止め、土壌侵食を防止する役割を果たすという。もちろん、今後都市化と経

済発展が進めばごみの内容物も変わり、環境汚染の危険性がありうることは著者も指摘するとこ

ろだが、かつて江戸の住民の糞尿を周辺農村が肥料として利用していたのに似て、ごみ活用によ

る緑化はサヘル地域では都市と農村の間の物質循環を作り出しているのである。 

 これまで評者は短絡的に砂漠化を植林と一括りで考えていたが、本書を読んで、そこに住む住

民の考え、暮らしと実践を踏まえ、様々な角度から問題に向かう必要性があることに気づかされ

た。是非、読者の皆様にも本書を手にとっていただきたい。 

岸 真由美（きし・まゆみ／アジア経済研究所） 
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残された小さな森 

――タンザニア 季節湿地をめぐる住民の対立―― 

 

 

 

 

 

 

山本 佳奈 著 

京都 昭和堂 2013年 228+vii p. 

 

 近年のアフリカでは、ほぼ四半世紀ごとに人口が倍増している。急激な人口増加は様々な社会

変容の原因となっているが、農村の土地利用は最も直接的な影響を被っているものの一つである。

タンザニア南西部の農村を対象に近年の土地利用を分析した本書は、荒削りではあるものの、類

書にない長所を備えている。 

 まず、フィールドワークに基づいて住民の土地利用を精確に跡付け、それによって数十年にわ

たる土地利用の変化を描き出すことに成功している。季節湿地におけるトウモロコシ栽培の急増

に驚かされるが、それだけでなく、季節湿地における伝統農法の衰退やアップランドでのコーヒ

ー栽培の拡大が同時に進行していることがわかる。 

 加えて、こうした同時並行的な変化を農家経営の観点から総合的に分析し、そのメカニズムを

説得的に提示した点が評価できる。湿地トウモロコシ栽培の急増は、アップランドのコーヒー栽

培拡大とそこでのトウモロコシ栽培の制約を背景としており、同時に湿地の放牧地を減少させて

ウシ飼育の制約と分散化を招いた。一方で、牛耕の重要性から、一定の放牧地が必要であるとの

認識は住民間に共有され、湿地の私有地化に歯止めが掛けられている。本書の標題「残された小

さな森」は、共有地（湿地）の減少とそれをめぐる住民間の対立や交渉、そして協調を象徴する。 

 季節湿地は放牧地からトウモロコシ栽培地へと変貌したが、本書はそれを単線的な変化として

ではなく、農家経営の変化や住民間の交渉過程を含めて重層的に描いている。こうした視点は、

アフリカの土地問題を考えるうえで大切なものだろう。 

 共有地の分配がどう決まるかは、今日のアフリカできわめて重要な問題である。タンザニアの

現行土地法では、土地の分配に村評議会が大きな権限を有している。しかし、本書が示すように、

土地をめぐる住民間の対立が生じたとき、処理の方法や介在するアクターは多様であり、村評議

会の裁定がすべてではない。共有地がどのようなメカニズムで分配され、そこでの紛争がどう処

理されるのか。アフリカ各地で報告されている大規模なランドグラブについて考えるためにも、

この点の解明は喫緊の課題である。著者が他地域に調査地を広げ、多くの事例に取り組むことを

期待したい。 

武内 進一（たけうち・しんいち／アジア経済研究所） 
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さまよえる「共存」とマサイ 
――ケニアの野生動物保全の現場から―― 

 

 

 

 

 

 

 

目黒 紀夫 著 

東京 新泉社 2014年 433+xviii p. 

 

 ヒトとヒト以外の動物は共存できるのか／どう共存すべきか。最近では、日本でも和歌山県太

地町のイルカ追い込み漁を残酷だとし中止すべきとする見方が波紋を呼んでいるが、そうしたヒ

トと野生動物の共存を大テーマに、ケニアにおける野生動物保全の詳細な実態解明に取り組んだ

のが本書である（本書で「保全」は、隔絶型の自然保護だけでなく、ヒトによる利用が前提の「管

理」等も含む広義の用語とされる）。著者による調査は足かけ 10 年にわたる。調査対象は、現在

まで主に「コミュニティ主体の保全」が取り組まれてきたマサイランドの国立公園近縁に居住す

る、マサイの人びとである。本書によれば、この「コミュニティ主体の保全」というアプローチ

において住民は、自然の破壊者ではなく、保全活動の中心的な担い手だと想定される。住民たち

に期待されるのは、ゾウやライオンなどを殺すことなく同じ場所で共存する暮らしである。 

 本書を通じて多角的に示されるのは、そうした「野生動物と共存するマサイ」というイメージ

が、実はロマンチシズムに過ぎない、という点である。そもそも、マサイの人びとの住むサバン

ナの大部分は、実は彼らが個人や集団で所有する私有地になって久しいという。また「コミュニ

ティ」とされるものの内実も一様ではなく、特定個人の排除などがある。加えて明らかにされる

のは、土地所有者でもあるそうしたマサイの人びとが、牧畜より農耕に生業をシフトしつつある

近年の実態である。農耕を行う暮らしにとって、たとえば夜行性のゾウは、せっかくの農作物を

一夜にして食い荒らす害獣でしかない。ヒトとゾウは同じ場所では生きられず、ゾウを保全する

なら隔離しかないことになる。 

 2011年の博士論文をもとにしたという本書は、広範なレビューに基づく専門性を備えるだけで

なく、臨場感あふれる多数の写真、2013年の現地調査で得られた最新情報も盛り込まれ、かつ読

みやすい。「殺される危険があるからこそライオンはヒトを恐れる。ライオンとの共存には、ヒト

がライオンを殺すことが不可欠」とする住民たちの説明や、長老たちの「法律が禁止していなけ

ればマサイはゾウなどすべて殺すだけだ」という叫びなど、紹介される人びとの語りには凄みと

説得力がある。アフリカや野生動物保全の専門家はもとより、自然保護に興味がある多くの読者

に勧めたい、読み応えと発見に満ちた一冊である。 

津田 みわ（つだ・みわ／アジア経済研究所） 
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せめぎあう宗教と国家 

――エチオピア 神々の相克と共生―― 

 

 

  

 

 

 

石原 美奈子 編著 

東京 風響社 2014年 436 p. 

 

 エチオピアの宗教別内訳は、統計ではエチオピア正教会 44％、イスラーム 34％、プロテスタン

ト 19％、伝統宗教 3％、カトリック 0.7％となっている（2007年国勢調査）。しかし、これは一人

一宗教を前提にした回答であり、日常生活における宗教の重層的な関係を説明できない。本書は、

文化人類学的な視角を中心にすえ、「人々の生活レベルでの宗教の多様なあり方にこだわる」

（p.421）ことで、現代のエチオピアにおける宗教をとりまく政治的・社会的そして文化的状況に

ついて検討したものである。 

 本書は 5 部構成で 9 章から成っている。第一部「国家と宗教」では、多数の信者を抱えるエチ

オピア正教会（第 1 章）とイスラーム（第 2 章）の歴史と教義を概観している。前者は歴史的に

国家と深い関係を築いてきた宗教であり、後者は国家に対抗する存在として、ともにエチオピア

の政治・社会に大きな影響を及ぼしてきた。エチオピアの宗教に関する書物は 1974年までの帝政

期までしか扱っていないものが多いが、本書、特に第一部では、現エチオピア人民革命民主戦線

（Ethiopian People’s Revolutionary Democratic Front: EPRDF）政権期に至るまでの宗教と国家の関係

性の変遷を分析しており、エチオピアにおける宗教とその現状への理解を深めることができる。 

 第二部以降は、エチオピア南部地域のエスニック・グループを対象としたフィールドワークの

成果である。第二部「偏在する信仰」では、マロにおける邪視を中心とした伝統宗教（第 3 章）

とボラナ・オロモのガダ・ワーカ信仰（第 4章）を論じている。第三部「精霊と権力装置」では、

ホールにおける精霊憑依の持つ革新性（第 5 章）とカファの霊媒師の社会的周縁化の過程（第 6

章）を取り上げている。第四部「対立と共存」では、バンナにおけるミッションの国家や伝統宗

教との関係（第 7 章）やジンマでのムスリムとキリスト教徒の共生と対立（第 8 章）を検討して

いる。第五部「偏在する神性を求めて」では、オロミヤ州ボサトの人々によるムスリムとキリス

ト教徒が混在する巡礼の形成する共同性について報告されている（第 9章）。 

 エチオピア正教会の信者の多い北部でのフィールドワークがないのが残念だが、人々の生活の

中でどのように宗教が息づいているのかを歴史的な経緯を踏まえた上で丁寧に調査・分析してい

る本書は貴重である。 

児玉 由佳（こだま・ゆか／アジア経済研究所） 
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Regarding Muslims 

――from Slavery to Post-Apartheid―― 

 

 

 

 

 

 

Gabeba Baderoon 

Johannesburg Wits University Press 2014年 xix+207 p. 

 

 本書は、表紙を飾る南アフリカの代表的画家イルマ・スターンの作品『マレーの花嫁』（1942年）

に象徴される「絵になる」ムスリムの存在が、アパルトヘイト期の南アフリカの政治社会的空間

において白人の帰属意識を守るためにいかに利用されたのかを明らかにしている。著者は、オラ

ンダ東インド会社時代の奴隷をルーツとするムスリムであるケープ・マレーに焦点を当てる。そ

して「従順」「勤勉」「絵になる」ケープ・マレーのアイコンが、ケープ社会における奴隷制は穏や

かであったという神話を支え、植民地化の始まりが潔白であったというイメージを作り上げたと

指摘する。そのイメージに対して本書は、アパルトヘイト体制下の南アフリカの中でもリベラル

であると捉えられてきたケープ社会のイメージを突き崩す、批判的なカルチュラル・スタディー

ズと評価できる。 

 第 1 章・第 2 章では、南アフリカ特有の文脈においてイスラーム文化が変容し、表象として利

用されてきたこと、さらにはそれに対する対抗文化としてケープ・マレーの食文化が秘める政治

性を紹介する。第 3 章・第 4 章は、南アフリカにおける奴隷制の重層性を論じる。ケープはイン

ド洋を越える奴隷の終着港であると同時に、大西洋を越える奴隷の始発港であった。さらに 18世

紀にヨーロッパに渡り、人種的にも性的にも搾取を受けた先住民コイコイ女性サラ・バートマン

の遺体を 2002年にケープに「帰還」させた事例は、この地の奴隷制の歴史を一層複雑なものにし

ている。第 5章は、1990年代にケープタウンで結成された自警団がイスラーム過激派のテロ組織

と化した「ギャングとドラッグに対抗する市民（PAGAD）」を事例に、ムスリムの従順で勤勉なイ

メージを狂信的で暴力的なものに塗り替えたメディアを取り上げる。第 6章と終章は、PAGADを

めぐる報道を踏まえた現代の対抗文化として、南アフリカにおいてムスリムに対する繊細な見方

を提供する作家や芸術家たちの作品を分析している。 

 現在の南アフリカでは多文化主義が唱えられ、ケープ・マレーも含めたマイノリティ集団は自

らをどのように位置づけるのかを模索している。しかし、問題はむしろマイノリティ集団に特定

のイメージを与え、自らの地位を確立してきたマジョリティにあることを本書は描いている。本

書は、ともすると表面的な理解に留まりかねない多文化主義的論調に問題提起する 1 冊であると

同時に、他者を内包する南アフリカ社会の一国版『オリエンタリズム』と言えるかもしれない。 

網中 昭世（あみなか・あきよ／アジア経済研究所） 
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植民地支配と開発 

――モザンビークと南アフリカ金鉱業―― 

 

 

 

 

 

 

網中 昭世 著 

東京 山川出版社 2014年 308 p. 

 

 本書は、19 世紀末～1920 年代に築かれたモザンビーク・南アフリカ間関係の歴史研究であり、

著者が 2000 年から行ってきた調査をもとに、2012 年に津田塾大学大学院国際関係学研究科に提

出した博士学位論文を改稿したものである。 

 南アフリカ金鉱業の開発と労働力の問題は世界経済の縮図であり、南アフリカ研究には膨大な

蓄積がある。しかし、従来の研究の分析枠組みは概して一国的であり、必ずしもこの問題を南部

アフリカ地域、あるいは旧宗主国を含む国際的な問題として論じてはこなかった。本書は、20世

紀を通じて同産業の発展を支えた一大集団モザンビーク人移民労働者の出身社会に注目し、移民

労働者の送り出しを組織化したポルトガルによる植民地支配の在り方を詳らかにすることで、世

界史的な視点から南部アフリカ地域の経済構造が構築された過程を明らかにする。 

 本書は序章と終章を含めて 7 章で構成されている。序章に続き、第 1 章で南アフリカ金鉱業へ

の労働力供給の前史として、19世紀後半のモザンビークにおける労働者の法的地位の変化を辿る。

第 2 章・第 3章では、ポルトガルの産業資本の欠如に起因した、20世紀前半を通じたモザンビー

クの開発の特徴として北部・中部の外資系特許会社の導入と南部の労働力輸出を挙げ、モザンビ

ーク南部において南アフリカ金鉱業が独占的な労働力の供給を実現した外交過程を示す。第 4 章

では、第一次世界大戦に至る英独の緊張関係が、緩衝地帯としてポルトガル植民地の存続を可能

にしたと同時に、英独による植民地再分割の対象でありうるという不確実性が収奪的な開発に繋

がったことを指摘する。第 5 章は、労働力調達が最終的にモザンビーク南部の移民送り出し社会

にもたらした変容を明らかにしている。そして終章では、分析の対象とした 1920年代までの両国

間の経済関係が、繰り返される政府間協定を軸としてどのように展開を遂げ、あるいはモザンビ

ークの独立後に矛盾を抱えながら現在に至っているのかをまとめている。 

 本書では、植民地支配下で進められた開発の実態について、国際的な環境と地域の論理が絡み

合う複雑な関係性を提示することを目指した。過去の植民地支配の開発の在り方について本書を

一読した読者は、近年のモザンビークにおける経済開発の在り方、あるいは南アフリカの外国人

排斥問題といった地域の現情に対して既視感を覚えるかもしれない。歴史研究者に限らず、現代

社会の問題に関心を寄せる読者からの批判、コメントをいただければ幸いである。 

網中 昭世（あみなか・あきよ／アジア経済研究所） 
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ココア共和国の近代 

――コートジボワールの結社史と統合的革命―― 

 

 

 

 

 

 

佐藤 章 著 

千葉 アジア経済研究所 2015年 vii+356 p. 

 

 アフリカにはまれな「安定と発展の代名詞」と謳われたコートジボワール共和国が、1990年代

以降、突如として不安定化の道をたどり、内戦にまで至ったのはなぜか。本書は、世界最大のコ

コア（カカオ豆）生産国であるこの国の 1 世紀あまりにわたる政治史からこの問いに迫った、本

邦初のコートジボワール通史の試みである。 

 コートジボワールでのココア生産はあまねく全土で行われてきたわけではなく、栽培適地は国

土の南半分を占める熱帯森林地帯に限定される。植民地化以前にはほぼ手つかずの状態にあった

熱帯森林は、植民地期以降、アフリカ人小農によって切り拓かれた。開墾は森林地帯の東部から

西部に向けて数十年にわたって進行し、南部森林地帯を世界屈指のココア生産地帯へと変貌させ

た。開墾の担い手は東部では地元民が中心だったが、西部へ向かうにつれ、域外からの入植者―

―栽培適地ではない国土の北半分や内陸に位置する近隣諸国の出身者――が多数を占める傾向が

強まった。 

 このような過程のなかでコートジボワール固有の亀裂構造が生みだされた。ココア生産地帯で

ある南部と労働供給地となった北部の経済格差、南部森林地帯の東西で地元民が置かれた経済的

地位の格差（東部は地元民優位、西部は移住民優位）、総人口の 3割近くを占めるに至った周辺諸

国出身のアフリカ人に対するコートジボワール人の差別感情である。これらの社会的亀裂は 1990

年まで続いた一党制時代には政治的に抑え込まれてきたが、1990年代以降になると、民主化とい

う新しい状況のなか、政党間対立に利用されるようになる。この帰結が 1990 年代以降の政治的不

安定化とのちの内戦である。すなわち、コートジボワールの近年の不安定化は、植民地化期に遡

る歴史的背景を有するものなのである。 

 本書はこのような視点に立ち、目まぐるしい政治の動きを長期的な社会経済変容の文脈におい

て捉え直し、国家形成のあり方に根ざした歴史的課題として提示することを目指した。また、国

際的な政治経済の動向と深く関係しながら展開されたコートジボワールの国家形成史をとおして、

同時代の世界が置かれた近代の一様相を照らし出すことも本書のもう一つの狙いである。アフリ

カ政治に関心のある方はもちろん、広くアフリカ社会に起こってきた激しい歴史的な変化に関心

のある方に是非手にとっていただければ幸いである。 

佐藤 章（さとう・あきら／アジア経済研究所） 
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南アフリカのゼノフォビアに対する反発 
――モザンビークにおける南アフリカ人国外退去要求―― 

 
Backlash against South African Xenophobia: 

Mozambican Demands for the Expulsion of South Africans 

アフリカレポート (Africa Report) 2015 No.53 pp.39-43 

http://d-arch.ide.go.jp/idedp/ZAF/ZAF201500_402.pdf 
Ⓒ IDE-JETRO 2015 

 

 

はじめに 

 

2015 年 3 月末に南アフリカのクワズールー・ナタール州のダーバンで外国籍と思われるアフリ

カ人を標的にした暴力的な排斥が発生し、やがて暴力はハウテン州ヨハネスブルグに飛び火した。

4 月 20 日時点で 7 人の死者を出し、暴力やこれに乗じた略奪行為を行った者だけでなく、同時期

に摘発された入管法違反者も含めて 310 人が逮捕された。4 月いっぱい続いたゼノフォビア（移

民排斥）の末に、住居を追われて南アフリカ政府が設置した一時滞在キャンプや、国外等へ避難

した人の数は、27 日時点で 8000 人以上と見られ、その内訳は、推計モザンビーク人 2000 人、ジ

ンバブウェ人 700 人であった［IOM 2015］。 

南アフリカにおけるゼノフォビアはこれ以前にも頻発しており、過去最大のゼノフォビアは

2008 年に 60 人以上の死者と国内避難民推定 2 万人を出し、推定 3 万人が出身国へ帰国した。そ

れに対して避難民の規模こそ小さいものの、今回のゼノフォビアに、標的とされた人々の出身国

で抗議運動が起きた。なかでも、モザンビークでは外資系企業で働くモザンビーク人労働者たち

が、同じ職場で働く南アフリカ人の国外退去を要求するという新たな現象が起きた。従来ならば、

南アフリカのゼノフォビアに対するモザンビーク国内の反応は、避難民の保護と首都での市民に

よる抗議デモ、そして予定調和的な外交対話に終始してきた。本稿では、モザンビーク社会変容

の現れである新たな行為主体が立ち現れた背景を解説し、今後の展望を示す。 
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1. 解放闘争世代の対話と南アフリカ政府の姿勢 

 

南アフリカでゼノフォビアが発生するたびに、南アフリカ国内外で元反アパルトヘイト運動家

たちが解放闘争時代の連帯に言及しつつ、ゼノフォビアを諌めてきた。そして今回は、ゼノフォ

ビアが 4 月 16 日にヨハネスブルグにまで拡大し、その翌 17 日に、国際的にも認知度の高いモザ

ンビーク人作家ミア・コウト（Mia Couto）が、南アフリカ政府の具体的な対応を求めてジェイコ

ブ・ズマ（Jacob Zuma）大統領に宛てた公開書簡を発信し、ズマ大統領もこれに応えたことには

新奇性があった。こうした公開のやり取りが成立した背景には、コウトとズマの個人的な経験の

共有がある。 

コウトは、ズマが 1980 年代に政治亡命者としてモザンビークの首都マプトで同国政府系報道機

関に雇用され、生計を立てていた時代の同僚であった。コウトは当時ズマがボディ・ガードを付

けていなかったことに触れ、「（理想とする社会の実現のためには）国境は存在しないと考えてい

たから」こそ「我々モザンビーク人があなたのために盾になっていた」と解放闘争時代の両国民

の関係を懐古したうえで、モザンビーク出身者に対する暴力的な排斥を直ちに終結させるよう具

体的な行動をおこすことを要求した［Couto 2015］。 

また、コウトの公開書簡と前後して、モザンビーク国内ではモザンビーク人労働者がストライ

キを組織し、南アフリカ人従業員の国外退去を要求していた。こうした状況に追い打ちをかける

かのように、ヨハネスブルグのアレクサンドラ地区でモザンビーク出身の露店商が 4 月 18 日に襲

撃された瞬間を捉えた写真が翌 19 日に南アフリカの『サンデー・タイムズ』紙の一面に掲載され、

南アフリカ国内外で批判が高まった［Times Live 2015］。悪化する事態に応じるため、ズマ大統領

はバンドン会議 60 周年を記念して 22 日からインドネシアで開催されるアジア・アフリカ会議へ

の参加を取りやめざるを得なかった。 

24 日付のズマ大統領からコウト宛の返書の内容は、犠牲者に対して哀悼の意を捧げ、両国の歴

史認識を改めて共有している点で、従来型の外交対話の域を出てはいなかった［South African 

Government 2015a］。しかし、ズマ大統領は「南アフリカへ合法的に移民する我々のアフリカ人兄

弟姉妹を受け入れている」と移民の合法性に言及することも忘れなかった。両者の公開書簡のや

り取りはこの 2 通で終わったが、ズマ大統領は 27 日の南アフリカの祝日「自由の日」に行った演

説でも、今回のゼノフォビアに触れ、モザンビーク人被害者が「非合法移民」であり、検挙を免

れるために偽名を使用していたと強調した［South African Government 2015b］。 

 

 

2. モザンビーク人労働者による抗議行動 

 

モザンビーク人労働者による抗議は、解放闘争世代の対話と比べ議論の水準も当事者の社会的

出自も異なるところから発生した。モザンビーク国内各地の労働者が同じ職場の南アフリカ人従

業員の国外退去を求めた事例は 3 件確認された。 

1 件目の事例は 4 月 16 日、モザンビーク南部のイニャンバネ州パンデ・テマネ天然ガス田で操
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業する南アフリカの資源系企業サソール（Sasol）で発生した。同社のプラントへ向かう道路にモ

ザンビーク人労働者がバリケードを築いてストライキを行い、同社で働く南アフリカ人の国外退

去を要求した。ストライキは翌 17 日も続き、最終的にサソールは飛行機をチャーターし、退避を

迫られた従業員とその家族およそ 340 人を帰国させた。南アフリカへと続くパイプラインに天然

ガスを送る中核的な操業は支障なく続けられたものの、ガスの圧縮作業は停止した［Sapo Notícias 

2015］。 

2 件目の事例は 17 日、モザンビーク南部の南アフリカとの国境地点レサノ・ガルシアの税関付

近で発生した。南アフリカの建設会社 WBHO（Wilson Bayly Holmes – Ovcon Limited）、天然ガス

をもとにした電力発電所を操業するフィンランド企業ヴァルツィラ（Wärtsilä）社および南アフリ

カ企業ギガワット（Gigawatt）社のモザンビーク人従業員らが、職場から南アフリカ人従業員を退

去させた後、国境付近で南アフリカのナンバー・プレートを付けた車両がモザンビークに入国す

るのを阻止しようと幹線道路を封鎖した。さらには騒動に便乗する群衆が、南アフリカのナンバ

ー・プレートを付けた車両に対して投石をしたため、モザンビーク警察が通行車両を護衛し、道

路封鎖は数時間後に解除された［AIM 2015a］。 

3 件目の事例は、ブラジル企業ヴァーレ（Vale）が開発を行う北部テテ州モアティーゼ炭鉱周辺

で発生した。モザンビーク人労働者側の動きに関する詳細な報道はないものの、アイルランド企

業ケンメアー（Kenmare）は 28 日に 1391 人の従業員のうち、南アフリカ人従業員 62 人を一時帰

国させたと発表した［AIM 2015b］。また、南アフリカ企業ケンツ（Kentz）の対応の詳細は不明だ

が、両社合わせて、テテ国際空港からは 400 人以上の南アフリカ人がヨハネスブルグへ向けて出

国したと報じられた［AIM 2015c］。 

これらの事例では、南アフリカ人に負傷者などの被害は報告されていないが、いずれの企業も

これまでの度重なるゼノフォビアに対して、初めてモザンビーク人の労働者層が示した反応に慎

重な対応を迫られた。 

 

 

3. 経済成長と格差の中で生まれた新たな行為主体 

 

1 件目の事例と 2 件目の事例が、ほぼ同日に発生したことの連続性は明らかではないが、双方

の労働現場は天然ガス田と変電所という関係にあり、物質的にパイプラインで繋がれている。さ

らに天然ガスは、南アフリカへの重要な電力供給源となっている。ソーシャルメディア上には、

「ズマ大統領が謝罪しに来るまで、―南アフリカのエネルギー需要を賄う上で欠かせない―モザ

ンビークからの電力と天然ガスの供給を停止するべきだ。」と、モザンビーク青年層からなる市民

団体関係者による投稿が見られたという［BBC News 2015］。 

抗議の主体となった人々が、石炭・天然ガスといったモザンビークの新興産業である採取・エ

ネルギー産業に雇用の機会を得た労働者たちであったことは注目すべき点だ。近年のモザンビー

クは、7%台という高い経済成長率ゆえに脚光を浴び、採取・エネルギー産業を筆頭に多額の海外

直接投資が行われ、2014 年には 88 億ドルの海外直接投資に対して 1 万 856 件の新規雇用が創出
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された。しかし、そのうちマプトでの雇用は 1612 件のみであり、その他はマプト以外の地方で開

発が本格化した採取・エネルギー部門の新興産業における雇用であった［Vines et al. 2015］。 

これらの産業の労働現場でストライキを行った 20 代～30 代の労働者は、1975 年のモザンビー

ク独立後～90 年代の紛争中に生まれた世代であり、モザンビークの人口の 45%以上を占める 15

歳以上の労働人口のなかでも 0.6%に過ぎない採取・エネルギー産業労働者の一部である。特にエ

ネルギー産業に職を得ることができた人々は、中等以上の教育歴がある者の中でもわずか 0.2%で

ある［Instituto Nacional de Estatística 2015］。これは、ブルーワーカーの中のエリートと言えるだろ

う。 

数少ないエリート労働者は都市部出身と推察され、その出自はソーシャルメディアに抗議の投

稿を行った青年層と重複する一方で、彼らと一線を画するものがある。それは、ストライキ参加

者の経験である。都市部の青年層は、既存の産業や公務員として都市部に職と生活の場を得てい

るが、ストライキを行った人々は、近年の海外直接投資によって農村部に忽然と現れた近代的な

プラントを労働現場とする。彼らはそこで、これまでの都市生活では実感することのなかった自

分の国の内部の格差を日々目の当たりにしながら、今回のゼノフォビアを引き起こした南アフリ

カ出身の従業員と同じ空間にいる。こうした経験が、彼らの職に対するリスクを負ってまでも抗

議を行った動機となっていたと思われる。 

 

 

おわりに 

 

南アフリカで散発的にゼノフォビアが起ころうとも、他のアフリカ諸国の人々は、自国には期

待できない様々な機会を求めて南アフリカを目指す。南アフリカでゼノフォビアを防ぐには、ア

パルトヘイト後も解消されない同国の失業・貧困といった難題に対して何らかの打開策を打つほ

かないが、それは容易ではない。その一方で、今回のモザンビークの事例で明らかなように、南

アフリカで発生したゼノフォビアに対する抗議は、南アフリカ企業に実害を強いる結果となった。

こうしたリスクを孕む状態が今後も変わらねば、南アフリカ産業界からは同国政府へ改善のため

の要求が突きつけられるだろう。 

モザンビーク社会に関して明らかとなったのは、両国間を繋ぐ解放闘争世代の過去の理念はも

はや今日の青年層には響かないという点だ。この世代のうち、今回の抗議ストライキを起こした

主体は、親の世代が経験した独立直後の期待に満ちた時代を体感することもなく、紛争下で生ま

れ育った。そのため、モザンビークにおける南アフリカ企業の進出やエネルギー資源の需給とい

った両国間の関係や、なにより解放闘争世代が作ってきた紛争後のモザンビーク社会の拡大する

格差をよりシビアに見据えている。今回の抗議行動は、彼らが解放闘争世代とは異なる視点で南

アフリカとの関係を相対化し、さらには、モザンビーク社会における自らの位置づけを自問した

末の選択であったと思われる。 
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本稿は 1990 年代以降続いてきたコートジボワールの不安定な状態が、2011 年 5 月に正式

発足したワタラ政権のもとで解消されたかどうかを検討する。着眼点はワタラ政権期の武装

勢力の動向と、ワタラ政権の軍事的基盤をなすコートジボワール共和国軍（FRCI）とワタラ

の関係である。武装勢力の動向については、ワタラ政権の正式発足の時点で内戦期の軍事的

対立の構図が基本的には解消され、その後も FRCI 優位の軍事状況が継続していることがわ

かる。ワタラと FRCI の関係については、FRCI 幹部の重要ポストへの登用が続いており、堅

固な同盟関係が維持されていることが確認できる。しかし同時に、事態を不安定化に向かわ

せうる要因が今なお存在することも指摘できる。このためコートジボワールは一時期の不安

定な状況をたしかに脱してはいるものの、安定化が十分に確立・制度化されるうえでは、軍

の改革をはじめとする課題が解消される必要がある。 
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はじめに 

 

独立以来、政治的安定が保たれてきたコートジボワールでは、1990 年代以降徐々に政治の不安

定化傾向が強まり、1999 年 12 月の軍事クーデタを経て、2002 年 9 月には反乱軍の挙兵により内

戦が勃発した。国連 PKO とフランス軍あわせて 1 万人を超える兵力が駐留するもとで和平プロセ

スが続けられ、2010 年 11 月末にようやく大統領選挙の決選投票が実施されたものの、敗北を認

めない現職の L・バボ（Laurent Gbagbo）と、当選を国際的に承認された挑戦者の A・D・ワタラ

（Alassane Dramane Ouattara）がともに政府を樹立して対峙する状況に陥った。両者の対立は 2011

年 3 月末に軍事衝突へと発展したが、最終的にはワタラ側が勝利し、2011 年 5 月にワタラ政権が

正式に発足した。 

 このようにコートジボワールは、2011 年 5 月までの 11 年半にわたり、武力紛争の性格を帯び

た著しく不安定な状態に置かれてきた。では、現在のワタラ政権のもとでこのような状態は解消

されたのだろうか。コートジボワールは今年 2015 年 10 月に大統領選挙を迎え、ワタラ大統領は

再選を目指して出馬を表明している。本稿はこのタイミングを捉え、ワタラ政権のこれまでの 4

年あまりの任期において、コートジボワールの懸案であった不安定化の問題がどうなったかにつ

いて総括を試みる。この総括をとおして本稿では、ワタラ政権が安定・不安定という点について

持つ特徴を歴史的に評価し、次期選挙での当選者――それが誰であろうとも――が直面すること

になる治安・安全保障面での中長期的課題を浮き彫りにしたい。 

 以下、第 1 節では、軍事的勢力の動向と武装襲撃事件の発生状況に注目して、ワタラ政権にと

っての政権外部からの軍事的脅威の把握を試みる。第 2 節では、現在の正規軍であるコートジボ

ワール共和国軍（Forces républicaines de Côte d’Ivoire: FRCI）とワタラとの関係について検討し、政

権内部の軍事的脅威について考察する。これらの考察を踏まえ、第 3 節では、ワタラ政権が直面

しうる今後の軍事的な脅威について展望を示す。 

 

 

１. 治安・安全保障をめぐる全般的状況――政権外部の軍事的脅威―― 

 

（1）1990 年代以降の軍事的勢力の動向 

 1960 年の独立から 20 年にわたる経済成長期には、コートジボワールの軍は他の公務員と同様

に比較的恵まれた待遇にあり、将校層は県知事などのポストに任命される機会も与えられていた。

軍の厚遇は、ウフェ＝ボワニ（Félix Houphouët-Boigny）初代大統領（在職 1960～1993 年）が主導

するコートジボワール民主党（Parti démocratique de Côte d’Ivoire: PDCI）の一党支配体制を支える

重要な手段だった。しかし、1980 年代には経済危機を要因に給与水準の低迷やポストの減少が進

み、さらに 1990 年の民主化以降には、待遇の悪化も背景として軍内部に野党支持者が増えていっ

た。 

 ウフェ＝ボワニの死にともない就任したベディエ（Henri Konan Bédié）第 2 代大統領（在職 1993

～1999 年）はこのような変化の直撃を受け、1999 年末に発生した待遇改善を求める兵士反乱を収
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拾できず崩壊した。代わって樹立された軍事政権も、待遇改善のための原資の不足と軍内部での

政党支持者間の対立のため、軍が抱える問題を解決できなかった。軍事政権期に軍の司令系統は

混乱を極め、本隊を離脱して徒党を組み、恐喝などの犯罪行為に手を染める兵士が現れ、軍事政

権首班の暗殺未遂事件も引き起こされた。 

 2000 年 10 月の民政移管選挙により、野党の草分け的存在であるイボワール人民戦線（Front 

populaire ivoirien: FPI）のバボが大統領に当選したが、2002 年 9 月には、軍事政権期に軍を離脱し

たエリート精鋭兵らが組織した反乱軍――コートジボワール愛国運動（Mouvement patriotique de 

Côte d’Ivoire: MPCI）――の挙兵により内戦が勃発した。その後に挙兵した 2 つの反乱軍1をあわせ

た反乱軍 3 派は、連携してコートジボワールの北部から西部を支配下に置き、支配地域を 10 人の

管区司令官が統治する体制を作り上げた。そののち反乱軍 3 派は統合して｢新勢力｣（Forces 

nouvelles: FN）という政治組織となり、MPCI 幹事長の G・ソロ（Guillaume Soro）がリーダーに就

任した。 

 2007 年 3 月に締結されたワガドゥグ合意に基づき、バボ大統領は FN リーダーのソロを挙国一

致内閣の首相に任命した。敵対関係にある政府側と反政府側による権力分掌体制の誕生である。

この体制下では政府側の国防･治安部隊（Forces de défense et de sécurité: FDS）――軍、憲兵隊、警

察を一括した呼称――と FN の統合参謀本部が設置されるなど、来たるべき内戦終結を見据えて

軍の統合が着手された。 

 しかし、2010 年 11 月末の大統領選挙の決選投票後に状況が一変した。冒頭で述べたとおり、敗

北を認めない現職のバボと挑戦者のワタラがそれぞれ政府を樹立して対峙したのだったが、この

ときバボはそれまで権力分掌体制を取ってきたソロを首相に留任させることに失敗した。バボと

袂を分かったソロにワタラが接近し、ソロはワタラが率いる政府の首相に就任した。居座りを図

るバボが退陣要求デモの武力鎮圧と国連 PKO2への挑発攻撃を繰り返したことを安保理は問題視

し、人道保護目的で国連 PKO が武力行使できることを再確認する決議 1975 が採択された。また

ワタラは、ソロが率いる FN を母体に自らの政府の正規軍としてコートジボワール共和国軍（FRCI）

を組織し、バボ打倒のための軍事行動を開始させた。つまり、国際的に承認された当選者（ワタ

ラ）が反乱軍（FN）を正規軍とし、もはや正当な大統領とは認められていないバボが元来の正規

軍（FDS）を指揮して政権居座りを図るという、ねじれた構図がここに生まれたのである。 

 両陣営が最大都市アビジャンで戦闘を繰り広げた 2011 年 4 月上旬に、国連 PKO がフランス軍

の支援を受けてバボ側の軍事拠点に空爆を実施し、その機に乗じて FRCI がバボとその幹部らを

拘束した。その後 FRCI によりバボ側の武装勢力（FDS 離脱者、民兵、リベリア人傭兵など）の掃

討作戦が行われ、5 月末頃までに全土での支配権がほぼ確立された。これにともない、元来の正規

軍である FDS は、FRCI の司令権下に置かれることとなった。 

 以上が 1990 年代からワタラ政権成立までの軍事的勢力の動向である。整理すると、コートジボ

                                                   
1 それぞれ全西部イボワール人民運動（Mouvement populaire ivoirien du Grand Ouest: MPIGO）と正義平和運動

（Mouvement pour la justice et la paix: MJP）という組織名を名乗った。 
2 国連 PKO である国連コートジボワール活動（United Nations Operation in Côte d’Ivoire: UNOCI）は 2004 年 4 月に

発足した。最大時でおよそ 8000 人の軍事要員を擁し、国連憲章第 7 章に基づく強制行動の権限を付与されてい

た。 
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ワールでは兵士反乱を契機に不安定化状態が始まり、その後に軍からの離脱者を中心とする反乱

軍が軍と対峙する構図で内戦が展開された。この両者の対立は反乱軍の勝利によって終結し、反

乱軍が新たな正規軍になった。すなわち、ワタラ政権の正式発足の時点で、内戦勃発以来の軍事

的対立の構図は基本的に解消されたのである。 

 

（2）ワタラ政権下での治安・安全保障状況 

 次に、ワタラ政権下での国内の治安・安全保障の状況をみていきたい。素性不明の武装集団に

よる襲撃事件はこれまでに数多く発生している（襲撃事件を付録に整理した）。これらの事件は犯

行声明が出されないのが特徴で、政権側からはバボ派の残存勢力によるものと発表されることが

多い。バボ派の政党である FPI は政権側の発表に反発しているが、政権崩壊時に国外に逃れたバ

ボ派が周辺諸国に兵士訓練キャンプを設置していることは、国連の専門家グループの報告書でも

指摘されている3。このためこれらの襲撃事件は、国外のバボ派と何らかの関係を持つ、反ワタラ

政権の性格を持つ行動として捉えうるものであり、政権外部にある軍事的脅威の具体的な現れと

位置づけられる。 

 襲撃事件の大半は南西部とアビジャンならびにその近郊で発生している。南西部では主にリベ

リアとの国境に近い小さな村や町が標的となっており、かつてバボ側で活動していたリベリア人

傭兵による略奪を主目的としたものとされる。アビジャンとその近郊では警察署や軍の哨所のほ

か、重要施設（発電所）が標的となっており、政権に対する挑発や破壊工作としての性格が読み

とれる。 

 襲撃事件は 2012 年に頻発したが、これを受け南西部ではリベリア当局と協力して警備体制が強

化された。また、アビジャンとその近郊での襲撃の拠点とされたガーナでも、当局が武器調達や

資金提供などへの関与が疑われる在住コートジボワール人の取り締まりを強化した。このような

協調策が貢献してか、2013 年以降には襲撃事件は大きく減少した。 

 このようにみると、現時点では武装勢力がコートジボワール国内で持続的に活動する状況には

なく、ワタラ政権は国内で政権外部からの深刻な軍事的脅威に直面していないといってよいだろ

う。ワタラ政権の正式発足時に確立された FRCI 優位の軍事状況に変化はなく、治安・安全保障は

一定の安定的水準で維持されてきていると評価できる。 

 

 

２. FRCIとワタラの関係――政権内部の軍事的脅威―― 

 

（1）旧反乱軍 FN の組織としての特徴 

 サハラ以南アフリカ諸国で軍事クーデタが繰り返されてきた歴史に鑑みれば、自らが指揮する

                                                   
3 コートジボワールに対しては安保理決議 1572（2004 年）などに基づき制裁措置（武器禁輸、旅行制限、資産凍

結など）が課されている。制裁委員会が設置したモニタリングのための専門家グループが定期的に報告を行っ

ている。同専門家グループの報告書（S/2012/766）は、国外に逃亡したバボ派が軍事行動を組織し資金供給を行

っているとする指摘があることに言及し、ガーナ領内が重要拠点になっていることやリベリア領内に兵士の訓

練キャンプがあるなどとした情報を記載している。 
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軍は統治者にとってもっとも注意すべき軍事的勢力といえる。本節では、正規軍である FRCI とワ

タラの関係について、FRCI の母体である旧反乱軍 FN に注目して検討する。 

 FN の組織の特徴を理解するうえでは、ソロがリーダーとなった過程がひとつの鍵となる。そも

そも、反乱兵は挙兵時に組織名を名乗っておらず、要求も兵士の待遇改善に関することが中心だ

った。挙兵から 1 週間後にようやく MPCI という組織名が宣言され、挙兵から 3 週間後に MPCI

の幹事長を名乗るソロが表舞台に登場した。当時弱冠 30 歳のソロは、かつて国内最大の学生組織

の委員長を務めた経歴を持つが、軍人ではなかった。挙兵からソロ登場までの時間差と、ソロ登

場の前後での主張の変化（政治的な主張がなされるのはソロ登場後である）からは、軍事的手段

での政権奪取に失敗した反乱兵たちが、身の安全の確保と交渉による利益確保をねらい、ソロに

交渉役を依頼した経緯がみてとれる。ソロのねらいとしては、バボ政権下で問題視されていた北

部人差別の問題を、和平プロセスの場を利用して解消しようとの思惑があったと考えられる4。 

 FN 支配地の統治にあたった管区司令官は、住民への暴力や密輸への関与などがかねてから指摘

されており、住民の反感を懸念して統制に乗り出したソロと一部の管区司令官の対立から内紛へ

と至った。最終的には 2008 年初め頃までに反ソロ派が排除され、FN 内でのソロの統制権が確立

された。ただ、ソロに忠誠を誓う管区司令官の一部にも密輸や暴力などの問題行動をとる者が引

き続き存在する状況が続いた。 

 総合すると FN の組織には、①ソロの統制が基本的には貫徹されていることと、②管区司令官

などの幹部軍人は一定の自立性を有し、私的な利益を追求する者も存在することが指摘できる。

ソロは軍人たちの政治的代理人として庇護を与えることで軍人たちからの忠誠を確保し、自らの

政治力の源泉としている。他方軍人たちは、ソロが果たす政治的庇護の見返りに忠誠と軍事的役

務を提供する一方で、自分たちなしではソロの政治力が低下することを見越し、密輸などの活動

に手を伸ばしているということになる。つまり FN は、ソロと幹部軍人たちの相互依存関係のバ

ランスのうえに成立している組織といえる。 

 

（2）FN とワタラの同盟の成立 

 次に FN とワタラの同盟関係について検討していきたい。まずソロに焦点をしぼり、ワタラと

の関係について情報を整理しておく。内戦勃発前の 2000 年 12 月に実施された国民議会選挙で、

ソロはワタラが率いる政党「共和連合」（Rassemblement des républicains: RDR）の候補者として立

候補したが落選し、その後は RDR での活動を行っていない。内戦勃発後には、RDR を含む主要

野党 4 党と反乱軍 3 派は和平推進派の連合を形成し、またソロとワタラは歴代政権による北部人

差別に反対する立場を共有していた。ワガドゥグ合意後には、前述のとおり、ソロは挙国一致内

閣の首相として敵対関係にあるバボ大統領と権力分掌体制を構築したため、RDR 内ではソロに対

する警戒感が高まったという［Soudan et Mieu 2012］。以上の整理から、2010 年 11 月末の大統領

決選投票のときまで、ソロとワタラは重要な政治的スタンスを共有してはいたが、とくに強固な

                                                   
4 コートジボワールでは 1990 年代なかばから、「イボワール人性」（ivoirité）という概念を唱える政治扇動が歴代

政権によって盛んになされ、北部出身者が「“生粋のイボワール人”ではない」と決めつけられ、暴力や差別の

対象となってきた。この扇動は北部出身者であるワタラへの政治的圧力の性格も持つ。ソロも北部出身者であ

り、自らが反乱軍に加わった理由が北部人差別をやめさせることにあったと述べている［Soro 2005］。 
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関係はなかったことがうかがえる。 

 したがって、ワタラとソロの同盟が形作られるうえでは、ソロとバボが袂を分かち、ワタラと

組んだ決選投票後が重要な転換点だったことになる。また、のちにソロ自らが語ったところでは、

ワタラの信頼を勝ちえた理由は、決選投票後に大統領ポストを横取りしようとしたバボが持ちか

けてきた政治的取引を拒否したことと、FRCI で挙兵したのち自らが実権を掌握することも可能で

あったのにそれをしなかったことだったという5。この発言からは、両者の同盟関係が確立される

うえで、FRCI がワタラの正規軍としての役割に徹したことがもうひとつの重要な要因になったこ

とがわかる。なお、FN の幹部軍人たちにとっては、元来の敵手である政府側の勢力（FDS）との

戦闘を再開するということであったため、ワタラ側の正規軍として挙兵することにとくに路線上

の障害はなかったと考えられる。 

 

（3）ワタラ政権下での FN 幹部の重用 

 このようにして成立した同盟関係はワタラ政権下でどうなっただろうか。FN 幹部の処遇に注目

してみてみたい。まずソロは、正式に大統領に就任したワタラから改めて首相として指名を受け

た。この人事は、ワタラのもうひとつの政権基盤である与党連合内に大きな波紋を投げかけるも

のだった6。そもそもワタラが大統領に当選するうえでは、決選投票でのワタラ支持を約束した

PDCI の協力が大きな意味を持っており、PDCI 内には首相ポスト待望論が存在した。ソロの首相

就任は PDCI にとって強い不満をかき立てるものだった。つまりワタラは、与党連合に亀裂を入

れかねない危険をおして、ソロを登用したのだった。 

 その後ソロは、ワタラが率いる RDR の候補者として 2011 年 12 月に実施された国民議会選挙に

立候補し、当選を果たした。やり直し選挙区での再投票を経て、全選挙区の当選者が確定した 2012

年 3 月にソロは「国民議会議員としての職務に専念するため」との理由で首相辞任を申し出、ワ

タラがこれを了承した。これによりようやく PDCI は首相ポストを獲得したが、ソロは身を引い

たわけではなく、翌月に、2000 年以来国民議会議長を務めてきた元 FPI のママドゥ・クリバリ

（Mamadou Koulibaly）に代わって、新しい国民議会議長に選出された7。国民議会議長は、大統領

ポストの空席時に大統領代行を務める国家の第 2 のポストである8。ワタラがソロを自らの後継者

として重用している様子がここに明確にうかがえる。ソロとワタラの同盟関係はますます緊密化

しているのである。 

                                                   
5 インタビューでソロが語った内容だとして Soudan et Mieu［2012］に記されている。 
6 RDR、PDCI、そのほかの 2 つの小政党によって 2005 年に結成された選挙協力組織「民主主義と平和のためのウ

フェ主義者連合」（Rassemblement des houphouëtistes pour la démocratie et la paix : RHDP）が現在の与党連合の母体

である。 
7 M・クリバリはバボの政党 FPI で副党首を務めた有力政治家で、FPI が第 1 党となった 2000 年の国民議会選挙

後に議長に就任していた。国民議会の本来の任期は 5 年だが、内戦勃発にともない、国際的合意に基づき特例

的に任期が延長されてきていた。もともとバボと距離を置く態度をとりがちであった M・クリバリは、2011 年

4 月のバボ逮捕後に FPI 党内のバボ忠誠派の支持を失い離党を余儀なくされ、新党を結成して臨んだ 2011 年 12

月の国民議会選挙でも惨敗し、政治的影響力を大きく低下させていた。 
8 同国憲法では、死亡や辞任などで大統領ポストが空席になった場合、国民議会議長が大統領代行を務め、45～90

日以内に新大統領を選出する選挙を実施する。大統領代行は、首相の任命、組閣、国民投票の発議などの権限を

持たないなど一定の権限を制約されているが、大統領代行が大統領選挙に出馬することを禁ずる規定は現行憲

法にはない。 
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 次に、FN の幹部軍人に対するワタラ政権の人事をみてみよう（表）。ワタラ政権の正式発足か

ら間もない 2011 年 7 月に、FN のバカヨコ（Soumaila Bakayoko）参謀総長が、今やコートジボワ

ールの正規軍となった FRCI の参謀総長に任命された。その翌月には、北西部のセゲラ（Séguéla）

管区で司令官を務めた FN 副参謀総長のイシアカ・ワタラ（Issiaka Ouattara）が最精鋭部隊である

共和国警護隊の副司令官に、FN 司令部が置かれた中部のブアケ（Bouaké）管区で司令官を務めた

ウスマン（Chérif Ousmane）がワタラ大統領の身辺警護を担当する大統領警護隊班のナンバーツー

に抜擢された。他にも何人かの管区司令官が、重要な軍事任務に当たる部隊の責任者に任命され

た。 

 

表 ワタラ政権下での主立った FN 幹部軍人の登用状況 

 

幹部名 登用内容 FN での主な経歴 

 

〈2011年 7月 7 日発令の人事〉 

スマイラ・バカヨコ コートジボワール共和国軍

（FRCI）参謀総長 

FN 参謀総長 

 

〈2011年 8月 3 日発令の人事〉 

イシアカ・ワタラ 

（通称ワタオ） 

共和国警護隊副司令官 セゲラ管区司令官。FN 副参謀総長 

シェリフ・ウスマン 大統領警護班副司令官 ブアケ管区司令官。2011 年 3 月末

からのアビジャン・ヨプゴン地区

の掃討作戦を指揮 

クアク・フォフィエ コロゴ（Korhogo）地区司令官 コロゴ（Korhogo）管区司令官。

2006 年以来、国連の制裁対象。自

宅軟禁に置かれたバボの警備を担

当 

ロッセニ・フォファナ 特殊部隊副司令官 マン（Man）管区司令官。2011 年

3 月のドゥエクエ占領作戦を指揮 

ウスマン・クリバリ 特殊部隊ヨプゴン地区統括 オジェンネ（Odienné）管区司令

官。2011 年 3 月末からのアビジャ

ン・ヨプゴン地区の掃討作戦を指

揮 

 

〈2012年 9月 26日発令の人事〉 

ウスマン・クリバリ サンペドロ（San Pedro）知事 （上記を参照） 

テュオ・フォジェ ボンドゥク（Bondoukou）駐在

ザンザン・レジオン知事 

FN の警察・憲兵部門のトップ。挙

国一致内閣で青年・公共役務相。

FRCI の恐喝撲滅担当 

コネ・マサンバ ギグロ（Guiglo）駐在モワイエ

ンカヴァリー・レジオン知事 

FN の準軍事部門の長 

（出所）Airault［2011］、Duhem［2013; 2014］、Jeune afrique［2012］、Mieu［2009］に基づき、筆者作

成。 

 

 FN の幹部軍人が登用されたのは軍のポストだけではない。2012 年 9 月の人事発令では、すで

に 2011 年 8 月の人事で登用されていたウスマン・クリバリのほか、FN 司令部で要職にあった 2

人の軍人が知事に任命された。これら 3 人が配属された地域はいずれも経済や治安・安全保障面
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で重要な位置を占める9。ワタラが FN の幹部軍人を重要ポストに抜擢し、重用している様子がこ

れらの人事からうかがえる。 

 このようにワタラが FRCI の母体をなす FN の幹部らを手厚く処遇し、FN 幹部もこれに応えて

政権存続に関与している実態を踏まえると、ワタラと FRCI のあいだの同盟関係は総じて安定的

に維持されており、FRCI がワタラ政権にとって軍事的脅威となる可能性はいまのところ低いと考

えてよいと思われる。 

 

 

３. ワタラ政権にとっての今後の脅威 

 

では治安・安全保障に関してワタラ政権が今後直面する可能性がある脅威にはどのようなもの

があるだろうか。ここでは、①バボ派の動向、②政界再編との関係、③FN 幹部軍人の規律の問題、

④兵士の待遇への不満、の 4 点を指摘したい。 

 

（1）バボ派の動向 

 2011 年 4 月のバボ政権の崩壊に前後して数多くのバボ派の要人が国外に逃亡した。ワタラ政権

の呼びかけに応じて早期に帰国した者がいる一方、帰国後の逮捕や懲罰を懸念して、資金などの

面で問題を抱えながらも国外生活を続ける者は多い10。ワタラ政権はとくに重要な人物について

は国際指名手配を発出している。その結果として、2012 年 6 月にはリダ・クアッシ（Moise Lida 

Kouassi）元国防相がトーゴから、2013 年 1 月には、扇情的な演説で「街頭の将軍」の異名をとっ

たブレ＝グデ（Charles Blé Goudé）がガーナから、コートジボワールに身柄を引き渡された。ただ、

滞在先国の政府がつねに身柄引き渡しに応じるわけではない。2012 年 8 月には、カティナン（Justin 

Koné Katinan）元財政担当相・報道官がガーナ当局によって逮捕されたが、カティナンが難民認定

を受けていたため身柄引き渡しは行われなかった。コートジボワール当局が強い不満を表明した

ことで両国関係は一時険悪化した。この一件は、ワタラ政権が国外のバボ派に神経をとがらせて

いることをまざまざと示すものであった。 

 国外のバボ派がコートジボワールで起こった武装襲撃事件に実際に関与した証拠が明らかにさ

れているわけではないが11、国連専門家グループの報告書でバボ派の訓練キャンプの存在が指摘

され、襲撃事件が現実に発生している。司令系統は不明ながらも何らかの武装勢力が存在すると

みてよい状況があり、かつ、こういった勢力に対する大々的な摘発や掃討作戦は現在までのとこ

ろ行われていない。このことを踏まえると、今後も散発的な武装行動が発生する可能性は皆無で

                                                   
9 サンペドロ（San Pedro）は同国第 2 の港を擁する都市で、南西部の最重要拠点である。ザンザン（Zanzan）・レ

ジオン――レジオン（région）は最上位の地方行政区分――は北東部に位置し、ガーナとの国境地帯にあたる。

モワイエンカヴァリー（Moyen-Cavally）・レジオンは南西部でもっとも治安が悪化している都市のひとつである

ギグロが位置する。 
10 バボ政権で経済財務相を務めたボフン・ブアブレ（Antoine Bohoun Bouabré）が 2012 年 1 月にイスラエルで病

死したが、資金不足で十分な治療を受けていなかったと囁かれた。 
11 2012 年 6 月に国営テレビでの特別番組でワタラ政権の内相が、バボ派の軍事部門が存在すると指摘し、メンバ

ー名とともに、彼らがクーデタ宣言用に用意していたとされる映像を放映した。この番組に関しては Rihouay

［2012］を参照。ただ政権側の発表以外の裏付け情報はなく、信憑性の評価は難しい。 
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はないだろう。 

 

（2）政界再編との関係 

 政治面でコートジボワールの安定を大きく揺るがしかねない事態として想定されるのが、与党

連合の解消問題である。与党連合第 2 党の PDCI 内ではワタラへの不満がくすぶっている。ワタ

ラ政権正式発足から 1 年近くも PDCI が首相ポストを獲得できなかったことは前述した。ワタラ

がソロを後継者として重用している現実があり、このまま RDR との連合を続けても PDCI が大統

領ポストを得る見込みが立たないことにその不満は由来している。PDCI のベディエ党首（元大統

領）は、次期大統領選挙における与党連合の大統領候補をワタラに一本化することに同意してお

り、党内にもその考えに従うよう呼びかけている12。これに対し党内からは、独自候補の擁立を求

める声があり、実際に何人かの幹部が立候補の意思を表明している。 

 コートジボワールの政党制では 3 大政党（RDR、PDCI、FPI）がほぼ同じ規模の支持基盤を持つ

ため、一党で政権を安定的に維持するのは難しい。したがって、PDCI が与党連合から離脱した場

合には、ワタラは政権維持のうえで苦境に立つことが予想される。そうなった場合、政治的基盤

の弱体化を補うため、ワタラ政権が FRCI への依存を強め、強権化していく可能性がある。政界再

編は政治情勢の不安定化、軍事化と無関係ではない。 

 

（3）FN 幹部軍人の規律の問題 

 FN の一部の幹部軍人に対して、人権侵害と違法取引への関与という観点から国際的な批判がな

されている。選挙後危機の過程では 3000 人あまりが殺害されたといわれており、なかでも 2011

年 3 月末の南西部の都市ドゥエクエ（Duékoué）での戦闘と、同年 4～5 月のアビジャンでのバボ

派掃討作戦において多数の死者が発生した。この過程で FRCI が民間人に対する人権侵害を行っ

たとされ13、表に示した FN 幹部軍人の一部が国際人権団体から名指しで批判されている14。違法

取引については、2013 年 4 月に国連専門家グループの報告書で FN の管区司令官らが大規模な密

輸に関与していると指摘されている15。2014 年 4 月には同じ専門家グループの別の報告書で、イ

シアカ･ワタラが管区司令官を務めていたセゲラでダイヤモンドの違法採掘・輸出が行われていた

と指摘された16。 

                                                   
12 2014 年 9 月にワタラ大統領は、全閣僚とソロ国民議会議長を帯同してベディエの生地ダウクロ（Daoukro）を表

敬訪問し、その際の直接会談後にベディエが党内に諮ることなくこの呼びかけを行った。PDCI 内での不満には

決定手続きへの反発も一因にある。 
13 2011 年 3 月末にドゥエクエではバボ側（FDS と民兵）と FRCI が激しい戦闘を行い、民間人を含め 1000 人近く

が殺害されたとされる［EIU 2011, 11］。国連人権委員会が設立した独立調査委員会の報告書（A/HRC/17/48）で

は、FRCI がドゥエクエでバボ側に好意的とみなされた人びとに様々な強要を行ったことや、FDS に所属してい

るとみなされた人びとを処刑したとの言及がある（第 64～65 段落）。アビジャンでのバボ派掃討作戦に関して

同報告書は、FRCI がバボ派の民兵や情報提供者だと疑った人物に恣意的な拘留、拷問、非人道的な扱いなどを

行ったとする証言を得たと記している（第 57 段落）。 
14 HRW［2011, 106-107］は選挙後危機の際になされた人権侵害について、ワタラ側で鍵となった人物として、ウ

スマン、フォファナ、ウスマン・クリバリの名前を挙げている。 
15 2013 年 4 月の国連専門家グループ報告書（S/2013/228）は、FN 司令官たちが「ウォーロード型の略奪的経済活

動」をやめないまま正規軍に組み込まれたとし、密輸による資金調達と武器の密輸出入を行うネットワークが

引き続き機能していると指摘している。 
16 詳細は同報告書（S/2014/266）の 31～33 ページに記載がある。この報告書でのイシアカ･ワタラに関する記述に
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 これらの FN 幹部軍人に対して取り調べも処罰もなされていないのとは対照的に、バボ派の軍

人に対しては逮捕や裁判が進められていることから、「勝者の裁き」だとの批判がワタラ政権に向

けられてきた。こういった批判に対しワタラは犯罪行為を処罰すると明言しているが、具体的な

進展は乏しい。注目される動きとして、2014 年 4 月の国連専門家グループ報告書で言及されたイ

シアカ・ワタラが、兼任していた複数の軍のポストから解任され、2014 年 8 月にモロッコでの研

修に送り出されたということがあった。この人事はワタラ政権が一定の対応をとったものとも解

釈できるが、本格的な綱紀粛正の口火を切るものであるのかははっきりしない。ワタラ政権にと

って FRCI が政権誕生の功労者で重要な政権基盤であることに変わりはなく、その中核をなす FN

を弱体化させかねない思い切った綱紀粛正策をとることは困難だと考えられるからである。 

 また綱紀粛正の取り組みは、混乱を惹き起こしかねない危険もともなう。イシアカ・ワタラの

解任時には彼に従う軍人たちが基地にバリケードを築き、解任人事を伝達しにきた将軍の入構を

妨害する事件が起こった。FN の幹部軍人は一定の自立性を有してきた存在であるため、意に沿わ

ない介入に対して軍事的行動で応戦する危険がつねに存在する。綱紀粛正に反発する軍人がワタ

ラに敵対するという展開は、ワタラ政権が直面しうる軍事的脅威のひとつとして想定される。 

 

（4）兵士の待遇への不満 

 もっとも現実的な脅威として浮上しているのが、待遇に不満を持つ兵士の反乱である。2014 年

11 月には、旧 FN 兵士らが中心となり、給与遅配に抗議するデモが全国各地で発生した。ワタラ

政権の対応は早く、内相が給与遅配への対応を約束し、遅配分の給与や諸手当（旅行手当・食事

手当）を 12 月末までに支払うことと、兵長クラスの 8400 人を対象に 2015 年 1 月から住宅借り上

げを開始することが決定された。給与問題に関して大統領はさらに、国防担当大臣と軍の代表者

が協議し、国家安全保障委員会に提出する提案を作成するよう指示した。兵長への訓練と昇給に

関しては FRCI の最高司令部が別途案を作成することとなった。さしあたり、抗議デモは早期に沈

静化した。 

 コートジボワールにおいて兵士反乱は 1990 年代以降多発してきた歴史があり、その背景にある

待遇の悪さは現在なお解消されていない慢性的な問題である。くわえて、内戦期に FN と FDS 双

方が兵士の増員を大々的に行ったことで兵員の規模は膨れあがっており、待遇の悪化は 1990 年代

よりも深刻化しているともいえる。今回のような抗議行動が一過性のものに終わるとはかぎらな

い。 

 兵士反乱がもたらす悪影響は大きく 2 つある。第 1 は兵士の政権不信により軍の司令系統が乱

れることで、第 2 は軍に対する国民からの信頼の低下である。FRCI 兵士の規律が十分でないこと

から、すでに住民とのあいだのトラブルが多発している現状があり、このようななかで大規模な

兵士反乱が起これば、待遇の悪さに直面する兵士への共感よりは、むしろ混乱を惹き起こすこと

への嫌悪感が持たれる可能性の方が高い。とりわけ、FRCI 参戦によって政権を追われたバボの支

持者のあいだでは、FRCI 兵士に対する目は厳しい。兵士の待遇問題は、ワタラ政権の軍事的基盤

をなす FRCI の内部統制と国民からの信頼獲得の要をなす問題といってよく、政権にとっては喫

                                                   
ついては Duhem［2014］が要点をまとめている。 
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緊の対応が求められるもっとも深刻な軍事的脅威といえるだろう。 

 

 

結論 

 

 本稿の冒頭において、1990年代以降続いた不安定化状況がワタラ政権下で解消されたかどうか、

言い換えれば、コートジボワールの懸案であった不安定化の問題がどうなったかという問いを掲

げた。本稿での検討をとおして、ワタラ政権下では内戦勃発以来の軍事的対立の構図は基本的に

解消されており、FRCI 優位の軍事状況のもとで、いくつかの問題は存在するにせよ、治安・安全

保障の状態は一定の水準で現在まで維持されてきていることが確認された。ただし同時に、この

ような治安・安全保障の状態を脅かす可能性があることとして、バボ派による散発的な軍事行動、

ワタラ政権の強権化、FN 幹部軍人の反発、FRCI 兵士のあいだに広がる待遇への不満があること

も確認された。したがって、本稿標題に掲げた「コートジボワールは安定したのか」という問い

への回答をいえば、コートジボワールは一時期の不安定状態を脱したという意味では安定化した

といいうるものの、事態を不安定化に向かわせる要因が複数存在していることが認められるため、

安定化は十分に確立されたり、制度化されたりしているものではないと結論できる。 

 本稿ではまた中長期的視点からの展望を行うことをねらいとして掲げ、その際の着眼点として

第 1 にワタラ政権の歴史的評価と、第 2 に次期政権にとっての治安・安全保障面での課題を挙げ

た。これらの 2 点について、本稿での検討から次のことがいえる。まず第 1 の点についてだが、

ワタラ政権がコートジボワールの安定・安定化状況に照らして持つ歴史的意義は、軍の再統一を

結果的に後押ししたことに認められる。1990 年代以降のコートジボワールの不安定化は、待遇へ

の不満、政党支持、軍事政権期の混乱などによって軍内部の司令系統が破壊され、軍が結果的に

分裂したことによってもたらされてきた。2011 年 3 月から 5 月にかけての FRCI の軍事行動によ

り、FRCI は他の軍事的勢力を制圧して一元的な軍事的秩序を再確立することになった。ここで重

要なのは、このような FRCI の軍事的成果は、たんに FRCI の軍事力のみによって実現されたわけ

ではなく、ワタラという国際的に当選を認められた大統領の正統性に則ることではじめて実現さ

れえたということである。FRCI がワタラと組まずに単独で軍事的支配を確立した場合には、軍事

政権の成立を認めない現在のアフリカ連合の規範においては、長期間にわたって政権を維持する

ことは不可能だったであろう。軍の再統一という結果がもたらされるうえでは、ワタラと FN の

あいだに同盟が結ばれたことが核心的に重要であったことがここからも確認される。 

 とはいえ、かくして実現された軍の再統一は、ワタラ、ソロ、FN の幹部軍人らといった特定個

人間の関係に強く依存した、きわめて属人的で政治的なものである。現在の FRCI は、1990 年代

以降に軍内部で進行した政党支持者間の対立には一定の決着がついた状態にあるといえるが、軍

が引き続ききわめて政治的な存在であるという点では、1990 年代と変わりがない。このことは、

中長期的展望の第 2 の着眼点として挙げた、次期政権にとっての治安・安全保障面での課題に深

く関わる。ワタラならびにその後継者と目されるソロが政権の座にあるあいだは、FRCI が政権と

の同盟関係を維持しようとするとの想定が成り立つ。しかし、ワタラないしソロが政権の座を手
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放すような事態となった場合、新たに政権の座に就いた者は FRCI との関係構築という困難な課

題に直面せざるをえないだろう。コートジボワールの治安・安全保障状況がもっとも不安定化し

かねないのはこのシナリオにおいてである。したがって、中長期的には、だれが政権の座に就こ

うとも一貫して政府に忠誠を誓う軍として FRCI が確立されるかどうかが、コートジボワールの

安定の鍵を握るといえる。この意味でワタラ政権は、軍の再建という 1990 年代から続く歴史的懸

案に直面しているのであり、現在までに実現されている一定水準の安定をさらに堅固なものとし

ていく手腕が問われているといえるだろう。 
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付録 素性不明の武装集団による襲撃事件（採録対象期間：2011 年 6 月～2015 年 4 月） 

年 月 地域 概要 
2011 9 南西部 17 日に南西部の都市タイ（Taï）近くのニグレ（Nigre）村で、略

奪目的の武装襲撃があり、10 人が殺害される。 

 11 南西部 ペレジ（Pelezi）とバヘ・セボン（Bahe Sebon）の町での襲撃事件

により、2 人が殺害。 

2012 4 南西部 24 日から 25 日にかけてサクレ（Sakré）村に武装集団の攻撃があ

り、少なくとも 6 人が死亡。軍は略奪目的と発表。4 人の襲撃者

を逮捕。 

 6 南西部 8 日にタイ南方の複数の村で、国連 PKO のニジェール兵 7 人を含

む 19 人が殺害される。 

  南西部 11 日から 12 日にかけて、タイ南部のティエロ・ウラ（Tiero-

Oula）村とシエブロ・ウラ（Sieblo-Oula）村で少なくとも 4 人が

殺害。 

 7 南西部 

 

19 日から 20 日にかけて、ドゥエクエ（Duékoué）で 4 人が殺害さ

れ、住民が FRCI 兵士らを引き連れて、近在のニャンブリー

（Niambly）難民キャンプに報復攻撃を行う。 

 8 アビジャン 5 日にヨプゴン（Yopougon）地区第 17 区の警察署を武装集団が襲

撃。FRCI の兵士少なくとも 3 人が死亡。 

  アビジャン 6 日に FRCI のアクエド（Akouédo）基地に対する武装集団の攻

撃。2 時間にわたる銃撃戦のすえ、兵士 6 人と襲撃者 1 人が死

亡。 

  アビジャン近郊 8 日にアビジャンから北に 80km のアボボ（Agbobo）軍哨所が襲

撃をうけ 2 人が負傷。 

  南西部 13 日にペヘカンブリー（Pehekambly）の軍哨所が襲撃を受け、

FRCI 兵士少なくとも 1 人が死亡。 

  南西部 13 日のバクブリー（Bakoubly）への襲撃で FRCI 兵士 1 人が負

傷。 

  アビジャン近郊 15 日から 16 日にかけて、アビジャン近郊の都市ダブー

（Dabou）で、FRCI の拠点、警察署、憲兵隊、拘置所に襲撃。5

人が死亡。 

  アビジャン近郊 25 日にアビジャンから西に 80km のイロボ（Irobo）の検問所で銃

撃戦があり少なくとも 4 人が死亡。 

 10 南西部 11 日にドゥエクエで 6 人が殺害され、埋められているのが発見。 

  アビジャン 14 日に発電所を素性不明の武装集団が襲撃。 

 12 アビジャン近郊 15 日から 16 日にかけて、アビジャン北方のアボヴィル

（Agboville）で武装攻撃があり、FRCI 兵士 2 人が死亡。 

  アビジャン 21 日にヨプゴン地区の警察署に対して襲撃。拘置者 1 人が死亡。

憲兵隊員 1 人が負傷し、何台かの車両が焼き討ちされた。 

  アビジャン近郊 21 日にアビジャンから北に 100km のアバウ（Agbaou）にある軍

の検問所に対して攻撃。兵士 2 人が負傷。 

2013 3 南西部 14 日にジレブリー（Zilebly）村で武装集団の襲撃があり、少なく

とも 6 人が死亡。うち 2 人は FRCI 兵士。 

 9 中部 14 日に首都ヤムスクロ（Yamoussoukro）で武装集団による 2 件の

待ち伏せ攻撃があり、治安部隊の隊員 3 人が殺害された。 

2014 5 南西部 15 日にリベリア側から武装勢力が侵入。略奪と村落の焼き討ちを

行う。軍が撃退。 

2015 1 南西部 10 日にグラボ（Grabo）の哨所を 20 人ほどの素性不明の集団が襲

撃。同じ日にダーヨケ（Dahyoke）村の哨所にも襲撃があり、3 人

が死亡。 

（出所）Africa Research Bulletin: Political, Social and Cultural Series の記事に基づき筆者が集計。 
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はじめに 

 

2014年3月23日、WHOはギニア保健省からの報告を受け、同国内の森林地方（Guinée forestière）

でエボラ出血熱（以下、Ebola virus disease＝EVDとする）が発生したことを報告した。感染地域

はまたたく間に広がり、都市部や隣国への到達までに時間はかからなかった。2014年 7月にナイ

ジェリアへの空路による感染拡大が確認され、8月に WHO が「国際的に懸念される公衆衛生上の

緊急事態」を宣言したことを機に、今回の流行は世界的に知られる事態となった［中川ほか 2014］。

2015 年 3 月にはギニア、リベリア、シエラレオネ 3 国で EVD 感染による死亡者数が 1 万人を超

えた。一時は制御困難とさえ言われたリベリアだが、同年 5 月 9 日の終息宣言にこぎつけたこと

は、事態の好転を期待させた。しかし、わずか 2 ヶ月足らずで再び感染が報告された。ギニアと

シエラオネでは同年 7月下旬の段階で、毎週新規の感染者が報告されつづけている。EVD の流行

規模は未曾有のものとなり、わたしたちはその「しつこさ」を認めざるを得ない。 

 流行拡大の主な原因としては、元来の不安定な社会情勢や脆弱な医療システムがあげられる。

これに加え、WHO や政府が事態を甘く見積もり、初動に遅れが生じたことがこれまでに指摘され

てきた。同時に、現地の人びとの EVD に対する意識の低さや病人のケアや葬儀に関する習慣の継

続が、流行を後押ししているとの見解も示されている。ギニアの場合、「無知と恐怖（l’ignorance et 

la peur）」［Anoko et al. 2014, 28］や、「不安と混乱（frayeurs et stupeurs）」［Diallo 2015, 32］などに

よる影響が大きいという。 

 現在は、多くの国際支援団体が現地に入り実践的な対応に尽力している。アカデミックな分野

では、リベリアやシエラレオネでフィールドワークをおこなって来たアメリカやイギリスの人類



ギニアにおけるエボラ出血熱の流行をめぐる「知」の流通と滞留 

58 アフリカレポート 2015年 No.53 

 

学者たちが中心となり、情報の共有と発信のためのネットワークがいち早く立ち上げられた［杉

田 2015］。また、フランスの外来病理学会（Bulletin de la Société de Pathologie Exotique）が、「西ア

フリカのエボラ流行からの学び（Les leçons de l’épidémie d’Ébola en Afrique de l’Ouest）」と題した

特集号を企画するなど1、EVD に対する関心が高まっている。 

 本稿では、こうした経緯をふまえながら、今回の EVD の流行について、ギニアの首都コナクリ

（Conakry）に暮らす人びとと国外に移住しているギニア出身者たちを対象に実施してきた聞き取

りデータをもとに、「知2の流通と滞留」という観点からまとめる3。 

 

 

1. 知の具体化と認識の変化 

 

 かれらへの聞き取り調査では、語りや態度が徐々に変化を見せている。当初は、自分の周りの

「どこを探しても感染者がいない」ため、EVDの発生や流行を全否定するものが大半を占めてい

た。総人口約 1200 万人、総面積約 24.6 万平方キロメートル（日本の本州とほぼ同じ）のギニア

において、これまでの感染者数は計 3786人（2015 年 7 月 30 日現在）と人口の 0.04%にも満たな

い［WHO 2015］。他方、2014年における未治療のマラリア患者数は 7 万 4000 人と見積もられて

いる ［Plucinski et al. 2015］。筆者の知人関係においても、2014年 3月〜2015年 7月のあいだに、

合計 21 人の死の知らせを受けたが、いずれも EVD ではなかった。かれらは、日々の食費や教育

費の調達、下痢や発熱といった軽症の病気、身近な人間関係のもつれなど EVD以外の事柄で頭を

悩ませていることの方が圧倒的に多い。 

そこに変化が見えはじめたのは、2014 年の秋以降である。まず、ギニアの EVD の状況につい

て現地から筆者に問い合わせが来るようになった。その後、「流行は森林地方の話。コナクリでは

ない」というように、完全否定ではなく、一部を肯定するようになった。流行当初のホットスポ

ットであるゲケドゥ（Guéckédou）は、首都から約 670キロメートル、車で 9時間以上かかる距離

に位置する。同地域での主なエスニックグループはキシ（Kissi）であり、コナクリのスス（Soussou）

とは使用言語が異なる。その後、コナクリから 100 キロメートル足らずに位置し、ススの人びと

が多く暮らすフォレカリア（Forécariah）での感染拡大がはじまった。EVDを認めるような発言を

しはじめた時期は、このフォレカリアでの流行時期と重なる。「フォレカリアには、エボラのせい

で一家が全滅したと聞いた」、「エボラのせいで、家のドアをいつも閉めなければいけない」4とい

うように、EVDに関する情報は、メディアが一方的に伝えるものから、身近な人を介して、具体

的で既知の地域と結びつくかたちで耳にするようになった。 

 

 

                                                   
1 http://www.pathexo.fr/1299-accueil.html (2015年 5月 20アクセス). 
2 ここでいう「知」とは、科学的な知、生活をよりよくするための工夫や知恵、共有される情報など、総合的な意

味で用いている。 
3 移住者に対する聞き取りは日本、セネガル、フランスにおいて筆者が、コナクリにおける聞き取りはサラン・モ

リ・コンデ（Saran Moly Condé）氏が主に担当している。 
4 2015年 4月時点での聞き取り（コナクリ）より。 
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２. 無知ではなく熟知 

 

冒頭にも記したが、現地の人びとは、EVD に関して「無知」な存在としてフォーカスされがち

である。EVDの存在を認めない態度や、感染予防と相反する旧来の看病や埋葬の習慣を重んじる

ことは、感染拡大の原因になり得るため、対策の観点からは「改められるもの」とみなされるか

らだ。啓発活動は、こうした無知や誤解を払拭し、感染予防に関する「正しい」知を身につける

ことを目指す。キャンペーンの方向性そのものが間違っているわけではない。しかし、これでは

国際社会側の対応の遅れや無関心さを棚にあげ、文化という名の下で、責任を現地にのみ負わせ

かねない。 

 加えて、かれらは「無知」なのかというところから考える必要もある。かれらはすでに、EVD

に対するワクチン5や治療方法がないということを十分に理解している。では、感染者はなぜ、治

療センターへ連れて行かれるのか。そこから生きて帰ってくることがむずかしいということを知

っている。では、治療センターで一体何がおこなわれているのか。病院や医師への期待はことご

とく裏切られる。啓発活動チームへの疑問や不信感は拭えない。「白い煙を吹きかけられた（消毒

された）家の者は亡くなるらしい」という情報は「その白い煙のせいで死ぬのでは？」6という疑

問を生み出す。因果関係は逆転しているが、現実に起こっていることを順に追っていくなかでの

理解だ。できごと上はすべて事実であり、人びとは状況を「熟知」しているからこそ、感染予防

活動に懐疑的となる。 

 支援活動では、最もリスクが高い地域を絞り込み、感染者や感染の疑いがある人びとをいち早

く見つけ治療センターに収容し、他の住民に対して啓発活動をおこなう7。資金、人材、時間とい

う制限を鑑みれば、この方針は理解できるが、

こうした集中型の活動がどの団体において

も行動指針となるため、高リスク地域に多数

の団体が輻輳する。つまり、同じ地域や住民

を対象に異なる団体が 1 日に何度も世帯訪

問をしたり、説明の場を設定したり、と類似

した活動の重複が引き起こされている。度重

なる啓発活動に、当然、住民たちは疲れる。 

 啓発活動の充実により、EVD に関する知

が無意味化されてしまっている可能性が高

い。聞き取りの際も「（予防するには）清潔

に！遺体や病人に触れない！人が集まると

ころに行かない！でしょ？みんな、知ってい

                                                   
5 英医学雑誌『ザ・ランセット』（The Lancet）は、2015年 8月 3日、WHO主導による新規 EVDワクチンの臨床

試験（当時で医療従事者を中心に 7651 人が接種した）の中間結果として、そのワクチンの有効と安全の可能性

を発表した。その後、試験は継続中である。 
6 2015年 2月時点での聞き取り（セネガル・ダカール）より。 
7 これまでリベリアとシエラレオネにおいてそれぞれ数ヶ月単位で EVD対策を目的とした支援団体のメンバーと

して活動した A氏へのインタビューより。 

写真 啓発活動のための看板「エボラは常にギニアにあ

る！気をつけよう！」病人を家に置いておかないこと、遺

体にはふれないこと、フリーダイヤルへの連絡や近隣の医

療機関での受診が推奨されている（2015年 1月コンデ氏撮

影）。 
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るよ」8、と倦怠感に満ちた態度を示されることが増えてきた。「わたしたちは EVD について未だ

に何も知らない、というあなたたちの態度にはうんざりする」、とはっきりと口にされることもあ

った。無知を前提とした啓発活動には、かれらによる知の蓄積を見誤る可能性がある。無知や誤

解として一蹴するのではなく、熟知が感染拡大や啓発活動の拒否へとつながることを確認し、わ

たしたちの姿勢をまずは見直す必要があるのではないだろうか。 

 

 

３. EVDをめぐる知の流通 

 

 感染予防に関する知の大半は、伝えたい側から伝えられるべき側へと単方向に流されてきた。

多くの知が流されることにより、感染予防上の「正しい」知に接する機会はずいぶん増えた。し

かし皮肉にも、EVD に関する知は、いわゆるオオカミ少年化し、EVD に対する恐怖はむしろ薄れ

つつある。他の病気と同じように、生きて行くことに付随する不幸や不運として位置づけられて

いるかのようだ。長引く流行は、いまや EVD を日常化してしまったといっても過言ではない。 

 他方、この飽和状態の啓発活動からも漏れ落ちている人びとが存在する。コナクリの場合、若

者の男性はたいてい、生家を離れ仲間数人で共同生活を送っている。彼らの大半は、地域の自治

組織に属していない9。職に就いていることもめずらしい。啓発活動の場には、家庭を切り盛りす

る女性や地域自治に携わる年配の男性たちが集い、そこから各家庭や職場を通じて知が届けられ

る。しかし、若い男性たちは、こうした知の提供から遠い存在である。ここにも知の滞留がみら

れる。 

 2015 年 7 月 29 日、歌のコンクールがコナクリ中心部で開催された。アフリカのミュージシャ

ンたちによって昨秋リリースされた Africa Stop Ebolaというエボラ撲滅のキャンペーンソングが

ある。この歌に携わったアーティストたちが国境なき医師団と協力し開催したものだ。これも啓

発活動の 1 つだが、このコンクールのことや、歌すら知らないという人も実は少なくない。現地

アシスタントのコンデ氏や友人 M 氏に会場の様子を見てきほしいと頼んだ。しかし、「招待状が

なければ入れない」と言われ、入場できなかった。招待状は誰の元に届いているのだろうか。 

 

 

４. 知の連携に向けて 

 

今回の EVD の流行は、現地社会および国際社会双方の社会的な危機への対応力が試される機会

をもたらした。近年、医療支援活動において、人文・社会科学的な視点からの現地調査やデータ

分析、その活用が重視されてきた。その反面、現地の文化的側面と支援する側が持ち込みたい「正

しい」知との乖離がクローズアップされ、これらの情報はメディアを通じ、世界へと広がる。た

とえば、2014 年 10 月 28 日付け『ニューズウィーク日本版』には、「無知
．．

と無策が引き起こした

エボラパニック」「正しい
．．．

知識を得て冷静に」「故人をきちんと『送る』ために遺体隠しが横行
．．．．．．．

」

                                                   
8 2015年 4月時点での聞き取り（コナクリ）より。 
9 そもそもコナクリでは、地域社会の自治が機能していることが稀である。 
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（傍点は筆者による追記）など、流行の原因を現地の社会側に見出しているかのような表現が並

んだ。WHO による週刊報告書では、「危険な埋葬数」を公表してきた。初期段階での「危険な埋

葬数」の多さは望ましくない習慣の多さとして、その後の減少は WHO をはじめとする啓発チー

ムの功績として、わたしたちの目に映りかねない。慣習やローカルな価値観への注目は支援活動

を補強する一方で、こうした意図せざる印象操作を招いている可能性もある。 

 流行の責任は「無知」に集約されるものではない。「無知」という手身近な理由に思考を預ける

ことを避けるためにも、EVD の治療薬の研究・開発の遅れも含め、さまざまな要因が複雑に絡み

合っているということを前提とし、常にそこへ立ち返り事態を理解していく必要性を強調したい。

そのうえで、現地に生きる人びとが逃れようのない社会的な危機と向き合う様を、思考の柔軟性

や理解の深さという観点からとらえなおし、支援や研究といった活動領域、自然科学や人文社会

科学といった学問領域、さらに支援する側とそれを受ける側といった立場を超えた「知」の連携

を目指したい。 

 

付記：本稿は、科学研究補助金・若手研究 B「アウトブレイクにおける知識の信頼性の経時分析

とコミュニティ・レジリエンス評価」（研究代表者 中川千草）の成果の一部である。 
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はじめに 

 

2015 年 5 月 24 日、エチオピアでは総選挙が行われた。エチオピアの総選挙では、通常、国会

下院にあたる人民代表議会（House of People’s Representatives）と 9つの州レベルの議会（州議会：

Regional State Councils）の選挙が同時に行われる1。エチオピアでは、儀礼的な役割を果たす大統

領については下院が候補者を指名し、上院と下院の合同議会で 3 分 2 以上の票をもって承認され

る（憲法第 70条）2。連邦政府の最高行政権を持つ首相の場合は、国会下院議員から選出される。

また、下院で最多数の議員を擁する政党もしくは政党連合が政府の権力を与えられる（憲法第 73

条）。本稿では紙幅の関係上、州議会の結果は扱わず、国政に大きな影響を及ぼす国会下院の選挙

結果に限定して分析を進めたい3。 

エチオピアは、1991 年に、エチオピア人民革命民主戦線（Ethiopian People’s Revolutionary 

Democratic Front: EPRDF）が、社会主義を標榜していた前政権を武力で打倒するという大きな政

治的変動を経験した。1995 年には、EPRDFのもとで新憲法が施行され、エチオピア連邦民主共和

                                                   
1 エチオピア全国選挙委員会（NEBE）の総選挙（General Elections）に関する記述を参照。

(http://www.electionethiopia.org/en/ethiopian-election/election-system.html, 2015年 9月 3日アクセス) 
2 エチオピアの国会は上下二院制で、上院である連邦議会（House of Federation）と下院である人民代表議会で構

成される（憲法 53条）。前者は、各エスニック・グループの代表者が議員である。上院の議員は、州議会によっ

て選出されるか、州内での直接投票によって選出される。1つのエスニック・グループに対して最低 1人の上院

議員が選出される。人口 100 万人に対して 1議席ずつ追加されていくため、エスニック・グループの人口規模が

大きいほど多くの代表者が選出される（憲法第 61条）。 
3 なお、州議会での結果も、後述する国会下院の選挙結果と同様、EPRDFと EPRDFと協力関係にある政党がすべ

ての議席を占めた。(NEBEホーム―ページ: http://www.electionethiopia.org/en/home.html, 2015年 7月 16日アクセ

ス)  



2015 年エチオピア総選挙 

 

63 アフリカレポート 2015年 No.53 

 

国が発足し、第 1 回総選挙が行われた。今回の選挙は、EPRDFが政権を握ってから 5回目の総選

挙となる。過去 4回の総選挙では、いずれも EPRDFが大勝してきた。本稿では、今回の選挙結果

を概観したのち、現在のエチオピアの政治状況を検討する。 

なお、EPRDF は全国レベルの戦線（front）4として登録されており、ティグレ州、アムハラ州、

オロミヤ州、南部諸民族州において地域政党として登録された独立の 4 つの政党によって構成さ

れている。具体的には、ティグライ人民解放戦線（Tigray People’s Liberation Front: TPLF）、オロモ

人民民主機構（Oromo Peoples' Democratic Organization: OPDO）、アムハラ民族民主運動（Amhara 

National Democratic Movement: ANDM）、南エチオピア人民民主戦線（South Ethiopian Peoples' 

Democratic Front: SEPDM）である5。それ以外に、EPRDFではないが EPRDFに協力的な政党が現

在 7 つある。これらの政党は、特定のエスニック・グループのための地域政党として、または上

記 4 つの党の活動地域以外の州の地域政党として登録されている。党の規模は小さく、今回の選

挙での内訳は不明だが、第 4回総選挙（2010年）では、ソマリ人民民主党（Somali People’s Democratic 

Party: SPDP）の議員が 24名当選しているのみで、それ以外の党の当選議員は一桁にとどまってい

る6。中には、大臣を輩出している党もあるが、EPRDF との具体的な協力関係については不明で

ある。 

 

 

１. 第 5回エチオピア国会下院選挙結果 

 

2015年 6月 29日、エチオピア全国選挙委員会（National Electoral Board of Ethiopia: NEBE）は、

第 5 回総選挙における国会下院選挙には、52の登録政党の党員と無所属の 9人が立候補し、選挙

登録した 3680万人のうち 93%にあたる 3440万人が投票したと発表した［Addis Fortune 2015］。投

票権のある 18歳以上の人口を考えると、85%が実際に投票したと考えられ、投票率も高かった。 

今回の下院選挙では、選挙が延期されて未確定の 1 議席（2015 年 6 月 29 日現在）を除いたす

べての議席を EPRDF と同党と協力関係にある諸政党が獲得するという、EPRDF 側の圧勝となっ

た7。具体的には、EPRDFが 500議席、EPRDFに協力的な政党が 46議席を獲得して、547議席中

546 議席を EPRDF 側が占めた。政府系新聞のエチオピアン・ヘラルド紙（Ethiopian Herald）は、

この結果を「EPRDF地滑り的勝利（Landslide Victory）」という見出しで報じた［Ethiopian Herald 

2015a］。 

したがって、国会下院における野党の議席は前回の 1議席からゼロとなった。また、EPRDFと

                                                   
4 エチオピア全国選挙委員会は、登録上連合（coalition）と戦線（front）を区別している。しかし、その区別は明

らかではなく、どちらについても独立したステータスを持つ複数の政党が「共通の目的をもって、連合または戦

線を形成する」と記述している。そのため本稿では、EPRDFを便宜上政党連合と呼ぶ。なお、複数政党が一つ

の組織として統合されている場合は、同盟（union）とされる。(http://www.electionethiopia.org/en/political-parties.html, 

2015年 8月 17日アクセス) 
5 NEBEホームページ(http://www.electionethiopia.org/en/political-parties/active-political-parties.html, 2015年 8月 17日

アクセス) 
6 NEBEホームページ(http://www.electionethiopia.org/en/announcement.html, 2015年 7月 1日アクセス) 
7 2015年 7月 30日に NEBEのホームページにアクセスした時点では第 5回総選挙の結果は記載されていたが、そ

の後白紙となっている。9月 4日に確認した時点でも同様であり、最新の結果は不明である。 

(http://www.electionethiopia.org/en/home.html) 
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その協力政党以外の政党の得票率も低い。死票が多いといわれる小選挙区制だが、有効投票数 3320

万票に対して野党の合計は 170万票で全投票数の 5.1%に過ぎない。その中では、エチオピア連邦

民主統一フォーラム（Ethiopian Federal Democratic Unity Forum: Medrek）が 100万票以上を集めて

おり、ついでセマヤウィ党（アムハラ語で「青」を意味する）が続く［Reporter 2015a］。Medrek

もセマヤウィ党も、選挙過程と結果に対しては、公正でも自由でもなく、信頼できるものではな

いとして、結果の受け入れを拒否している［Ethiopian Herald 2015b, Ethiopian News Agency 2015］。 

なお、Medrekは、前回 2010年の総選挙で唯一の議席を獲得した政党連合である［Finfinne Tribune 

2010］。2009年に正式に 8つの政党による政党連合として NEBEに登録されている。そのうちの 1

つに、民主正義統一党（Unity for Democracy and Justice: UDJ）がある。UDJ は、野党が躍進した

2005年の第 3回総選挙で野党最大の 109議席を獲得した統一民主主義連合（Coalition for Unity and 

Democracy: CUD）の後継党である［Finfinne Tribune 2009］。一方、セマヤウィ党は、2012年に政

党として登録された比較的新しい党である。セマヤウィ党メンバーの多くは、後述する 2005年第

3回総選挙の結果に対する抗議運動に参加していた活動家であったとされる［UNHCR 2014］。 

 

 

２. 第 1回から第 5回国会下院選挙結果の推移 

 

下掲の表は、第 1 回から今回までの国会下院議員選挙結果の変遷である。エチオピアの国会下

院選挙は小選挙区制で、5年に一度行われる。これまでの選挙結果でも EPRDFが大多数の議席を

獲得しているが、2005 年の選挙だけは、EPRDF とその協力党以外の政党が議席の 32%を占めて

おり、大きく議席数を伸ばした。これらの政党は、選挙結果を不服として、2005 年 11 月にアデ

ィスアベバで大規模な抗議デモを行った。それに対して警察が発砲し、約 200 名が死亡、何千人

もの人々が逮捕された［UNHCR 2014］。さらにこの選挙で最大野党となった CUD の主な指導者

たちや、100 人以上のジャーナリスト、人権活動家そして援助活動家らも、国家転覆罪の容疑で

逮捕された［EIU 2006, 13］。この後、反 EPRDFである政党関係者やメディアへの EPRDF政府に

よる抑圧が強化されていった8。この 2005年の総選挙後の政治的混乱が、現在の EPRDFの一党優

位の状況を強化したといえる。 

国際人権団体などの報告を参照しても、エチオピアの政治体制は抑圧的といえる。ジャーナリ

スト保護委員会（Committee to Protect Journalists: CPJ）によると、エチオピア政府によるジャーナ

リストの逮捕者数は、2013 年には 7名であったところ、2014年には 17名と 2倍以上増え、中国、

イラン、エリトリアについで逮捕者数で世界第 4 位となっている。また、検閲の厳しさに関して

も世界第 4位である［CPJ 2014, 2015b］。 

 

 

 

                                                   
8 このような政府による抑圧は第 3回総選挙のあとだけではなく、第 2回 2000年の選挙の前後にも行われている。

Pausewang et al.［2002］は、その当時の日常的な政府の抑圧状況を報告している。 
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表 第 1～5 回 エチオピア国会下院選挙結果 

 

（注）*南部諸民族州の Ginbo Gewta の選挙区での選挙が 6月 14日に延期されたため。結果は現段階

で不明である。 

（出所）第 1回：Meier (1999, 383)、第 2回：Inter-Parliamentary Union 

(http://www.ipu.org/english/parline/reports/arc/2107_00.htm, 2015年 9月 4日アクセス)、第 3回：Carter 

Center (2009, 6)、第 4回：NEBE ホームページ(http://www.electionethiopia.org/en/announcement.html, 

2015年 7月 1日アクセス)、第 5回：NEBEホームページ(http://www.electionethiopia.org/en/home.html, 

2015年 7月 30日アクセス) 

 

ただし、エチオピア政府にとっても、今回の選挙で 100%の議席を獲得したことは予想外の結果

だったと思われる。選挙後の政府の行動は、EPRDFが非民主主義的な政権ではないということを

国内外に印象付けようとしているようにも見える。 

たとえば、政府系英字新聞のエチオピアン・ヘラルド紙は、2015年 6月 26日付の社説として、

「エチオピアの民主主義は強い野党無くして繁栄できるのか？」（“Can Ethiopian Democracy Thrive 

without Strong Opposition?”）と題した記事を掲載し、野党待望論を繰り広げた［Ethiopian Herald 

2015b］。この社説は、もし EPRDFが選挙結果を操作したのであれば、多少の議席を野党に渡すぐ

らいのことはしたと述べ、今回の EPRDFの議席独占という結果は、国民の選択の結果であるとし

ている。また、有力な野党がいなければ民主主義は育たないと語り、2005年の総選挙で、国会下

院の 3分の 1の議席を得た野党が、民主主義的な形で EPRDFに対抗する機会を自ら失ったことを

惜しんでいる。そして、与党が全議席を取るという結果は、政府の民主主義に対するコミットメ

ントに疑義を呈されることになるので、有力野党の出現を望むという文で記事は終わっている。

英語で発信しているエチオピアン・ヘラルド紙においてこのような議論を展開することで、EPRDF

政権は国際社会に対して懐柔を図っているとも考えられる。 

さらに、総選挙が終了して影響力が低下したという判断もあっただろうが、EPRDF政権は、政

治犯として逮捕していた人々を複数釈放した。裁判所は、テロや扇動の罪に問われて 2013年 4月

に逮捕されていたインターネットのブロガー5 人に対して、7 月 8 日に罪状を取り下げて釈放し、

続く 9 日には同様の罪で 2011 年 6 月に逮捕され、懲役 14 年の判決が下っていたコラムニスト 1

名を、控訴審で 5年の執行猶予に減刑して釈放したのである［CPJ 2015a］。 

 

 

 

 

議席数 ％ 議席数 ％ 議席数 ％ 議席数 ％ 議席数 ％

総議席数 547 (100.0) 547 (100.0) 547 (100.0) 547 (100.0) 547 (100.0)

EPRDFと協力党 471 (86.1) 495 (90.5) 372 (68.0) 545 (99.6) 546 (99.8)

-EPRDF 471 (86.1) 481 (87.9) 327 (59.8) 499 (91.2) 500 (91.4)

-EPRDFに協力的な党 0 (0) 14 (2.6) 45 (8.2) 46 (8.4) 46 (8.4)

それ以外の党 66 (12.1) 39 (7.1) 174 (31.8) 1 (0.2) 0 (0)

無所属 10 (1.8) 13 (2.4) 1 (0.2) 1 (0.2) 0 (0)

未確定 1* (0.2)

第1回(1995年)第2回（2000年）第3回（2005年） 第5回(2015年）第4回(2010年）
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３. 選挙に対する国際的反応 

 

エチオピア政府は、今回の選挙監視については、アフリカ連合監視団（African Union Observation 

Mission: AUBM）のみ参加を認め、2005年や 2010年の選挙監視に参加していた EU やアメリカの

参加は認めなかった［Human Rights Watch 2015］。AUBMへの参加者以外の外交官が選挙を監視す

ることができなかったことに対して、在エチオピア・イギリス大使は批判している［Reporter 

2015b］。 

なお、AUBMの総選挙に対する評価は、民主主義の側面で改善は見られるとし、選挙は「静か

で、平和的で信頼できる」（“calm, peaceful and credible”）と結論付けている［Horn Affairs- English 

2015］。国際人権 NGO であるヒューマン・ライツ・ウォッチは、この評価に対して、選挙の評価

で一般に使われる「自由で公正」（“free and fair”）という言葉を使用していないことを指摘し、選

挙が民主的に行われていなかったのではないかという疑問を投げかけている［Human Rights Watch 

2015］。 

しかし、EU やアメリカのエチオピア政府への外交姿勢は、批判と支援の二面性をもっている。

上のイギリス大使の批判にも見られるように、これらの国々は、現政権の抑圧的性格を認識して

批判している［USAID/Ethiopia 2012, Voice of America 2013］。2013年には、EU 議会派遣団も、投

獄されているジャーナリストや政治活動家の早期釈放をエチオピア政府に求めている［Associated 

Press 2013］。しかしその一方で、エチオピアの隣国であるソマリアや南北スーダンなど、政治的

に不安定な国々に対する外交での重要な役割をエチオピアに期待していることもあり、欧米諸国

は押し並べて今回の EPRDF圧勝という選挙結果を歓迎し、積極的に援助や軍事的支援を進めてい

る。たとえば、2015 年 7 月 27 日のオバマ米大統領のエチオピア訪問時の合同記者会見の演説で

も、このような外交姿勢は明白だった。オバマ大統領は、演説の前半でエチオピアへの経済援助

と軍事的パートナーシップを強調する一方で、最後の部分でエチオピアへの注文として、ガバナ

ンスならびに人権や民主主義の向上について言及していた［White House 2015］。このように、欧

米諸国は、現政権の抑圧的な性格を認識しており、人権問題改善のプレッシャーをかける一方で、

援助や軍事的協力を提供しているのである。 

 

 

おわりに 

 

今回の EPRDF の完全勝利ともいえる選挙結果を考えると、EPRDF 政権の野党側に対する圧倒

的優位は当面続くであろう。ただし、この政治的安定は、順調な経済成長に対する国民の評価だ

けではなく、EPRDFへの対抗勢力の逮捕や拘束などの長年の抑圧的な政策によってもたらされた

ものでもある。 

現在エチオピアは順調な経済成長を続けているが、農村部から都市部への人口流入や経済格差

も拡大しつつある。野党側が議席を大幅に増やした第 3 回総選挙の結果は、国民の潜在的な政府

への不満が表面に現れたものといえる。今後経済成長が鈍化していった時に、人々の不満を

EPRDF政権が解消していくことができるのかが、今後の政権の試金石となるであろう。 
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越境する障害者 

――アフリカ熱帯林に暮らす障害者の民族誌―― 

 

 

 

 

 

 

戸田 美佳子 著 

東京 明石書店 2015年 224p. 

 

「アフリカ障害者の 10年」の取り組み（2000年～）、「障害者の権利に関する条約」の発効（2008

年）、そして「持続可能な開発目標」（SDGs）における随所での障害への言及（2015年）などに見

られるように、障害者の権利保障や開発参加の重要性がアフリカの文脈でも強調されるようにな

って久しい。こうした潮流は、周辺化され、排除や差別を受け、結果として深刻な貧困に直面し

てきた障害者の開発過程への包摂を目指すものとして理解されることが多いだろう。しかし、本

書の著者は、カメルーンの熱帯林での障害者の暮らしを調査するなかで、心身の機能障害をもつ

人々が差別や排除を受けるという、障害研究において自明視されてきた前提に疑問を抱くように

なる。著者が出会った障害者たちは、障害ゆえに特別視されることもなく、周囲の人々と豊かな

相互行為を織りなし、主体性を遺憾なく発揮しながら、当たり前に日々の暮らしを営んでいたか

らである。 

 足かけ 9 年間にわたるフィールドワークの成果である本書には、調査地において障害者がいか

にして生活を成り立たせているかが丁寧に描かれている。本書に出てくる障害者は、畑を所有し

ていたり、現金収入を得たりして、自らが生計の主体となっている。調査地には狩猟採集民と農

耕民が混住しているが、障害者はエスニックな境界をも越えて（「越境」して）たえず交渉し、対

面的な関係性のなかでケアを実現することで、生活上のさまざまな困難を軽減している。生活の

あらゆる場面で手助けを必要とするがゆえに、障害者は非障害者に比べて、周囲の人々とより濃

い関係性を築く。そうした障害者の日々の生活実践から浮かび上がってくるのは、社会から排除

された障害者ではなく、むしろ高度に社会的な存在としての障害者像である。障害者と周囲の人々

との相互行為を「対等性」と「共同性」の 2 つのキーワードで読み解き、そこに障害を語ること

につきまとう「息苦しさ」を打破する可能性をみいだす終章の議論展開も鮮やかである。 

 フィールドで出会った障害者の生き方への共感と尊敬に満ちた本書の読後感は爽やかである。

障害学やケア学への理論的示唆も大きく、幅広い読者に一読をお勧めしたい。 

牧野 久美子（まきの・くみこ／アジア経済研究所） 
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After Freedom 

――The Rise of the Post-Apartheid Generation in Democratic 

South Africa―― 

 

 

 

 

 

Katherine S. Newman and Ariane De Lannoy 

Boston Beacon Press 2014年 xiii+279p. 

 

 南アフリカの人口ピラミッドは末広がりのピラミッド型で、40歳未満が人口の大多数を占める。

これらの人びとの多くは、物心ついた時には、鉄道や公園といった公共施設の人種別による利用

制限が撤廃され、黒人（アフリカ人）のみが携帯を義務付けられていた悪名高き身分証制度の弊

害も、自分自身では経験したことのない「フリーダム世代」、そして、アパルトヘイトが正式に終

了してから誕生した「ボーン・フリー世代」からなる。本書は、「フリーダム世代」に属するケー

プタウン在住の若者 7名の生活と人生観を描いた民族誌である。 

 本書に登場する 7 名は、ケープタウンに住む多様な人びとを代表する人口集団から意図的に選

ばれており、黒人 2名、カラード（混血）2名、白人 2名、そしてコンゴ民主共和国出身の移民 1

名からなる。このうち南アフリカ人 6名については、人口集団内部の階層性をも反映させるため、

居住地域や職業、収入面から判断して明らかに経済的に困窮している人と、ミドルクラスに属す

る人との話が対になって登場する。ややステレオタイプ的な描写が見られ、7 名の背景に関する

調査の深さにばらつきがあるものの、ケープタウンに住んだことのある人や、南アフリカ人と交

流したことがある人には馴染みの話も多く、登場人物が持つリアリティ感が本書の醍醐味である。 

 本書で印象的なのは、人口集団内部における現在の生活レベルの差を決定づける要因が、いず

れの集団においても教育であったということである。とりわけ、黒人とカラードの人びとにとっ

て、白人専用学校が全人種に門戸を開き、そこで受けた教育をもとに高等教育へと進んだことが、

その後、一定の収入が得られる専門職に就くうえで決定的に重要であった。子供を旧白人専用学

校に行かせるという親の選択と、それに伴う教育投資は「フリーダム世代」において報われた。

新しい南アフリカで、新たに開かれた機会に応えるための能力と技術を、彼（女）らが教育を通

じて身に着けることができたからである。他方、家庭の事情や居住地域にはびこるギャング文化

の影響を受けて中学高校を中退した 2 名の若者は、定職に就くことができないばかりか、求職活

動すらままならず、自ら道を切り開こうとする努力もなかなか身を結ばない。 

 本書の登場人物が 10年後、どのような生活を送っているのか、そして彼らに続く「ボーン・フ

リー世代」にとっても教育が社会的上昇の鍵を握るのか、南アフリカのこれからを担う若い世代

の動向がますます注目される。 

佐藤 千鶴子（さとう・ちづこ／アジア経済研究所） 
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社会的包摂／排除の人類学 

――開発・難民・福祉―― 

 

 

 

 

 

 

内藤 直樹・山北 輝裕 編著 

京都 昭和堂 2014年 255+v p. 

 

国立民族学博物館の共同研究会をもとに編まれた本書は、開発／難民／福祉の 3 部構成、序章

と終章を含めて全 14章から成る。日本、ラオス、オーストラリアからアフリカ各国まで、射程は

世界規模に広がるが、全体の半分近くはアフリカに関する論考で構成され、本書は隠れた「アフ

リカ本」にもなっている。 

 第 1章「ケニア牧畜民の伝統社会は開発から逃れられるか」（内藤直樹）は、ある農村で構築さ

れた多彩な「よそもの」を包摂するシステムを描く一方で、典型的な伝統的農村に見えたその集

落が、実は開発プロジェクトを忌避した移住者によって新設されたものであったことに気づく、

調査の道のりをも辿って印象深い。第 2章「エチオピア牧畜民に大規模開発は何をもたらすのか」

（佐川徹）は、著者によるフィールドワークを通じて、「胃の違い」――各人の感情や考え方の違

い――を何より尊重する南部の暮らしを描き出し、開発に批判的な意見だけを強調する一枚岩的

理解に鋭い警鐘を鳴らす。第 3 章「ボツワナの狩猟採集民は『先住民』になることで何を得たの

か」（丸山淳子）は、狩猟採集を営むサンの人々が、近年の先住民運動の結果として「伝統的生活」

を強いられ、「故地」への帰還という選択肢をめぐって新たな排除にさらされている一方で、社会

内部ではそうした問題が解決されつつある様子をあわせて描き、強い印象を残す。本書にはその

他、「アフリカの難民収容施設に出口はあるのか」（中山裕美）、「アンゴラ定住難民の生存戦略は

持続可能か」（村尾るみこ）がある。 

 アフリカ関連の論考を中心に紹介したが、それらが日本で生成している「社会的排除／包摂」

――「ホームレス」の人々や精神・身体に障害や病気を抱えた人々の暮らし、祖国を逃れ難民な

ど様々なステータスで日本に住む人々の暮らし――の分析と並置する形で提示されていることが

本書の最大の強みであろう。「世界を席巻する市場原理主義のゲーム」からこぼれ落ち「様々なタ

イプの人間ゴミ」となった時、ひとが向き合う「絶望」と「希望」はどのようなものか（p.254）。

本書のテーマは私たち自身の生でもあろう。各論考はいずれも、平易な言い回し・適切な用語解

説などに注意が払われ、専門外の読者にも分かりやすい。アフリカに関心のある方にはもちろん、

社会、福祉にかかわる問題には縁遠いとお考えの読者にも、ぜひお勧めしたい一冊である。 

津田 みわ（つだ・みわ／アジア経済研究所） 
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国際援助システムとアフリカ 

――ポスト冷戦期「貧困削減レジーム」を考える―― 

 

 

 

 

 

 

古川 光明 著 

東京 日本評論社 2014年 ix+344p. 

 

本書執筆の動機として筆者は、JICA（国際協力機構）タンザニア事務所勤務時に受けた衝撃を

挙げている。自信を持って進めてきた保健分野の事業について、ドナー会合の場で「なぜ、日本

はいまだにプロジェクト援助をするのか？」と一刀両断に否定されたという。本書は、実務家で

ある筆者からのこの批判に対する回答である。 

 1990～2000年代にかけて、世界の開発援助は大きく変化した。プロジェクト援助に代わってプ

ログラム援助が主流になったこと、それに伴ってセクターワイドアプローチや財政支援が広く取

り組まれるようになったこと、そして新たな援助潮流への日本の対応がどちらかといえば消極的

なものだったことはよく知られた事実であろう。本書は、豊富なデータと実務家ならではの知見

に基づいて、この援助システムの変化を描き出し、評価を加えている。 

 プロジェクト援助が主流だった時代、各ドナーは相手国政府と個別に関係を結び、ドナー間関

係は比較的平等だった。しかし、「援助の氾濫」が被援助国政府に多大な負担を与えているとの批

判をきっかけに、一般財政支援などのプログラム援助が望ましいという意見が国際社会で力を持

つようになった。被援助国が策定した開発計画を基本とし、ドナーが協調して当該政府と政策対

話を進めつつ、プログラム援助を供与すべきだとの考え方である。北欧諸国や英国が主導して、

援助効果を高めるためにはこの手法が不可欠だとの国際世論が形成された。援助協調の名の下に、

プロジェクト援助中心のドナーは現場で次第に周縁化された。ドナーの間に「序列」が形成され

ていったのである。冒頭の筆者の衝撃はここに由来する。 

 統計分析とタンザニアの事例分析に依拠して、筆者は、一般財政支援が当初意図した通りの結

果を生んでおらず、被援助国はもとよりドナーも約束した行動をとっていないことを示す。これ

は興味深く、また重要な発見である。国際援助政策の背景にはドナー間の競合があり、どの国も

自らに有利な政策を主流化させようとする。そこでは、自国が推す政策を国際益と整合的に説明

し、相手を説得できたドナーが有利な立場を占める。終章では、日本が国際的な競争に耐えうる

政策形成能力をつけるべきだという強い主張が感じられる。荒削りな文体と計量分析の多用のた

め必ずしも読みやすいわけではないが、本書には「言いたいこと」がしっかり盛り込まれている。

実務家によるソウルフルな一冊だと思う。第 19回国際開発研究大来賞受賞作品。 

武内 進一（たけうち・しんいち／アジア経済研究所） 
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第一次大戦と西アフリカ 

――フランスに命を捧げた黒人部隊「セネガル歩兵」―― 

 

 

 

 

 

 

小川 了 著 

東京 刀水書房 2015 年 xiv+378p. 

 

 本書は、著者が 2014 年に発表した非売品の書籍『ジャーニュとヴァンヴォ――第一次大戦時、

西アフリカ植民地兵起用をめぐる二人のフランス人――』（アジア･アフリカ言語文化研究所）を

新たに商業出版物として刊行したものである。基本的な内容を前著から引き継ぎつつ、標題の変

更、章順の組み替え、補遺の加筆などがなされた改訂版として位置づけられる。植民地期のアフ

リカについて一書を使って論じた日本語の本は多くはなく、フランス語圏アフリカともなればな

おさら情報が乏しいのが現状である。本書の刊行は日本のアフリカ研究に新たな足跡を記す大き

な出来事といえる。 

 本書は、第一次大戦という初めての総力戦に突入したフランスが、折しも西アフリカに建設し

ていた広大な植民地を戦時動員に巻き込んでいった過程に注目する。焦点は西アフリカ各地から

徴発され戦場へ投入されたアフリカ人兵士たちに置かれ、その動員に関わった 2 人のフランス人

――強硬な徴発策に反対してフランス領西アフリカ連邦総督の職を辞し戦場で命を落としたヴォ

レノーヴェンと、西アフリカ出身の黒人で初めてフランス国民議会の議員となり大規模なアフリ

カ兵の動員を実現したジャーニュ――の生涯を通して詳しい記述と分析が進められる。公文書資

料（おそらく本邦初紹介のものも多いだろう）や第一次大戦時の軍人の著作などからの長めの引

用が効果的に盛り込まれ、読みごたえがある。フランスが西アフリカへ進出した過程や統治機構

に関しても要点が簡潔にまとめられており、フランスによる西アフリカの植民地化について多く

を学ぶことができるのも魅力である。 

 人類学者としてフィールドワークに基づく研究を積み重ねてこられた著者小川さんは、本書以

前にも『奴隷商人ソニエ――18 世紀フランスの奴隷交易とアフリカ社会――』（山川出版社、2002

年）を発表している。フィールドであるセネガルを長いあいだ見つめる過程で発展してきた関心

を歴史的に掘り下げ、研究分野にとらわれずに具体化させようとする姿勢は本書でも貫徹してい

る。本書でなにより印象的なのは、資料や先行研究では必ずしも情報を得られない事柄について、

大胆に推論を重ねて小気味のよい筆致でぐいぐいと論を進めていく文体である。自分の関心に忠

実に考察を重ね、成果をありのままに提示してくれる、その清々しさに触発される。 

佐藤 章（さとう・あきら／アジア経済研究所） 
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アフリカを活用する 

――フランス植民地からみた第一次世界大戦―― 

 

 

 

 

 

 

平野 千果子 著 

京都 人文書院 2014年 168p. 

 

 本書は、2007年～2014年にかけて京都大学人文科学研究所で行われた共同研究「第一次世界大

戦の総合的研究」の成果の一冊である。従来、第一次世界大戦は、戦間期の植民地のナショナリ

ズムの高揚に大きく影響を及ぼしたとされてきた。フランス領の場合、インドシナやアルジェリ

アでは独立戦争が泥沼化した一方で、サハラ以南アフリカでは CFA フラン圏の存在を可能にした

「親仏的」な関係が見られるなど、いわゆる支配・被支配関係の歴史からは想起しがたい側面も

ある。本書は、この想起しがたい状況を理解する手がかりを与えてくれる。 

 本書は 3 つの章で構成されている。第 1 章では、第一次世界大戦に際して、フランスが西アフ

リカでアフリカ人の新興エリート層と伝統的権威の双方にアピールし、植民地兵の動員に成功し

た手法を詳らかにする。第 2 章は、アフリカ人の戦時動員を可能にした背景として、「彼らの精神

が私たちの意図に沿って形作られる」（仏領西アフリカ教育担当者の書『ある精神の征服』より）

ことを究極的な目的とした植民地教育に焦点を当てる。さらに第 3章では、1919年創業の自動車

会社シトロエンが戦争を契機に行ったアフリカ大陸走破を取り上げ、この冒険心に満ちた官民協

力プロジェクトが、国民と植民地の「距離」を縮めるのに一役買ったことを紹介している。 

 本書を読み進めると、現代アフリカと世界との関係にも通底する要素が、この時期にかけて随

所に見られることに気づかされる。印象的なのは、フランス第 3 共和政自体が伝統的権威に対抗

して形成された体制であるため、その価値転換を植民地にも持ち込んだはずだが、人的・物的資

源を動員する理由により、植民地ではそれをあっさりと改めて伝統的権威を活用した点だ。また、

企業家精神に溢れた民間企業のアフリカ進出は、官の強力なバックアップと他の宗主国との協力

によって実現された。そして戦争で疲弊し、もはや世界の中心的存在ではなくなったヨーロッパ

諸国が協力して、アフリカを維持しようとする計らいは「ユーラフリカ構想」へと繋がる。 

 本書が明らかにするように、近代的武力を背景にした抑圧に対するアフリカ人の妥協や苦悩の

末の選択は、フランス側の視線を通して「親仏的」と表現されてきた。本書は、これを丹念に跡

付けし、周到な植民地教育と宗主国社会におけるプロパガンダの結果、アフリカ人のみならず、

フランス国民自身もそれを内面化し、再生産していった過程を明らかにしている。 

網中 昭世（あみなか・あきよ／アジア経済研究所） 
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衣食住からの発見 
FENICS 100万人のフィールドワーカーシリーズ 11 

 

 

 

 

 

 

佐藤 靖明・村尾 るみこ 編著 

東京 古今書院 2014年 194p. 

 

フィールドワーカーは、日本とは異なる環境や文化の中で、いったい現地の人たちとどのよう

な付き合いをし、どう暮らしているのか。本書はそんな疑問に答えてくれる本である。本書では

「衣食住」をテーマとして、フィールドワーク中の日常生活を研究者らが綴っている。取り上げ

られている調査地は、アフリカの森林やサバンナ、サヘル地域、南アメリカの熱帯雨林、南太平

洋諸島、南極大陸と多様である。 

 本書は 9章と 3つのコラムで構成され、大きく 4つのパートに分類されている。各パートでは、

それぞれの調査者が、暮らしをともにすることで信頼関係を作り上げていく経験（Part I）、現地で

の暮らしの中で、研究の新たな視点やテーマを見出す経験（Part II）、過酷な自然環境の中での衣

食住（Part III）、フィールドワークの中で調査者が自分と世界とのつながりに気づく経験（Part IV）

について語られている。いずれの体験談も面白いが、ここでは、評者が日本ではまず経験できな

いと思った話を「食」に絞って 2つ紹介したい。 

 あるエチオピアの農村では、「どぶろく」のような地酒を主食とする（第 2 章）。調査者は初め、

地酒が苦手で団子をたくさん食べていたが、大人は地酒で腹を満たすのが当たり前であったため、

子ども扱いされてしまったそうだ。調査者が地酒を主食にすべく必死で訓練するうち、村を訪れ

た中国人が、出された地酒を全く飲まなかったことをきっかけに、村人たちも調査者の努力に気

が付き、受け入れてくれるようになった。自分たちの当たり前が他の者にとってはそうではない

と気が付くその瞬間と、そこからお互いの信頼関係ができていく様子が興味深かった。 

 2 つ目は、最低気温マイナス 25度、ブリザードが吹く南極での調査の体験談である（第 5章・

コラム 3）。極寒の過酷な環境では、調査の大前提は死なないことであり、入念かつ万全の準備と

装備が必要となる。調査中の住まいはテントであるが、南極ではテントの生地が 1 ヶ月もすると

劣化するほどオゾンホールの影響で紫外線が強烈だ。食事は荷物の軽量化を図るため、乾麺やフ

リーズドライ食品である。そう聞くと、粗末な食事を想像するが、現在では南極調査用のフリー

ズドライ食品「極食」が開発され、魚の塩焼きから海老チリ、ステーキ、刺身までかなり豊富な

メニューがあるのに驚いた。本書は各章が異なるフィールドワーカーの体験記なので、興味のあ

る章から読んでいくことができる。今、自分が暮らす場所とは違う環境や文化をぜひ疑似体験し

ていただきたい。 

岸 真由美（きし・まゆみ／アジア経済研究所） 
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恋するソマリア 

 

 

 

 

 

 

 

高野 秀行 著 

東京 集英社 2015年 306 p. 

 

 本書は、第 35回講談社ノンフィクション賞などを受賞した『謎の独立国家ソマリランド』（2013

年）の続編である。前作では、ソマリア連邦共和国から独立を宣言したソマリランドが描かれ、

さらには南部ソマリアの首都モガディシュやプントランドへ著者が単身乗り込み、その社会・政

治の仕組みを解明しようとする姿を読者が追体験するものであった。一方で『恋するソマリア』

は、タイトルからも明らかなように、前作とはかなり趣が異なる。帯に「前人未踏の片想い暴走

ノンフィクション」とあるように、どうすれば自分がソマリの人々に受け入れてもらえるのか、

苦心惨憺する話が中心となっている。2009年と 2011 年の取材を元にした前作の後を受けて、2011

年 10月～2012年 12月に行った 2度の長期取材をまとめたのが本書であり、前作に出てきた人々

の人生の変遷も知ることができる。 

 著者は、ソマリの人々に受け入れてもらうために、様々なアプローチを試みる。日本の中古車

をソマリランドに輸出しようとして大失敗に終わった一節もあるが、無理矢理家に招いてもらっ

たり、家庭料理を習うことで、男性には難しいソマリ女性の生活にも肉薄している。そんな日常

生活の積み重ねから、ソマリの人々の言動の背後にある意味を著者が「発見」していく。著者の

個人的な経験に基づいたものであり、どれだけ普遍的なものなのかは判断が難しいが、日常生活

からソマリの人々の価値観を解き明かしていく過程にはスリリングな面白さがある。 

 また、本書はソマリの人々を取り巻く厳しい状況をも教えてくれる。さらに、彼らの生活が死

と隣り合わせであることが、前作以上に随所で言及されている。例えば、懇意にしていたモガデ

ィシュのテレビ局のスタッフの死や、その死を目の当たりにして精神に変調をきたしている同僚

の姿などが描かれている。最後の章では、著者も南部ソマリアの地方でアル・シャバーブに襲撃

され、九死に一生を得ている。前作では民主主義国家建設に向かって進んでいるかのように見え

たソマリランドも、政府がメディアへの干渉を露骨に行うなど、その道のりは必ずしも順風満帆

ではない。 

 評者も、エチオピアの農村社会で調査をするにあたって、村の人々と親しくなったと思ってい

ても、現実には自分はただの短期訪問者に過ぎないのだと思い知らされることが多々ある。著者

のソマリの人々への切ない片思いは、苦笑いとともに共感を覚えてしまうのである。 

児玉 由佳（こだま・ゆか／アジア経済研究所） 
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経験に基づいた産業政策論がアフリカでも議論されるときが来たことを、本書を読み終わって

実感した。産業政策とは産業構造の変化を促す政策全般を示すが、一次産品に依存する経済構造

の転換が重要課題だと認識されていたアフリカ諸国では、独立直後から産業政策が積極的に実施

されていた。しかし、構造調整政策が導入されて以降、経済と貿易の自由化が推し進められ、国

営企業、企業への補助金や低利融資、輸入関税といった産業政策のための手段が次々に奪われた

のである。自由化政策は市場が成長産業を決めるとの「信念」に基づいているが、その後、アフ

リカ諸国では長く経済の停滞が続き、成長傾向がみられる近年はますます一次産品への依存を深

めていることは周知の事実である。 

 著者は、エチオピアの首都アジスアベバの市長や首相アドバイザーとして長年かつ現在も政策

にかかわっている人物である。エチオピアは、援助機関による経済自由化政策の要請に粘り強く

抵抗し独自の産業政策を実施してきた経緯があり、その経験に基づいて産業政策の重要性を訴え

るのが本書である。セメント産業、切り花産業、皮革産業を対象に、政策責任者として得た知識

だけではなく、関係者や企業に対する聞き取り調査を積極的に用いて、具体的な政策の内容とそ

の評価が詳述されている。アフリカの貧困国で行われた最も包括的な産業政策を知るうえで、非

常に有意義な資料である。 

 産業政策をめぐっては、それを支持する非主流派の経済学者や政治経済学者が主流派経済学を

批判しているが、両者の議論がかみ合っているとは言い難い。産業政策の効果を科学的に証明す

ることの難しさから、前者の議論は厳密性に欠けることが多く、他方、後者はその効果よりも政

府が市場に介入することの潜在的な問題を重視する傾向がある。本書における産業政策の評価も

根拠が弱い場合が多いが、アフリカにおいて産業政策を実施し、それに伴って産業が成長してい

るという現実に基づいている点に、他にはない強みがある。 

 同様の産業政策が他のアフリカ諸国でも実現できるかどうかは、著者も指摘するようにいくつ

かの留保が必要だと思われる。特に、産業に優先順位をつけることは複雑な利害関係の調整が必

要であり、また腐敗を防ぐことも容易ではないだろう。しかし、今後も産業政策に消極的な姿勢

を続ければ、経済官僚から産業育成の知識が失われ、産業構造の転換が遠のくと危惧する。 

福西 隆弘（ふくにし・たかひろ／アジア経済研究所） 
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